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 はじめに 第１部

 経緯 第１

 京都市は，国民健康保険，介護保険，税，住民基本台帳などの大型汎用コン

ピュータを利用して運用している基幹業務システムについて，一般に広く利用

されている最新技術により，機器及びシステムを刷新（オープン化）する大型

汎用コンピュータオープン化事業（以下「オープン化事業」という。）に，平成

２６年度から取り組んでいる。 

 このうち，福祉系システムのオープン化については，平成２９年１月４日を

稼働予定日とし，介護保険，国民健康保険，障害者福祉等七つに分けたオンラ

インシステム及びデータの大量更新や印刷を行う一括処理システムの開発を，

それぞれ事業者と契約して進めていた。 

 平成２８年１０月３１日，一括処理システムの受託事業者（税・住民基本台

帳（以下「税・住基」という。）を含め一括処理システム全体の開発を受託した

株式会社）から，「福祉系システムの開発が稼働予定日に間に合わない」との申

出を受けたことから，早期稼働に向け，京都市と受託事業者の間で協議等を進

めるとともに，京都市の庁内検討チームにおいて課題整理と対処方法の検討が

行われてきた。 

 しかしながら，遅延の原因や今後の開発の進め方について，京都市と受託事

業者との間で見解の相違があるなどの課題があることから，オープン化事業の

完遂に向け開発を継続する一方，「京都市大型汎用コンピュータオープン化事業

検討委員会」（以下「検討委員会」という。）を設置し，遅延の原因究明と最良

の方策の検討を進めることとされた。 

 

 「京都市大型汎用コンピュータオープン化事業検討委員会」 第２

 目的 １

 検討委員会は，京都市のオープン化事業の一部である一括処理システムの

開発における遅延の原因及び事業推進に係る今後の最良の方策について，市

長の諮問に応じ，調査及び審議を行うことを目的とする。 

 検討委員会の調査期間は，平成２９年２月２６日から同年６月２８日であ

る。 

 

 検討委員会の構成 ２

 検討委員会は，以下の５名の委員により構成された。 

委員長 永
なが

井
い

 靖
やす

浩
ひろ

  （京都大学情報環境機構ＩＴ企画室教授） 

委 員 飯
いい

島
じま

 歩
あゆむ

   （弁護士法人イノベンティア代表社員／弁護士） 

委 員 斎
さい

藤
とう

 由紀子
ゆ き こ

 （認定ＮＰＯ法人日本システム監査人協会 

 副会長・事務局長） 

委 員 伊
だ

達
て

 進
すすむ

   （大阪大学サイバーメディアセンター 

 応用情報システム研究部門准教授） 

委 員 萬
ばん

代
だい

 みどり （萬代みどり技術士事務所所長（認定ＮＰＯ法人 

 日本システム監査人協会元理事）） 
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 検討委員会開催の経過 ３

 検討委員会の開催経過は，別表１「検討委員会開催の経過」のとおりであ

る。 

 

 

 京都市大型汎用コンピュータオープン化事業の概要 第２部

 実施背景 第１

 京都市が基幹業務システムの運用に利用している大型汎用コンピュータは，

特定事業者の固有の技術で作られた機器であるうえ，これに改修を繰り返しな

がら３０年近く運用されてきたため，以下のような課題が生じている。 

① 市内中小企業等，他の事業者の参入が困難 

② 競争性が働かないことによる運用経費の高止まり 

③ 最新技術を利用した行政サービスへの対応が困難 

④ 機器は特注品となるため，被災時の早期調達が困難 

 

 目的及び効果 第２

 オープン化事業の目的は，行政サービスの向上，業務の効率化，コストの削

減などであり，オープン化することにより，汎用の機器及びシステムに刷新さ

れるため，次のような効果が見込まれている。 

① 市内中小企業等が参入しやすく，調達に競争性が働き，運用経費が削減

できる。 

※ オープン化事業の完遂後には，機器調達等で４～５億円程度／年の運

用経費が削減できる。 

② 最新技術を活用した行政サービスの提供が可能となる。 

③ 制度改正や業務改善に迅速に対応できる。 

④ 汎用の機器であるため，被災時でも早期に復旧が可能となる。 

 

 実施計画の策定 第３

 京都市は，「はばたけ未来へ！京
みやこ

プラン（京都市基本計画）」（平成２２年１２

月策定）に基づく，「はばたけ未来へ！京
みやこ

プラン 実施計画（Ⅳ改革編（「行政

経営の大綱」の推進））」（平成２４年３月策定）の「基本方針２ 情報の公開・

共有と行政評価の推進」において，「ＩＣＴの活用」として「大型汎用コンピュ

ータのオープン化に係る事業」に取り組むこととしており，平成２４年度から，

事業実施に向けた調査及び検討を始めた。 

 平成２６年３月，調査及び検討を踏まえてオープン化事業の方針，効果，事

業スケジュール等を取りまとめた「大型汎用コンピュータのオープン化に係る

実施計画書」（以下「実施計画書」という。）を策定した。 

※ 事 業 費：９４．６億円 

事業期間：４箇年（平成２６～２９年度） 

開発手法：高速開発ツールを利用したスクラッチ開発 
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 事業の実施概要 第４

 基幹業務システムの概要 １

 京都市は，国民健康保険，介護保険，税，住民基本台帳などの電算処理業

務（平成２９年１月４日時点：１８業務１０６事務）について，大型汎用コ

ンピュータを利用して運用している。 

 

 システム開発に係る主な作業内容 ２

 実施計画書において，オープン化事業におけるシステム開発の実施に当た

っては，以下のような作業が必要とされている。 

 業務システムの構築作業 (1)

 新たな基幹業務システムの構築作業である。なお，基幹業務システムで

行う処理は，以下のように分類される。 

 オンラインシステム ア

 区役所の窓口等において，端末機から入力した各種申請等の内容を即

時に処理するためのシステムである。 

 

 一括処理システム イ

 国民健康保険の被保険者証を作成するなど，特定日に一定の要件に合

致するデータを一つの塊として大量にデータ処理するものであり，毎月

のデータ更新や納付書の一括処理を行うためのシステムである。 

 

 共通機能の構築作業 (2)

 京都市は，複数の業務システムで共通的に使用している機能について，

どのシステムからも利用できる共通機能として開発することとした。 

 京都市のオープン化事業においては，下表のとおり，認証機能，帳票管

理機能，文字管理機能などの共通機能を有する共通基盤を構築し，その上

に各システムを構築することにより，全体最適化を図ることとしている。 

 

各システムから共通的に利用可能とする機能 

機能名 概要 
➀ 認証機能  各業務システムで共通で利用する職員の認証情報を一元管理

し，各業務システムの起動をポータル画面に一元化しシングル

サインオンを実現する機能 

➁ 帳票管理機能  印刷ジョブの一括管理等を実現し円滑な帳票出力を行う機能 

➂ 文字管理機能  各業務システムが利用する文字フォント，文字コード，文字

コード変換テーブルを一元管理し，各クライアントや他情報シ

ステム間で外字を共通化する機能 

 

 全体管理作業 (3)

 プロジェクト全体の管理，開発・運用方針の標準化，各種調達等に必要

な作業などの作業である。 
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 具体的には，平成２６年度の要件定義工程では，各種作業の全体標準化

や共通基盤と各業務システムの連携に係る調整等，平成２６年度から平成

２９年度の業務システム開発では，設計から運用開始までの工程における

連続的な管理などである。 

 

 事業の経過 ３

 オープン化事業の実施経過は，別表２「オープン化事業の経過」のとおり

である。 

 

 

 一括処理システム開発の経過等 第３部

 開発手法 第１

 開発手法の決定 １

 京都市は，オープン化事業におけるシステム開発手法については，他の自

治体の先行事例を参考にしつつ，複数の開発手法を開発費，開発期間，保守

の効率性等を総合的に比較・評価した結果，高速開発ツールを利用したスク

ラッチ開発が京都市にとって最も適した開発手法として選定し，これを京都

市の方針としていた。 

 平成２６年１０月，京都市が発注した「京都市基幹業務システムのオープ

ン化に係る技術支援等業務」の受託事業者（以下「技術支援事業者」という。）

は，成果物「大型汎用コンピュータのオープン化に係る開発標準に係る中間

報告書」において，以下の理由から，オンラインシステムの開発手法として

ＯＳＰ（ＯｕｔＳｙｓｔｅｍｓＰｌａｔｆｏｒｍ）を推奨した。 

 オンラインシステムで使用する画面を簡単に作成・修正することでき，

所管課からの修正要望を即座に画面に反映させることができる。 

 特定事業者が独自開発用に作成したツールではなく，当該ツールに習

熟している事業者であれば，どの事業者でも調達に参加することがで

きる（地元企業の参入が可能）。 

 広く一般的に使われている言語（Ｊａｖａ）等でプログラムが作成さ

れるため，ＯＳＰがなくてもシステムを動かすことができる。（ＯＳＰ

が廃止されても対応できる。） 

 設計情報をＯＳＰに登録するので詳細な設計書を別途作成する必要が

なく，かつプログラムと設計情報の内容が異なるという事態が生じな

い。 

 プログラム改修時の影響箇所が簡単に分かるので，これまで多くの労

力を要していた影響範囲調査が大幅に効率化できる。 

 一方，一括処理システムについては，ＯＳＰの処理性能の検証を継続する

こととされていた。 

 平成２６年１２月には，成果物「ＯＳＰ評価報告書」において，処理性能

の検証は継続中であるが，オンラインとバッチを同じ開発手法で開発する方

が要員の確保，管理，品質の確保等で別々の開発手法であるより優位である」

との理由により，一括処理システムについてもＯＳＰによる開発が技術支援

事業者から推奨された。 
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 開発手法の変更 ２

 平成２７年４月，京都市は，引き続き開発標準の作成などを行っていた技

術支援事業者から，一括処理システムの開発においては，ＯＳＰはＪａｖａ

などの他のツールでスクラッチ開発する場合と比較し，一括処理の性能が十

分出ない可能性があるとの報告を受け，以降，他の高速開発ツールの調査や

マイグレーション（プログラム内容を機械的に変換し移行する手法）も含め

て開発手法について技術支援事業者と再検討するとともに関係事業者へのヒ

アリング，調査等を実施した。 

 その結果，工期が最も短く，チューニングによる性能改善が可能であるこ

と及び新システムは現行の基幹業務システムの引き写しであり，オープン化

の進捗に与える影響が最も小さいと考えられることなどから，平成２７年８

月に一括処理システムの開発手法を，マイグレーション方式へと変更した。 

 

 一括処理システム設計・開発業務の調達内容 第２

 基本方針 １

 京都市は，一括処理システムの開発手法をマイグレーション方式に変更し

たが，以下の内容を調達に盛り込むことで，「オープン化事業」の目的に沿う

形で開発を進めることとした。 

 ベンダーロックインの排除 

 今回のオープン化において使用する技術を使用可能な事業者であれば，

どの事業者でも参加できる環境を構築する。 

 可視化の実現 

 可視化ツールの利用により，改修による影響範囲を容易に把握できる

など，効率的な保守ができる仕組みを構築する。 

 

 調達方針 ２

 調達方針 (1)

 京都市は，「大型汎用コンピュータのオープン化に係る業務システム（バ

ッチ処理）設計・開発業務委託仕様書（平成２７年１０月）」（以下「仕様

書」という。）において，次のような調達方針を定めている。 

 一括処理システムの新環境への移行 

 運用保守の作業設計・実施準備 

 現行システムで利用している全データの移行プログラムの設計・開

発，移行仕様の変更管理 

 テスト移行データの提供などによるオープン化事業に関わる他事業

者の作業支援，移行リハーサルと本番移行の実施等 

 

 

 具体的な調達範囲 (2)

 京都市は，以下を調達範囲とした。 
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 なお，京都市は，技術支援事業者と共に，複数のマイグレーション事業

者から作業内容についての情報を聴取したうえで，一括処理システムの調

達仕様書について協議して，その内容を決定している。 

 調達範囲（仕様書３頁） ア

 調達の範囲は以下のとおり。 

・ プロジェクト管理 

・ 設計開発 

・ 運用保守作業設計 

・ 移行方式設計 

・ 移行リハーサルの実施（テスト移行作業とテストデータ提供） 

・ 移行データの検証支援 

・ 移行実施（システム移行・データ移行） 

・ 教育 

・ 運用保守作業の遂行準備 

・ 全体システムテスト 

・ 受入テスト支援 

・ 引渡期間対応 

 

 調達仕様等の主な内容 (3)

 基本的事項 ア

 業務の完遂について（仕様書６頁） (ｱ)

 受託者は，期限内に本書に定める要求を満たすシステムを完成し，納品する

責任を負うこと。 

＜本番切替え＞（仕様書５頁） 

福祉系：平成２８年１２月末 

住基・税：平成２９年１０月末（予定） 

 

 プロジェクト管理（仕様書１７頁） (ｲ)

 本調達業務の実施に当たっては，次期システム全体に対する影響を常に意識

する必要があり，受託者と京都市間で，密にプロジェクトの状況を共有しなが

ら遂行する必要がある。 

（中略） 

 さらに，本業務では，複数のオンライン事業者とテストや移行等で調整を行

う必要があることから，受託者においては，オンライン事業者との調整を主導

的に行い，全体の進捗調整を行う役割を担うこと。 

 

 受託者の体制（仕様書４７頁） (ｳ)

 全体的な要員の人数は指定しないが，納期に遅れが生じないように十分な体

制を構築し，作業に当たること。 
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 個別事項 イ

 資産棚卸し（仕様書１８頁） (ｱ)

 マイグレーションや保守性に関わる負荷を軽減することを目的として，資産

に対する棚卸しを行い，以下の明確にすること。 

ア 不要資産，重複資産を分析し，移行対象を明確にすること。 

イ プログラム内のデッドコードを洗い出し，削除可能なものを明確にする

こと。 

 

 移行方式設計作業（仕様書２６頁） (ｲ)

 移行方式設計では，前工程の成果物及び「運用保守作業の設計作業」の成果

物に基づいて，現行システムの実データの確認・調査を実施し，システム・デ

ータ・システム運用・業務の観点での移行方式を検討して，その結果を移行計

画へ反映する。受託者は，京都市の状況を踏まえて，移行方式を検討し，移行

計画を確定できるように，以下に示す作業を実施すること。 

 なお，現行システムからのデータ移行のためのデータ抽出は，現行事業者が

行う予定であるので，移行設計に当たっては，現行事業者と綿密に協議をする

こと。 

ア 移行要件の確定 

 現行システムについて，ファイルレイアウト及びデータレイアウト，外

字利用の有無，不備データの多寡等の調査を実施したうえで，設計作業の

各種設計内容に合わせた詳細化・最新化を行い，移行要件を移行要件定義

書に取りまとめ，確定すること。 

 

 開発実施工程（仕様書２０頁） (ｳ)

 設計工程の成果物に基づき，マイグレーション，コンバージョン，追加・変

更プログラミングを行い，単体テスト／結合テストを実施すること。 

 なお，単体テストについては，コンバージョン方法によって効率性を考慮し

たものとするとともに，移行対象の全てのプログラムを対象に実施するものと

する。 

 

 テストに係る補足事項（仕様書２２頁） (ｴ)

ア 各テストについては，テスト仕様を作成し，テスト入力データの選択・抽

出，結果確認用データの選択・抽出を行うこと。 

 

 ＪＣＬコンバージョン設計（仕様書１９頁） (ｵ)

 ＪＣＬからバッチファイルへのコンバージョン手法と手順を確認するととも

に，必要に応じてコンバージョンツール，テストツールの設計を行う。コンバ

ージョンに当たっては，バッチ実行環境を考慮した方法及び手順を確立する。 
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 開発場所（仕様書５頁） (ｶ)

 受託者の申し出を受け，京都市がセキュリティや個人情報保護の観点で問題

ないと判断し，作業実施を許可した場所にて開発すること。開発環境は受託者

が用意すること。 

 

 提示予定資料一覧（仕様書５５頁） (ｷ)

ア 入札時提示資料 

 （入札参加資格確認申請書を提出した者に配布する資料一式を示す。） 

(ｱ) プロジェクトドキュメント（方針書・計画書等） 

 
(ｲ) 前工程（平成２６年度）成果物サンプル等 

 
イ 契約時提示資料 

 （契約時提示する資料一式を示す。） 

(ｱ) 業務マニュアル等 

(ｲ) 現行システム設計資料 

(ｳ) 前工程（平成２６年度）成果物 

 

 各環境で扱えるデータ（環境方針書４頁） (ｸ)

 本番データについては，本番環境及び検証環境でのみ利用を認める。本番デ

ータを扱う場合には，本市が指定する作業場所・作業手順を遵守すること。 

 統合開発環境で本番データを扱うことを禁じる。ただし，個人情報をマスク

したデータは利用できる。マスキングデータの作成については，本市と協議す

ること。 
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 成果物（仕様書４２頁） (ｹ)

 受託者は，成果物について，下記提出期限までに総合企画局情報化推進室に

提出すること。ただし，期限については本市との協議の結果，変更となる場合

がある。 

⑴ 本調達における成果物 

 本調達業務における作業項目毎の成果物及び提出時期，テンプレート提

供有無を下表に示す。 

 なお，本調達業務の目的及び要件を達成するうえで必要となる成果物に

ついては，下表に記載がない場合も作成及び納品すること。 

 また，前工程から引き継いだ成果物については，一式を本市から受け取

り，本調達業務を行う中での加筆・修正を管理したうえで，本市が別途指

定する時期に加筆・修正を行ったものを含めた一式を提出又は納品するこ

と。 

 
 表中，テンプレート欄が「○」の成果物は，開発標準としてテンプレートを提供する。 

 
※ 上記の表は関連部分について，一部抜粋したもの。 

※ 表中「提出期限」欄の「棚卸作業終了時」は，入札時の質問回答  

ＮＯ．３７において「各種テスト作業後」に訂正されている。 

 

 総合テスト工程（業務確認テスト）（バッチ処理設計・開発等業務(ｺ)

の入札時における質問回答 ＮＯ．３０） 

＜質問＞ 

 バッチ処理の主たるテスト方法は，移行元ＡＣＯＳでの実行結果と移行先オ

ープンシステムの実行結果を比較する現新照合テストとなります。移行元ＡＣ

ＯＳでのテストデータ準備や実行結果抽出等の作業が必要となります。 

 開発工程の単体テストや結合テストにおいても，ＡＣＯＳでの上述作業が必

要となりますが，その場合，総合テスト工程と同様に，貴市に作業いただくこ

とは可能でしょうか。それとも受託者がＡＣＯＳの作業を行うことは可能でし

ょうか。 

＜回答＞ 

 単体テスト・結合テストにおけるテストデータの作成や実行結果抽出等につ

いての作業量は，受託者の手法によって異なると考えられるので，京都市側で

作業ができるかどうかは，現時点で不明です。受託者が行う前提で作業量は見

積ってください。  
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 開発事業者の選定 第３

 契約手法 １

 本件調達は，「地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定め

る政令」により，ＷＴＯ案件（３，３００万円を超える物件等（システム開

発含む）の契約案件）であり，随意契約の対象とならないため，一般競争入

札により事業者を選定することとなる。 

 京都市は，「マイグレーションによる開発」を実施することなど，仕様書に

おいて調達内容を具体的に特定していたことから，一般競争入札のうち，総

合評価方式ではなく低価格方式により，事業者を選定した。 

 

＜受託事業者の概要＞ 

本 社 東京都 

設 立 昭和４４年（１９６９年） 

社 員 数 ２８１名（平成２９年４月１日現在） 

事 業 内 容  

コンサルティング，マイグレーション（レガシーシステム再

構築），ビジネスシステム構築，パッケージ導入＆カスタマ

イズ，ＩＴインフラ構築・保守・運用管理 等 

＜京都市との契約の概要＞ 

業務委託名 
大型汎用コンピュータのオープン化に係る業務システム

（バッチ処理）設計・開発等業務委託 

業 務 内 容  

福祉系及び税・住基システムの一括処理について，設計，

開発，テスト，プログラム及びデータの移行等の業務を行

う。 

契 約 日 平成２８年１月１５日 

契 約 期 間  平成２８年１月１６日～平成３０年３月３１日 

契 約 金 額  １，１０３，７６０千円（税込） 

予 定 価 格  １，３９７，１９６千円（税込） 

選 定 方 法  一般競争入札（低価格方式） 

 

 入札公告から契約までの経過 ２

 京都市が実施した一括処理システムの設計・開発業務に係る入札から契約

までの経過は下表のとおりである。 

年月日 内容 
平成２７年１１月３０日 入札の公告 

入札説明書及び仕様書に対する質問の受付開始 

【入札参加表明事業者数】 

 ４社 

【事前質問の主な内容】 

・作業場所・方法に関すること 

・稼働遅延時の費用負担に関すること 

・開発環境と京都市ネットワークとの接続に関すること 

平成２７年１２月１１日 入札説明書等に対する質問の提出期限 

平成２７年１２月２５日 入札説明書等に対する質問への回答内容について京都市

ホームページ掲載開始 
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年月日 内容 
平成２８年 １月１２日 入札期間開始 

平成２８年 １月１４日 入札説明書等に対する質問への回答内容について京都市

ホームページ掲載終了 

平成２８年 １月１５日 開札 

契約締結 

【応札事業者数】 

 ３社（入札参加表明をした事業者のうち１社が辞退） 

 

 開発スケジュール 第４

 当初のスケジュール １

 京都市は，平成２６年度から全システムにおいて現行システム分析（現行

システムの情報を抽出し，新システムの「要件定義」を行う作業等）などの

作業を行った後，福祉系システムは，平成２７年度と２８年度とで設計・開

発作業を実施し，税・住基システムについては，平成２８年度と２９年度と

で設計・開発作業を行うこととしていた。 

 福祉系及び税システムは，住基システムの情報を参照しており，また，福

祉系システムは税システムの情報を参照している。 

 新システムとなった業務システムの情報を，現行システム側から参照する

場合には，現行システム側にも新たな仕組みの構築が必要となることから，

これを避けることが望ましい。 

 したがって，他のシステムのデータ参照を行う側からの順での開発，すな

わち，福祉系，税，最後に住基とすることが改修を少なくする開発順序とな

り，この考え方を反映した開発順序としていたものである。 

 なお，開発スケジュールの検討に当たっては，全システムの同時並行開発

による事業管理コストの増大の回避，既存システムへの対応との同時対応に

よる所管課の負担軽減も考慮している。 

 また，既存の基幹システムにおいて，付帯的に搭載していた機能について

も，開発に併行して新システムへ移行するものとしていた。 

 

 遅延発生後の想定スケジュール ２

 遅延が判明して以後，オープン化後の新システムの稼働時期等の見通しは

確定しておらず，当委員会による遅延原因の究明や最良の方策の検討を踏ま

え，京都市としての方針を検討し，確定していくものとしている。 

 
開発スケジュール（抜粋） 開発当初と平成２８年１１月時点の比較 



第４部／第１ 検討対象となる「遅延」の意味 

- 12 - 

 遅延原因の究明 第４部

 検討対象となる「遅延」の意味 第１

 本プロジェクトにおいては，オンラインシステム及び一括処理システムを合

わせた福祉系システムの稼動を平成２９年１月と想定していたところ，一括処

理システムの開発遅延により，オンラインシステムと一括処理システムの全体

システムテストができず，結果的にオンラインシステムの開発も遅延を余儀な

くされている。 

 いずれにせよ，一括処理システムが平成２９年１月に本番稼働（カットオー

バー）していないことが，オンラインシステムの全体システムテストの実施遅

延を招いていることは明らかであることから，本報告書において検討対象とな

る遅延は「福祉系一括処理システムを平成２９年１月までに完成することがで

きなかったこと」とする。 

 

 遅延原因の究明の方法 第２

 検討方法 １

 本プロジェクトの遅延は，①プレパイロットテスト及びパイロットテスト

並びにその後の②比較検証テストの着手において生じている。もっとも，①

及び②の遅延の具体的な原因はもとより，③本プロジェクトにおける役割分

担について，京都市及び受託事業者を含む関係当事者間において，認識に相

違が見られるところである。 

 そのため，上記①，②及び③のそれぞれについて，関係当事者へのヒアリ

ング結果等及び関係資料を精査のうえで，本プロジェクトの遅延原因の検討

を行った。 

 

 検討委員会の具体的な活動内容 ２

① 一括処理システムのプロジェクト管理の状況確認 ［プロジェクト状

況報告書，ミーティング議事録等］ 

② マイグレーション専門家等からのヒアリング ［２事業者］ 

③ 関係当事者に対する質問 ［市，受託事業者，工程管理支援事業者，

技術支援事業者に文書による質問，受託事業者の説明聴取］ 

④ 関係書類の確認 ［仕様書，関係事業者間での通知文書等］ 

 

 一括処理システムの開発手法変更の評価 第３

 一括処理システムの開発手法変更そのものが遅延の直接の原因となったかど

うかを検討する。 

 マイグレーション方式の特徴 １

 大型汎用コンピュータで動いているプログラム等をオープンなハードウ

ェア等の環境にそのまま移行するものである。 

 新たにプログラムを設計することはないため，比較的開発期間が短く，

開発経費が少ない。 

 既存の資産をそのまま引き継ぐため，元のシステムが持っている課題も

引き継ぐ。ただし，本件調達では「可視化する」こととしている。 

 稼働後の改修経費については，従前と同等の経費が掛かる傾向がある。 
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 「スクラッチ方式」から「マイグレーション方式」への変更の評価 ２

 工期に間に合わないおそれがあり，かつ期待する処理性能（処理時間）に

達しないおそれがあったことから，マイグレーション方式へ変更したことは

次善の策として理解できる。 

 また，マイグレーション方式への変更がオープン化事業の目的を著しく損

なうものとはいえない。 

 一括処理システムの稼働が遅延すれば，オンラインシステムも含めた福

祉系システム全体が遅延することになり，影響が大 

 平成２９年７月からマイナンバーの自治体連携が開始するため，遅延す

れば新システムと旧システムのそれぞれで対応（二重投資）が必要 

 マイグレーション方式を導入しても，ハードウェアのオープン化は達成 

 コスト縮減の効果額は，ハードウェアのオープン化による効果を主体と

しているため，オープン化によるコスト縮減の目的は実現 

 

 京都市が前工程として実施した現行システム分析 ３

 京都市の現行システム分析は，高速開発ツールを利用したスクラッチ開発

を前提としていた段階で行われたものである。 

 ただし，その実施レベルは「要件定義（情報システムで実装すべき機能や

満たすべき性能を定めるもの）」レベルであり，開発手法変更による影響を受

けない。 

 一括処理システムの概要が理解できるものであることから，受託事業者に

提示する資料であり特に開発工程での業務内容を踏まえたテストの実施，運

用設計において有用となるものである。 

 

 開発手法の変更が遅延に与える影響 ４

 遅延が生じた直接的な要因は，調達に係る業務が開始する契約時点以後に

求めるべきである。 

 また，現行システム分析の内容及び効果に開発手法の変更は影響しない。

マイグレーション方式での開発については，仕様書にも明記されていること

から，開発手法の変更は，遅延の直接的な原因とは考えられない。 

 

 遅延原因の検討 第４

 プレパイロットテスト及びパイロットテストの遅延原因についての調査結１

果 

 プレパイロットテスト及びパイロットテストの位置付け (1)

 プレパイロットテスト及びパイロットテストは，変換仕様書の妥当性を

検証するとともに，後続する比較検証テストに先立ち，作業品質を確立す

るべく，手順の標準化やテスト実施内容，報告等に関する課題を洗い出す

ことなどを目的として実施するものである。 
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 パイロットテストは全プログラム数の３％を含む処理を実施するべく当

初は５０処理ＩＤ程度を対象としていたが，対象処理ＩＤの選定を工夫す

れば，より少ない処理ＩＤでテスト目的が達成できることが判明したため，

京都市及び受託事業者で協議した結果，最終的には６処理ＩＤを対象に実

施され，プレパイロットテストは，さらにその一部を抽出し，３処理ＩＤ

を対象に実施された。 

 

 本件プロジェクトにおける位置付け及びスケジュールの遅延 (2)

 プレパイロットテスト ア

 上述のとおり，プレパイロットテストは，パイロットテスト対象とし

て抽出していた処理の一部を抽出し，３処理ＩＤについて先行実施する

ものである。その実施については，平成２８年３月１日から平成２８年

４月３０日までの間に実施が予定されていたパイロットテストに先行す

るものであったが，実際には平成２８年４月２５日から実施され，平成

２８年５月１２日付プレパイロットテスト計画書（１．０版）によりそ

の内容について，京都市及び受託事業者との間で確認された。 

 プレパイロットテストは，平成２８年８月４日に，京都市が，受託事

業者から提出された報告書を仮承認したことをもって，その実施が実質

的に完了したことが関連資料及びヒアリング結果から認められる。 

 

 パイロットテスト イ

 パイロットテストは，残りの３処理ＩＤを対象に実施された。 

 その実施については，平成２８年３月１日から平成２８年４月３０日

までの間に予定されていたものの，実際は平成２８年６月に着手され，

平成２８年９月１日に，京都市が，受託事業者から提出された報告書を

仮承認したことをもって，その実施が実質的に完了したことが関連資料

及びヒアリング結果から認められる。 

 

 関連資料の記載 (3)

 プレパイロットテスト及びパイロットテスト並びに本プロジェクトの品

質管理に関する関連資料の記載は次のとおりである。 

 プレパイロットテスト及びパイロットテストに関する関連資料の記載 ア

年月日 具体的対応の内容 
平成２８年 ２月 ４日  受託事業者は，京都市に対して，移行後プログラムの単体テ

ストについて，手作業で作成したプログラムと，パイロットテ

ストの対象プログラム（全体の３％程度）のみで行うと説明し

た。 

平成２８年 ２月２５日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，パ

イロットテスト対象を住基・税を含む全体の３％程度で選定す

ることを依頼し，京都市は５０処理ＩＤ程度を次回定例会で報

告すると回答した。 

平成２８年 ３月 ２日  京都市は，受託事業者に対して，パイロットテスト対象とな

る４８処理ＩＤをメールで提示した。 
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年月日 具体的対応の内容 
平成２８年 ３月１０日  定例進捗会議において，受託事業者は，移行対象資産の洗い

出しに着手したと報告した。 

 京都市は，受託事業者に対して，パイロットテスト開始条件

が解決されていないため，対応策を検討するよう依頼した。 

 また，プレパイロットテスト対象とする処理ＩＤについて，

ＪＣＬ変換の妥当性を検証する観点から選定し，提示すると伝

えた。 

平成２８年 ３月１７日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，課

題管理表にパイロットテスト開始前の課題を記載したことを報

告した。 

 また，受領した４８処理ＩＤのうち，２５処理ＩＤについて

福祉系の開発におけるパイロット対象であると報告したうえ

で，テスト対象が多いため，実施対象を限定したいと申し出

た。 

平成２８年 ３月３１日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，資

料「パイロットテスト網羅性」を提示し，プレパイロットテス

ト及びパイロットテスト合計で６処理ＩＤを対象としたいと提

案した。 

平成２８年 ４月 ７日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，プ

レパイロットテスト計画書を提示するとともに，テスト開始の

遅延により，今後のスケジュールに大きな影響が発生する課題

がいくつかあると報告した。 

 京都市は，受託事業者のプログラム変換に利用していたツー

ル（以下「プログラム変換ツール」という。）による変換部分

は単体テストを行わず，現新比較による確認を行うとの説明に

対し，比較結果が一致しても実運用の際にバグが発生する例も

あることから，受託事業者に対して，品質担保の考え方につい

て説明を求めた。 

平成２８年 ４月１２日  受託事業者は，京都市に対して，文字コード変換に利用して

いたツール（以下「文字コード変換ツール」という。）で外字

を変換した際に不具合が出ることが判明したため，作業を中断

して欲しいとメールで伝えた。 

平成２８年 ４月１４日  定例進捗会議において，京都市は，受託事業者に対して，プ

ログラム変換ツールの品質保証の根拠と，ツール自体の単体テ

ストの仕様・テスト結果を提示するよう依頼した。 

平成２８年 ４月１９日  京都市が文字コード変換を実施した際に発生したエラーにつ

いて，受託事業者にメールで問合せたところ，コピー句のサイ

ズに制限があったことが判明したため，京都市は，コピー句を

再提供した。 

平成２８年 ４月２８日  定例進捗会議において，京都市は，受託事業者に対して，プ

ログラム変換ツールによる変換の正確性の確認方法及びテスト

データで検証できないロジックの考え方について説明するよう

依頼した。 

 受託事業者は，京都市に対して，プレパイロットテストの開

始遅延により，後続のパイロットテスト開始が２週間遅延して

いるため，次回の定例進捗会議でエスカレーション対象になる

と報告した。 
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年月日 具体的対応の内容 
平成２８年 ５月１１日  受託事業者は，京都市に対して，文字コード変換ツールで２

バイト半角文字が変換できない事象が発生したとメールで報告

した。 

平成２８年 ５月１２日  定例進捗会議において，京都市は，受託事業者が提示したプ

レパイロットテスト計画書（１．０版）を承認した。 

また，京都市は，受託事業者に対して，テスト手順が詳細化さ

れていないために作業員によって品質の差が出ることを指摘

し，手順の見直しを依頼した。 

 受託事業者は，京都市に対して，パイロットテスト計画書改

版作業の遅れにより，スケジュールの見直しが必要であると報

告した。 

平成２８年 ５月１８日  京都市は，受託事業者に対して，文字コード変換ツールが符

号付文字に一部（ＳＩＧＮ ＬＥＡＤＩＮＧ ＳＥＰＡＲＡＴ

Ｅ ＣＨＡＲＡＣＴＥＲ）対応していないことをメールで指摘

した。（京都市は，平成２８年５月２４日改修版を受領し

た。） 

平成２８年 ５月１９日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，ス

ケジュール遅延への対応策，再発防止策を報告した。 

 また，テスト手順の見直し案を提示したが，手順の詳細化が

不十分であったため，京都市は，テスト手順の再見直しを依頼

した。 

平成２８年 ５月２６日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，テ

スト手順の再見直し案を提示したが，指摘事項が反映されてい

なかったことから，京都市は，受託事業者に対し，京都市が提

示するサンプルを基に，受託事業者で再度手順案を作成するこ

とを提案し，受託事業者はこれを了承した。 

また，テスト計画書合意遅れによるエスカレーション事項を報

告した。 

 工程管理支援事業者は，比較検証テストは一般的な開発工程

における結合テストという位置付けであるため，その工程でバ

グが全てなくなることは難しいとの認識を示した。京都市は，

早い段階で品質の良いものを提示いただきたい，特に今回のプ

ロジェクトは期間が短いため，現新比較を行う段階で品質を担

保いただきたいと考えていると返答した。 

平成２８年 ５月３０日  京都市は，受託事業者に対して，文字コード変換ツールで符

号付文字の対応版で再処理を実施したところ，対応箇所以外

（ＳＩＧＮ ＬＥＡＤＩＮＧ ＳＥＰＡＲＡＴＥ ＣＨＡＲＡ

ＣＴＥＲ以外）の文字コード変換ができないデグレが発生した

とメールで指摘した。 

平成２８年 ５月３１日  京都市は，受託事業者に対して，京都市作成のテスト手順案

をメールで提示した。 

平成２８年 ６月 ２日  京都市は，受託事業者に対して，文字コード変換ツールでの

デグレ発生と，各ツールでの動作結果をメールで連絡した。 

平成２８年 ６月 ７日  京都市は，受託事業者に対して，文字コード変換ツールでの

デグレの事象について，平成２８年６月９日の定例進捗会議で

事象を報告するようメールで伝えた。 
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年月日 具体的対応の内容 
平成２８年 ６月 ９日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，パ

イロットテストの入力ファイルの文字コード変換において，文

字コード変換ツールの不具合によるエラーの発生及び解消を報

告するとともに，パイロットテストへの早期着手を行うと報告

した。 

平成２８年 ６月１０日  京都市は，受託事業者に対して，文字コード変換ツールでコ

ピー句誤りによる文字化けが発生したことを報告し，プレパイ

ロットテストの納品物に対する障害が多いため，改善策の提示

を受託事業者にメールで依頼した。 

平成２８年 ６月１６日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，

「品質向上への取り組みについて」を提出し，その内容を報告

した。 

 また，プレパイロットテスト報告書（第１．０版）を提示

し，プレパイロットテストの完了により，パイロットテストに

着手したと報告した。 

平成２８年 ６月２３日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，

「品質向上への取り組みについて」（改版）を提出し，その内

容を報告し，品質向上への取組を実施し，プロジェクト全体の

品質向上を図ると伝えた。 

 京都市は，受託事業者に対して，プレパイロットテストの結

果を基に検収を実施し，指摘事項をメールにて送付したと伝え

た。 

平成２８年 ６月３０日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，プ

レパイロットテストに対する指摘事項への対応について説明し

た。 

 京都市は，受託事業者に対して，この時期に検討漏れなどの

障害があってはならないことを指摘した。 

平成２８年 ７月１４日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，プ

ログラム変換ツールに京都市の指摘事項を反映し，プレパイロ

ットテストを再実施すると報告した。 

 京都市は，受託事業者に対して，テスト計画書・テストシナ

リオを早期に提示するよう伝えた。 

 また，「試験工程で確認する技術要素」の手順や仕様書を早

期に提示すること，プログラム変換ツールの単体テスト仕様書

を提示すること，デバッグやバグ検知の仕組み手順確立を検討

することを依頼した。 
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年月日 具体的対応の内容 
平成２８年 ７月２１日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，プ

ログラム変換ツールに京都市の指摘事項を反映のうえ，プレパ

イロットテストの再実施を再度報告するとともに，パイロット

テストの後続タスクのスケジュール見直しを実施したと報告し

た。 

 京都市は，受託事業者に対して，スクラッチ開発においては

単体テストにより網羅的に品質確認を行うが，マイグレーショ

ン開発における比較検証テストがその代替であるとの説明には

納得できない旨を伝え，比較検証テストで網羅できないロジッ

クの確認方法について，説明を求めた。 

 工程管理支援事業者は，受託事業者に対して，仕様書では，

マイグレーションでの開発手法を前提とした単体テストを求め

ており，マイグレーション開発における単体テスト相当の概念

について，京都市への説明が不足していると指摘し，京都市の

品質に対する懸念を払拭すべく，当該課題に特化した対応を求

めた。 

平成２８年 ８月 ４日  定例進捗会議において，京都市は，受託事業者に対して，プ

レパイロットテスト報告書の記載内容の修正及びパイロットテ

ストシナリオの提示を条件に，プレパイロットテスト報告書を

仮承認した。 

平成２８年 ８月１２日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，

「京都市様プロジェクト課題への対応」を提出した。 

平成２８年 ８月２６日  京都市は，受託事業者に対して，プレパイロットテストの納

品物への指摘をするとともに，平成２８年９月１日実施予定の

次回定例進捗会議で報告するようにメールで伝えた。 

平成２８年 ９月 １日  定例進捗会議において，京都市は，受託事業者が提示したパ

イロットテスト報告書（１．１版）を仮承認した。京都市は，

受託事業者に対して，全てのエビデンスを受領し，確認するま

では仮承認であること及び仮承認として次工程に進むことによ

り，手戻りが発生することを危惧していると伝えた。 

 また，「比較検証テストと総合テストをパラレルで進めるの

は仕方がないと考えているが，総合テストまでに最終的に品質

保証を行い確認するということを同意いただきたい」と伝え

た。 

平成２８年 ９月 ９日  京都市は，受託事業者に対して，パイロットテスト結果にお

けるファイル管理機能の対応漏れ（複数）について，比較検証

テストまでに解決するようメールで指摘した。 

平成２８年 ９月２９日  定例進捗会議において，受託事業者は，他の資料の作成を優

先対応したため，解決期限を平成２８年１０月７日に延期する

と報告した。 

平成２８年１０月 ７日  京都市は，受託事業者に対して，パイロットテスト結果にお

ける「ファイル排他制御」機能の実装漏れについて，比較検証

テストまでに解決するようメールで指摘した。 
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年月日 具体的対応の内容 
平成２８年１０月２０日  定例進捗会議において，京都市は，受託事業者に対して，早

めに単体テストの考え方を提示するよう求めた。受託事業者

は，単体テストの考え方に係る説明の回答期限が平成２８年１

０月３１日となっているが，他課題を優先しているため回答期

限については再度検討したいと申し出て，京都市はそれを了承

した。 

平成２８年１１月 ４日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，プ

ログラム変換ツールに京都市からの指摘事項を反映し，パイロ

ットテストを再実施して完了したと報告した。 

 また，工程管理支援事業者から品質担保に係る報告を求めら

れ，受託事業者は，比較検証テスト開始までに解決しなければ

いけない課題ではないと認識しており，また，説明について

は，社内でメンバーを新たにアサインし対応することを検討し

ているため，解決に時間を要すると回答した。 

平成２８年１１月１０日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，マ

イグレーションにおける品質の考え方について説明したいと申

し出た。 

平成２８年１２月 ８日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，マ

イグレーションにおける品質の考え方について説明し，京都市

は一応の理解をした。 

 

 ヒアリング等から認められる受託事業者の認識 (4)

 受託事業者へのヒアリング等によって認められる受託事業者の認識は以

下のとおりである。受託事業者は，プレパイロットテスト及びパイロット

テストの遅延原因を，京都市及び工程管理支援事業者がマイグレーション

による開発とウォーターフォール型のスクラッチ開発との相違を十分に理

解できていなかったことに求めている。 

 遅延原因に関する認識 ア

 パイロットテストの遅延の根本的な原因としては，京都市及び工程管

理支援事業者のマイグレーション開発における工程の重み付けに対する

理解不足がある。このような理解不足は，さらに，受託事業者の作業の

品質問題が遅延の原因でなかったのか，という誤解を生じさせ，現時点

においても，混乱を招いている。 

 マイグレーション開発では，移行設計を起点としながら，実機テスト

（比較検証テスト）で問題点を洗い出し，品質を段階的に上げていくと

のプロセスが採用されている。したがって，パイロットテストの段階で

成果物に対する品質を担保できるものではなく，当該段階で，どれだけ

品質の確認をしても，品質担保に繋がらない。 

 しかし，京都市及び工程管理支援事業者は，従来のウォーターフォー

ル型の品質基準を，本プロジェクトに無理に適用しようとしたため，パ

イロットテストへの制約が大きく作業開始の遅延となった。 
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 具体的には，京都市より毎回テスト開始条件が追加され，それを完了

しないとテスト用データを提供しないとの方針が出された。また，パイ

ロットテスト開始条件，パイロットテスト完了報告書，及び添付資料の

レビューについても，京都市が五月雨式に開始条件や指摘事項を提出し

てきたことから，都度修正とレビューを繰り返すこととなった。プレパ

イロットテストについても同様である。 

 このような，前工程が完了して，かつ，レビューが終了しないと次工

程へ進ませないという京都市の工程管理により大きな待ちが生じ，受託

事業者のアウトソーシング業者やオフショアの人員配置の予定を無駄に

費やす結果となった。 

 

 遅延原因の解消に向けて行った対応 イ

 かかる状態を解消すべく，受託事業者は，本プロジェクトの遂行に際

して，京都市に対し，マイグレーション開発のプロセスを説明し，ウォ

ーターフォール型の作業の進め方の見直しを指摘してきた。平成２８年

８月１２日付「京都市様プロジェクト課題への対応」はその一例である。

しかし，京都市は，受託事業者のかかる要求を受け入れなかった。 

 

 作業品質の遅延への影響 ウ

 本プロジェクトの初期段階の記録中に作業品質が問題とされていると

いう指摘があるものの，品質問題が遅延に直結している旨の確認事項は

記録にもなく，また，現在，テストデータによる検証不足を除き，受託

事業者の作業に関して遅延に直結する品質問題があるとの指摘もない。 

 

 パイロットテストにおける試験内容 エ

 パイロットテストは比較検証テスト前に影響範囲の大きな問題点を洗

い出すための工程であるから，このテストで発生している不具合は，そ

の性質上，想定内のものである。現に，パイロットテストへの着手は遅

れたものの，テスト作業自体は想定した期間で完了しており，パイロッ

トテストで不具合が発生したことそれ自体は，パイロットテストの遅延

原因ではない。 

 

 ヒアリング等から認められる京都市の認識 (5)

 京都市へのヒアリング等によって認められる京都市の認識は以下のとお

りであり，プレパイロットテスト及びパイロットテストの遅延原因を，受

託事業者の作業品質やコミュニケーション能力の不十分さに求めている。 

 遅延原因に関する認識 ア

 受託事業者の作業品質 (ｱ)

 京都市からの受託事業者に対する作業計画・内容の指摘自体は，プ

レパイロットテスト及びパイロットテストの工期の遅延原因ではない。 
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 むしろ，直接の遅延原因は，受託事業者側のデータ移行チーム・マ

イグレーションチーム，文字変換チーム及び運用検討チーム間の情報

共有の不足並びに比較検証テスト工程で用いるテスト計画書，テスト

手順書及びチェックリスト等成果品が低品質であったことにある。 

 また，受託事業者が用意した文字コード変換ツールの不具合，受託

事業者が検証用に自社で準備した外部ＡＣＯＳ環境のセットアップ等

で課題が発生したため，作業が遅れていた。このうち，文字変換につ

いては，京都市が対応を行ったが，文字コード変換ツールに関し，受

託事業者での設定ミスや確認漏れにより複数の不具合が発生したため，

そのデバッグ作業にも協力した。 

 

 コミュニケーション能力不足 (ｲ)

 さらに，遅延の副次的原因として，受託事業者からのマイグレーシ

ョン開発における品質管理・担保に関する説明不足があるほか，例え

ば，仕様書に明記している文字コードと異なる文字コードで開発する

ことを提案してきたが，変更の必要性やリスク等の説明を行わない等

のコミュニケーションの全般的な不備がある。 

 仕様書には，受託事業者が行うべき業務として「単体テスト」が記

載されている。これは，市民の個人情報を取扱い，かつ，業務に間違

いが許されないという京都市の自治体としての性質上，新システムの

品質を担保することを目的として含められているものである。 

 また，このような「単体テスト」の重要性に照らせば，京都市は，

受託事業者が行うべき「単体テスト」を「対象となるプログラムごと

に全ロジックを網羅するテストパターンを用意し，その想定された結

果が得られるかを確認するホワイトボックス的な手順を踏む」ものと

理解し，その過程の検証可能性を求めていた。この意味において，京

都市としては，単体テスト及びウォーターフォール型開発に固執して

いたわけではなく，その主眼は，あくまでも，本プロジェクトの品質

管理・担保にあった。 

 しかしながら，受託事業者は，京都市に対して，マイグレーション

開発においては「単体テスト」が不要であると説明をしたものの，そ

の実施及び品質担保について，京都市からの再三の求めにもかかわら

ず，京都市が理解できる回答を行わなかった。 

 具体的には，まず，平成２８年４月に，受託事業者から，京都市及

び工程管理支援事業者に対して，マイグレーション開発におけるテス

トの考え方について，最初の説明があった。その内容は，ツールによ

る変換部分はツール開発時に品質担保ができており，したがって，単

体テストは不要というものであった。この点，京都市から，受託事業

者に対して，単体テストで担保するべき品質（網羅性）の検証はどの

ように行われるのかを質問したものの回答はなかった。 
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 次に，平成２８年７月に，受託事業者から，京都市及び工程管理支

援事業者に対して，第２回目の説明があった。しかしながら，単体テ

ストに替わるものとして比較検証テスト（ＪＯＢ単位）があり，効率

性の観点から，単体テストを行わず，全てを比較検証テストで確認す

ると説明があったのみであり，品質担保の考え方について，京都市が

理解可能な説明はなかった。 

 そして，平成２８年１２月に入り，ようやく，先行導入事例等を紹

介し，変換ツール自体の単体テストを十分に行い，変換箇所を網羅す

るテストサイクルで品質を担保するという説明があり，京都市もその

考え方に一応の理解を示した。 

 

 遅延原因の解消に向けて行った対応 イ

 これらの品質やコミュニケーション能力に関する問題点については，

京都市からねばり強く改善要望を出しており，かつ，かかる問題を受託

事業者も認識していた。 

 例えば，受託事業者は，平成２８年６月１６日付「品質向上への取り

組みについて」において，「各種成果物に関して品質上の課題があり」と

し，作業品質が京都市側の想定する品質レベルに到達していない点を認

めるとともに，京都市と受託事業者との間の意識合わせ，課題管理表の

活用及び内部体制の強化をもって対応するとしている。また，同日の定

例会議においては，週２回個別打合せを行うことや，必要に応じて京都

市へ常駐することも改善要望への対応として受託事業者から提案された。 

 しかし，その後も状況に改善が見られなかったことから，京都市は，

受託事業者に対して，強い改善要望を出した。そうしたところ，受託事

業者から，京都市に対して，情報共有の不足，成果品の品質レベルが低

い等のプロジェクト課題に対する現状認識の内容とその課題解決に向け

ての対策を記載した平成２８年８月１２日付「京都市様プロジェクト課

題への対応」が提出された。 

 平成２８年８月１８日の定例進捗会議の場でも同日付「８月１２日定

例進捗会議での検討事項について」の提示を受け，平成２８年８月１２

日付文書に記載された具体的な対応事項の着実な実施についての報告が

あった。 

 また，平成２８年８月２５日に，パイロットテストは若干遅れがある

ものの，来週にテスト結果の報告ができる状況であるが，９月からの比

較検証テスト開始には影響は出ない見込みである旨，受託事業者から報

告を受け，平成２８年９月８日には，工程管理支援事業者の体制面の強

化状況についての問いに対し，受託事業者から「体制の強化は行ってい

る。」と回答を受けていた。また，平成２８年９月１５日には，文字コー

ド変換，マスキング作業について，体制強化により対応する等の報告を

受けていた。 

 その後，平成２８年９月２９日に，受託事業者から「京都市様システ

ム刷新プロジェクトの現状に関する弊社見解とお願いについて」が提示

されるまで，京都市側では，前述の対応が図られていると認識していた。 
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 ヒアリング等から認められる工程管理支援事業者の認識 (6)

 工程管理支援事業者へのヒアリング等によって認められる工程管理支援

事業者の認識は以下のとおりであり，プレパイロットテスト及びパイロッ

トテストの遅延原因を，作業工数の不足にあると考えている。 

 遅延原因 ア

 工程管理支援事業者は，本プロジェクトの遅延の根本的な原因は，作

業工数の不足にあったと考えている。具体的には，受託事業者は限られ

た要員を，工程管理支援事業者が指摘した課題に対して適切に配置する

ことができておらず，かつ，不足の人員が追加投入されなかった。 

 このような状況を解消するためには，スケジュールの見直しと追加措

置（現行保守側の支援体制の強化）を図る必要があったと認識している。

しかし，工程管理支援事業者には，予算権限などがなく，遅延対策とし

てできることはかなり制限されていた。また，スケジュール見直しや追

加措置に関しての権限が，特定の職員や組織に委譲されていなかったた

め，工程管理支援事業者に実施可能な対応が，開発業者に課題を伝え，

その対策を求めることに制限されており，十分な対策を採ることはでき

なかった。 

 

 遅延原因の解消に向けて行った対応 イ

 工程管理支援事業者は，プレパイロットテストの実施結果と作業遅延

については，平成２８年５月末時点でリスクと認識しており，後続する

パイロットテスト・比較検証テストについて遅延リスクが発生している

ことを，将来の懸念として京都市へ報告していた。また，データ移行に

関する遅延についても，工程管理支援事業者は，京都市に対し，平成２

８年４月より，遅延状況と将来の懸念を報告していた。 

 これらの遅延リスクは，平成２８年６月には顕在化していた。そのた

め，工程管理支援事業者は，受託事業者に対して，品質課題の指摘，遅

延による影響範囲の特定並びに品質改善策及び遅延対策の提示について，

申入れを行っている。 

 加えて，工程管理支援事業者は，平成２８年７月末時点では，受託事

業者の開発要員における高負荷が継続していたことから，遅延回復が望

めないだけでなく，作業品質の維持が難しくなることを指摘していた。

もっとも，品質課題がかなり深刻であったことから，工程の簡略化など

の，作業工数を削減するような工夫は難しい状況であったと考えている。

このため，後続工程の横断テストなどを効率化する検討を工程管理支援

事業者にて行っていたが，受託事業者の作業遅延そのものを回復させる

ような工夫は措置できなかった。 

 京都市に対しては，リリース時期の延期による作業期間の確保を打診

していたものの，平成２８年８月段階でも，京都市からは，当初想定の

リリース時期を堅持すべきという強い方針が示されていたため，対応は

難しかった。スケジュール見直しと追加措置に関して強い権限を持った

当事者が必要であったといえる。 
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 また，工程管理支援事業者及び京都市から，受託事業者に対しては，

工程遅延を指摘し，対策を求めていたものの，受託事業者には，そのコ

ミュニケーション能力の不十分さもあって，その課題認識が共有されず，

適切な対策を講じることが難しくなっていた。受託事業者は，対策とし

て，管理体制強化とスケジュール変更を提案していた。管理体制の強化

は，実際の作業工数を挽回できるものではなかったため，工程管理支援

事業者から，受託事業者に対して，体制強化が十分ではないことを指摘

したものの，受託事業者からは，二次受け業者の作業管理が徹底できて

いなかったことが原因との回答であり，管理体制の強化のみで問題ない

との回答があった。 

 仮に，工程管理支援事業者にスケジュール見直しや追加措置に関する

権限がなくても，課題認識が即座に受託事業者に共有されていれば，よ

り，早い時点で双方が意思決定できた可能性は否定できず，遅延を解消

するためには，受託事業者側のコミュニケーション能力が必要であった

といえる。 

 

 ヒアリング等から認められるマイグレーション開発専門家の認識 (7)

 マイグレーション開発の専門家へのヒアリングによれば，マイグレーシ

ョン開発においては，単体テストによる品質評価を行わず，比較検証テス

トにおいて，開発されたシステムの品質評価を行うことが一般的であると

の見解が示された。 

 

 比較検証テストの遅延原因についての調査結果 ２

 本プロジェクトにおける位置付け及びスケジュールの遅延 (1)

 本プロジェクトでは，現行システムでの一括処理結果（出力データ及び

出力帳票）と新システムでの処理結果とを照合することにより，マイグレ

ーション開発の確からしさを検証する比較検証テストの実施を予定してい

た。 

 比較検証テストは，京都市の現行ＡＣＯＳではなく受託事業者が借りた

外部ＡＣＯＳ上に一括処理システムの動作環境を構築し実施することにつ

いて，京都市と受託事業者との間で合意されていた。 

 そのテスト工程として，平成２８年４月１日から平成２８年７月３１日

までの間を準備期間とし，平成２８年５月１日から平成２８年８月３１日

までの期間において準備のできたものから順次実施することが予定されて

いた。しかしながら，現実には，正式な作業開始は平成２８年１１月４日

までずれ込んだ。 

 

 関連資料の記載 (2)

 関連資料の記載から明らかとなる事実経緯は以下のとおりである。 

 比較検証テスト ア

年月日 具体的対応の内容 
平成２８年 ５月２６日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，比較

検証テスト計画書（ドラフト版）の記載観点について説明した。 
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年月日 具体的対応の内容 
平成２８年 ６月 ２日  受託事業者と京都市は，比較検証テスト計画書（ドラフト版）

への指摘事項及び修正内容を確認した。 

平成２８年 ６月１５日  受託事業者は，京都市に対して，京都市の指摘事項を反映した

比較検証テスト計画書（ドラフト版）の改訂版を提示した。 

平成２８年 ７月２１日  定例進捗会議において，京都市は，受託事業者に対して，平成

２８年８月４日からの比較検証テストの実施に先立ち，開始前提

条件であるプレパイロットテスト及びパイロットテスト完了を承

認できていないことから，作業予定の再検討を指示した。 

平成２８年 ７月２８日  定例進捗会議において，京都市は，受託事業者に対して，テス

ト開始条件の各種資料提示がないことを指摘したところ，受託事

業者は作業を進めていると回答した。 

平成２８年 ８月１２日 

 

 定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，比較

検証テストを平成２８年９月の第１週から行う予定とした資料を

提示した。 

 京都市は，受託事業者に対して，比較検証テストの実施に先立

ち，開始前提条件の解決を早期に行うことを申し入れた。 

平成２８年 ９月 ８日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，比較

検証テストを平成２８年９月１４日から行う予定の資料を提示し

た。 

 京都市は，受託事業者に対して，比較検証テストの実施に先立

ち，４点の懸念事項を伝え，開始前提条件の解決を早期に行うこ

とを申し入れた。 

平成２８年 ９月１５日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，「文

字コード変換，マスキング作業の課題と対応策」を提出し，比較

検証テストのためのテストデータ作成について，文字コード変

換，マスキング作業の遅れが発生しており，比較検証テストの実

施スケジュールに影響が出ていると報告した。 

平成２８年 ９月２９日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，マス

キング作業の遅れによりテストデータ作成の作業着手が遅れてい

るものの，平成２８年９月２０日から疎通確認を開始したと報告

した。 

平成２８年１０月 ６日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，コピ

ー句の問題より，文字コード変換，マスキング作業に遅延があ

り，データ移行，比較検証テスト工程に遅れが出ている。リスケ

等の対応が必要であると報告した。 

平成２８年１０月１３日  定例進捗会議において，京都市と受託事業者は，比較検証テス

トにおいては，平成２８年７月に抽出したＪＣＬソースのパラメ

ータ値を使用することで合意した。 

 また，京都市と受託事業者は，比較検証テストにおいては，文

字化けした状況で実施しても問題ないこと及び不明ファイルレイ

アウト情報（コピー句）への対応としてＦＩＬＬＥＲ句について

はＸタイプとしてマスキングを実施することで合意した。 

平成２８年１０月２７日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，京都

市から入手した日次及び週次のＪＣＬ起動パラメータをテスト実

施手順書へ反映するための確認作業や修正作業に，予想以上の時

聞を要し，スケジュールが遅延していると，報告した。 
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年月日 具体的対応の内容 
平成２８年１１月 ４日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，パイ

ロットテスト指摘事項最後の課題（ファイルの排他制御）が解決

したため，今週より正式に比較検証テスト工程を開始すると報告

した。 

平成２８年１２月 ８日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，比較

検証テスト実行チームの要員シフトを実施したため，作業者によ

る手順誤り・環境整備の障害が多発したと報告した。 

 

外部ＡＣＯＳ環境 イ 

年月日 具体的対応の内容 
平成２８年 ４月１４日  京都市は，受託事業者に対して，外部ＡＣＯＳ構築に必要と

なるライブラリ情報などを提供した。 

平成２８年 ４月２１日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，ラ

イブラリ情報などを受領したことにより，外部ＡＣＯＳ環境の

構築を実施していくと報告した。 

平成２８年 ４月２８日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，平

成２８年４月２２日から，外部ＡＣＯＳ環境の構築を実施して

いると報告した。 

平成２８年 ５月１２日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，外

部ＡＣＯＳ環境の構築が完了（０件データ走行実施済み）した

と報告した。 

平成２８年 ５月２６日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，プ

レパイロットテスト用のデータを用いて，現行ＡＣＯＳの結果

との比較作業を行っていると報告した。 

 京都市は，受託事業者に対して，外部ＡＣＯＳの品質確認を

行うため，現行ＡＣＯＳと外部ＡＣＯＳの出力結果が一致して

いることを明示した資料を提示するよう依頼した。 

平成２８年 ６月 ２日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対し，外部

ＡＣＯＳ環境構築の動作検証手順及び検証結果を報告した。 

 京都市は，受託事業者に対して，動作検証手順の内容につい

ては問題ないと回答した。検証結果については，プレパイロッ

トテストの結果のみではサンプルが少ないため判断できない

が，外部ＡＣＯＳを使用する方向で進めることを承認した。 

平成２８年 ６月３０日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，外

部ＡＣＯＳでＳＵＢＪＯＢの異常終了が発生しており，オプシ

ョン機能を追加購入する必要があると報告した。 

平成２８年 ７月２８日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，Ｓ

ＵＢＪＯＢ実行のためのオプション機能を購入し，平成２８年

８月１日よりテストを実施すると報告した。 

平成２８年 ９月 ８日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，パ

イロットテストにおける検証結果の不一致が解決したことによ

る検証完了を報告するとともに，外部ＡＣＯＳ検証結果報告書

を提示した。京都市は，同報告書の内容について，数点指摘し

た。 

平成２８年 ９月１５日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，外

部ＡＣＯＳ検証テスト報告書について，指摘事項対応後に再提

出予定であると報告した。 
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年月日 具体的対応の内容 
平成２８年 ９月２３日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，外

部ＡＣＯＳ検証テスト報告書を再度提示した。 

 京都市は，比較検証テストの現行システム側テスト実施マシ

ンとして外部ＡＣＯＳを使用することを承認した。   

平成２８年１２月１５日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，入

力ファイル０件で実行する処理がある等の問題により，比較検

証テストの進捗が悪いため，外部ＡＣＯＳで実施するだけな

く，現行ＡＣＯＳのデータを利用する案等を含めた相談をした

いと申し出た。 

 

 ヒアリング等から認められる受託事業者の認識 (3)

 受託事業者へのヒアリング等によって認められる受託事業者の認識は以

下のとおりであって，スコープ外の作業の実施及びテストデータの準備に

関する京都市の不協力が，本件基本情報の欠落の把握を遅らせ，本プロジ

ェクトの比較検証テストの実施の遅れの原因となったというものである。 

 比較検証テストにおける役割分担（不必要な作業の実施による作業遅ア

延） 

 比較検証テストにはファイルレイアウト（コピー句）及びＪＣＬ起動

パラメータ等の基本情報（以下「本件基本情報」という。）が必要である。 

 しかし，本件基本情報のような顧客固有の資産の中身は顧客担当者か

現行システム保守・運用を任された業者担当がドキュメント等に整理し，

常に参照可能なものとしておくことが基幹業務システムを継続的，安定

的に運用する基本であり，マイグレーションにとって重要な顧客資産の

基本情報は京都市側として当然提供できなくてはならないものである。

また，データのマスキング作業も本番データへのアクセスが必要になる

ことから，情報セキュリティの面からも京都市が対応する前提の作業で

ある。 

 実際，プレパイロット及びパイロットテストにおいて，京都市は，デ

ータ取得，文字コード変換，ＪＣＬ起動パラメータの提示及びマスキン

グ等の作業を実施している。 

 しかしながら，比較検証テストの段階では，京都市は，受託事業者に

対して，これらの作業を実施するように指示をした。そのため，受託事

業者は，スコープ外であるにもかかわらず，対応することを余儀なくさ

れ，その結果，ファイルレイアウト（コピー句）調査（逆変換の検討，

テスト等も含む），ＪＣＬ起動パラメータのヒアリング及び比較検証テス

ト実施前の疎通テストなどの追加作業が発生し，約６０人月の工数を追

加せざるをえない状況となった。 
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テストデータの準備（京都市の不協力） イ 

 比較検証テストを，受託事業者が準備した外部ＡＣＯＳ環境で実施す

る場合，テストデータとしては現行ＡＣＯＳ環境からのデータ（以下

「本番データ」という。）取得が必要である。また，マスキング作業につ

いても本番データへのアクセスが必要になることから，情報セキュリテ

ィの面からも京都市が対応する前提の作業である。しかしながら，以下

のとおり，受託事業者は，京都市からの協力を得ることができなかった。 

① パイロットテストのデータ準備で発生した課題について京都市か

ら問題提起や解決策の提示がなかった。 

② 比較検証テストにおけるテストデータについて，工数がかかるこ

とを理由に本番データの取得を断られた。また，比較検証テスト

開始時のテストデータに関してすら，ファイルレイアウト（コピ

ー句）の提供が完了していなかった。 

③ 本番データを用いることができない中で，マスキング作業につい

てすら，京都市による作業対応を断られた。 

 このような本番データを得ることができない状況において，データ移

行のリハーサルで入手したデータ（本番環境から取得した平成２８年８

月時点のデータ）を用いて，受託事業者が準備した外部ＡＣＯＳ環境で

一括処理を再現し，マッチング用の入出力データを作成することとなっ

た。そのため，受託事業者はＡＣＯＳ環境が一台という資源が限られた

中で，使用状況の少ない夜間に現場でマスキングデータの作成を行い，

テストデータを得るという作業を行わなければならなくなった。 

 加えて，平成２８年８月の一時点のデータだけでは一括処理のテスト

データを作成できず，パラメータの不整合による異常終了が多発した。

また，京都市から，受託事業者に対して，京都市独自マクロが外部ＡＣ

ＯＳ環境用に提供されなかったことから，受託事業者は，外部ＡＣＯＳ

環境で一括処理を再現することができなかった。 

 このような状況は，本番データを用いて比較検証テストを進めるとい

う方針を合意するまで継続し，比較検証テスト実施の遅延原因となった。 

 

 本件基本情報の欠落の認識 ウ

 以上の状況において，受託事業者は，不十分ながらも予定されていた

当面のテスト実施を可能とする状況にしたものの，スコープ外の作業対

応を行った結果として，比較検証テストで必要となる本件基本情報が欠

落しているとの認識を得るまでに時間を要した。 

 プロジェクト開始当初及び計画時点では，マイグレーション開発に必

要な現行システムの情報（本件基本情報）について改めて調査が必要で

あることが予見できなかったため，当該情報が必要となる時点まで確認

していなかった。また，プレパイロットテスト等で一部のファイルレイ

アウト（コピー句）が不明である事実が発覚したが，当時のテスト対象

となるべきファイル数は少なく，一括処理システム全体に及ぶ京都市の

基本情報に係る資料不足という課題を認識できていなかった。 
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 第４部・第４・２・(4)・ウ・(ｳ)で述べる２月提供資料については，

受託事業者で確認をしたものの，パラメータ仕様をまとめたものはごく

一部しか存在せず，各ドキュメントについても実際のファイルやソース

プログラムとの関連付けが明記されていなかったことから，ソースプロ

グラムの追跡調査が必要であった。そのため，これらの資料の再整理や

不足情報の補完には更なる工数がかかり，また，京都市からも正確性の

確認が迅速になされない状況にあったことから，受託事業者単体では，

本件基本情報を得ることは不可能という状況にあった。 

 そもそも，受託事業者は，短納期のリスクを踏まえ，早く実機により

テストを行い，課題，リスクの洗い出しを行うことを希望していたもの

の，京都市よりテスト開始条件が毎回追加され，それを完了しないとテ

スト用データを提供しないとの方針が示された。 

 仮に，早い段階で実機によるテストを行うことができていれば，本件

基本情報の大幅な資料不足等（なお，受託事業者は，平成２６年度以前

の発注又は現行保守管理業者の協力により京都市が把握していると信頼

していた。），京都市がマイグレーション及びデータ移行を進めるうえで

抱えていた技術的な課題をより早く顕在化できたはずである。 

 直近の状況として，平成２９年１月の京都市との役割分担により，現

在では，京都市側が，ファイルレイアウト（コピー句）情報を提供する

こととなっており，平成２９年５月初旬において，概ね全量のファイル

レイアウト（コピー句）が提供されるに至った。仮に，最初からこのよ

うな方法を採用することができれば，スケジュールの遅延は回避できた

と考える）。 

 

 平成２８年１２月以降の作業中断 エ

 京都市から平成２８年度第二期の支払を差し止める旨の発言があり，

受託事業者として体制維持の目途が立たず平成２８年１２月２２日より

翌平成２９年１月中旬まで作業を中断した。なお，支払方針の変更に対

応するため，再発注先の作業再開の調整にも時間を要している状況にあ

る。 

 

 ヒアリング等から認められる京都市の認識 (4)

 京都市へのヒアリング等によって認められる京都市の認識は，以下のと

おり，比較検証テストにおけるコード変換，ファイルレイアウト（コピー

句）の調査，ＪＣＬ起動パラメータ設定及びマスキング作業並びにテスト

データの準備のそれぞれの業務は，受託事業者の作業であって，その実施

の遅延が，そのまま比較検証テストの遅延につながったというものである。

また，本件基本情報については，第４部・第４・２・(4)・ウ・(ｳ)で述べ

る２月提供資料等を基に容易に調査可能であり，また，受託事業者で十分

に調査しても不明な分については京都市が調査して適宜提供していたため，

そもそも遅延原因として当該情報の不足を論じることにはならないとの認

識を示している。 
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 比較検証テストにおける役割分担 ア

 京都市は，パイロットテストにおいては，受託事業者が選定した本番

データを現行ＡＣＯＳ環境から抽出する作業，テスト実施の前提となる

コード変換，ファイルレイアウト（コピー句）の調査，ＪＣＬ起動パラ

メータ提示及びマスキング作業のそれぞれを実施しているが，これは本

来受託事業者が行うべき作業であった。 

 京都市は，パイロットテストを，後続において大量処理を行う比較検

証テストを実施する前段のテストであり，テスト実施手順の確立や技術

面での課題を洗い出し，成果物の形式を定める重要な工程と認識してい

たものの，受託事業者が用意した文字コード変換ツールの不具合，受託

事業者が検証用に自社で準備した外部ＡＣＯＳ環境のセットアップ等で

問題が発生したため，作業が遅れていた。 

 そこで作業進捗を図る意味と，早期に手順を確立することを目的に，

本来受託事業者側が行う作業とは十分認識しつつも，受託事業者と合意

のうえで，京都市職員が全面的な協力を行った。 

 他方，比較検証テストでは，その実施の前提となるコード変換，ファ

イルレイアウト（コピー句）の調査，ＪＣＬ起動パラメータ提示及びマ

スキング作業等は，当初の予定どおり受託事業者側の作業であると合意

のうえで分担した。その結果，京都市が求められていたのは，受託事業

者が指定した平成２８年８月時点での現行ＡＣＯＳ環境からのテストデ

ータの抽出作業のみである。 

 これらの役割分担は受託事業者が作成し，定例進捗会議で確認した平

成２８年１０月４日付比較検証テスト計画書（１．１版）に明記されて

おり，それに基づいて業務が実施されている。 

 また，現場担当者（受託事業者の現場リーダー及び担当者並びに京都

市担当職員）においても役割認識に齟齬はなかったものと考えており，

「意識の違い」もなく，様々な点で擦り合わせも行われていた。 

 そのため，これら作業は受託事業者において行うことが予定されてい

たのであり，それらの実施を理由として比較検証テストの実施が遅れた

のであれば，その原因は受託事業者の作業遅滞にある。 

 

 テストデータの準備 イ

 テストデータは，単体テスト・結合テストにおけるテストデータの作

成や実行結果抽出等についての作業は「バッチ開発入札参加事業者から

の質問に対する回答（平成２７年１２月１７日作成）」の「Ｎｏ．２

８」，「Ｎｏ．３０」で記載しているとおり，受託者にて行う作業であ

る。 
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 また，調達時に仕様書として提示していた環境方針書の「２ 環境方

針 (3) 制約事項 ア 各環境で扱えるデータ」において，「本番デー

タについては，本番環境及び検証環境でのみ利用を認める。本番データ

を扱う場合には，本市が指定する作業場所・作業手順を遵守すること。

統合開発環境で本番データを扱うことを禁じる。ただし，個人情報をマ

スクしたデータは利用できる。マスキングデータの作成については，本

市と協議すること。」としており，個人情報を取扱うことのできる環境

（検証環境，本番環境）以外の環境での本番データの取扱いを禁じると

ともに，個人情報をマスキングした場合は利用できることとしていた。

そのため，本市が許可していない環境（事業者の開発環境等）でマスキ

ングをせずに本番データを利用することは認められていないことは受託

事業者は当然理解していたと考える。 

 

 本件基本情報 ウ

 本件基本情報の位置付けに関する認識 (ｱ)

 京都市の職員は，テストの実装については会社それぞれのノウハウ

があるため，当初はどのような情報が必要となるのかについては，明

確に認識できていなかったものの，受託事業者からの求めに速やかに

応じる形で理解を進めており，遅くとも平成２８年９月１日の時点で

は，比較検証テストにおいてファイルレイアウト（コピー句）とＪＣ

Ｌ起動パラメータの情報が重要かつ必須であることを十分に認識して

いた。 

 

 現行システムにおける管理体制 (ｲ)

 京都市の，大型汎用コンピュータ上で稼働している基幹系情報シス

テムは，それぞれの業務システムごとに，業務所管課と情報共有しな

がら日々のシステム運用を行い，かつ運用上必要な情報を管理してい

る。 

 そして，ファイルレイアウト（コピー句）の情報は，全システムを

一覧形式等でまとまって提供できる状態のものではないものの，各業

務で管理している。重要なマスタファイルは概ね一覧表等があり，特

に資料化していない中間ファイル等については，必要に応じ処理フロ

ー図やプログラム仕様書等の各種ドキュメントや，プログラムソース

等から容易にレイアウト情報を調査し取得することができる。 

 他方，ＪＣＬ起動パラメータも，業務システムごとに管理運用する

こととしている。例えば，現行システムでは，電算処理実行前には，

ＪＣＬ起動パラメータの修正及び複数人で回付したダブルチェックの

実施内容を所属長が事前承認することとしており，電算処理後の実行

結果としての処理件数の転記や処理後のＪＣＬ起動パラメータの再確

認，出力帳票の全数確認についても所属長の承認事項としている。こ

のような作業を行う際に必要な書類については，統一した形式ではな

いものの，各業務で漏れなく管理しており，いつでも情報を提供する

ことができる。 
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 平成２８年２月の資料提供 (ｳ)

 京都市から，受託事業者に対しては，平成２８年２月１８日に，現

行システム関連の資料として，各種設計運用ドキュメントに加えて，

上記の処理フロー図やプログラム仕様書等の各種ドキュメント及びプ

ログラムソース等（以下，これら資料を併せて「２月提供資料」とい

う。）を提供している。 

 この中で，例えば，ファイルレイアウト（コピー句）情報について

はオンラインファイル，バッチファイルともにＰＤＦ化された状態で，

業務ごとのフォルダに格納されている。また，ジョブフローがあれば

入出力ファイルの関係が一目でわかり，プログラム仕様で確認すれば

入出力ファイルレイアウト（コピー句）が同型であるとわかるものが

数多くある。 

 また，京都市が現行システムで利用している大型汎用コンピュータ

では，業務システムごとに情報システムを保守運用していることから，

ファイルレイアウト（コピー句）情報について，京都市は，受託事業

者のファイルレイアウト（コピー句）調査作業の初期段階から，同社

の調査結果で誤っている箇所を指摘する等，必要な協力を行っていた。 

 そのため，本件基本情報の欠落が遅延原因とは成り得ない。 

 

 ヒアリング等から認められる工程管理支援事業者の認識 (5)

 当事者間において，課題認識が適切に共有できなかったことは，工期遅

延に影響した。特に，工期遅延の対策として，早期に，データ連携や文字

コード変換，外部ＡＣＯＳ環境の準備作業，オフショアによる変換作業，

マスクデータ準備作業，不明ファイルレイアウト（コピー句）の分析作業

及びこれらの障害や対策等の技術課題について，議論を行うべきであった。 

 しかしながら，京都市と受託事業者の主張は平行していた。特に，受託

事業者の要望（提案）が仕様書での想定と異なっていたため，京都市側で

の調整に時間を要することになったと考えている。 

 なお，提示された品質の考え方などについて受託事業者の説明が不十分

であったことから，京都市としては各種の承認を短期に行うことが難しい

状況になってしまったと考える。 

 

 個別の役割分担に関する当事者の認識についての調査結果 ３

 プロジェクト・マネジメント (1)

 仕様書の記載 ア

 業務の完遂（仕様書６頁） (ｱ)

 受託者は，期限内に本書に定める要求を満たすシステムを完成し，納品する

責任を負うこと。 
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 対象規模（仕様書８，９頁）  (ｲ)

 対象となるシステムの規模の概数を以下に示す。 

 なお，当該数値は，「６ 開発作業 ⑵ 資産棚卸し」の作業の結果，変動

する可能性がある。 

 

 

 プロジェクト管理作業（仕様書１７頁） (ｳ)

 プロジェクト管理作業では，プロジェクト管理を行う。 

 受託者は，本調達業務の遂行を計画して実施する中で，進捗や品質を把握

し，本市に対し，本調達業務の状況を可視化するとともに，現状の課題や問題

点，今後の見通しを報告すること。  

 また，本調達業務の作業状況に応じて必要な施策を実施すること。 

⑴ 作業内容 

ア プロジェクト運営準備 

 プロジェクトを進めるうえで必要となる体制と運営方法を業務実施計

画書として取りまとめ，キックオフミーティングの前に本市の承認を得

ること。 

 

イ プロジェクト管理 

 本調達業務の実施に当たっては，次期システム全体に対する影響を常

に意識する必要があり，受託者と本市間で，密にプロジェクトの状況を

共有しながら遂行する必要がある。従って，プロジェクト状況を共有す

るための進捗会議を定期的に実施すること。 

 また，進捗管理，課題管理，品質管理，リスク管理等の本調達業務に

係る管理を，本市が承認済みの業務実施計画書に従い，行うこと。 

 さらに，本業務では，複数のオンライン事業者とテストや移行等で調

整を行う必要があることから，受託者においては，オンライン事業者と

の調整を主導的に行い，全体の進捗の調整を行う役割を担うこと。 
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 プロジェクトマネージャ（仕様書４８頁） (ｴ)

ａ 役割 

 本業務の計画及び遂行に総合的な責任を負う。 

 本業務の全般に関わる事項についての本市との一元的な窓口とする。 

ｂ 条件 

 本業務に専任で担当すること。 

 本業務内での他の役職との兼任は不可とする。 

 過去に，大規模システムのコンバージョン作業について，プロジェクトマ

ネージャーとして従事した経験を有していること。 

 プロジェクトマネジメント協会（PMI）が認定する PMP（Project 

Management Professional）又は「情報処理の促進に関する法律」に基づき

実施される情報処理技術者のプロジェクトマネージャ，システム監査技術

者，IT ストラテジスト，システムアナリストのいずれかの資格を有している

こと。 

 本業務の開始から契約終了時まで，原則として担当変更をしないこと。 

 問題等の発生を未然に防ぐ手立て等を提案する能力を有すること。 

 

 提示予定資料（仕様書５５頁）  (ｵ)

(ｲ) 前工程（平成２６年度）成果物サンプル等 

 

 

 プロジェクト・マネジメント義務 イ

 ヒアリング等から認められる受託事業者の認識 (ｱ)

 仕様書には，納期に間に合わせることがプロジェクトマネージャの

義務と書かれていない。プロジェクト・マネジメント義務を納期に間

に合わせる全責任であるかのような捉え方は誤りであり，受託事業者

が，結果責任を負うものではない。 

 

 ヒアリング等から認められる京都市の認識 (ｲ)

 仕様書は，受託事業者のプロジェクト管理作業（仕様書１７頁）を

明記し，また，「１６ プロジェクト管理要件」「イ 受託者側の体

制（役割と条件）」中に「なお，全体的な要員の人数は指定しないが，

納期に遅れが生じないように十分な体制を構築し，作業にあたるこ

と。」（仕様書４７頁）と記載されているとおり，納期遵守も受託者

のプロジェクト管理の責務としている。また，プロジェクトマネージ

ャ等についても具体的要件（仕様書４８頁）を定めている。 
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 受託事業者は，現行システムのマイグレーションにより，福祉系シ

ステム及び税・住基システムを当初想定スケジュールどおりに本番稼

動させるべく，現行システムに対して必要な調査・分析を行い完成に

向けたプロジェクト・マネジメントを行う義務を負う。また，遅延を

最小限に止めるためのプロジェクト・マネジメントの一環として実現

可能な計画を京都市に提示する義務がある。 

 

 スケジュール計画 ウ

 ヒアリング等から認められる受託事業者の認識 (ｱ)

 受託事業者は，他のプロジェクトの進捗も含めた全体像の把握はで

きない立場での業務遂行の形で本プロジェクトに携わっていた。 

 移行計画段階で本プロジェクトのリスク判断を適正に行うには，前

工程の成果物も含め，全ての資料提供が必要である。しかしながら，

受託事業者が受注した一括処理システムの開発業務の範囲においても，

受託事業者が資料要請をする度に，それに応じた情報提供が断片的に

あるだけであった。そのため，受託事業者は，京都市から提供された

ソースプログラム等の資料を基にマイグレーション作業を開始してい

た。本プロジェクト開始当初及び計画時点では，マイグレーション開

発に必要な現行システムの情報について改めて調査が必要であること

が予見できなかったため，当該情報が必要となる時点まで確認してい

なかった。 

 受託事業者は，比較検証テスト段階で，本件基本情報のほとんどに

欠落があることを知らされ，本プロジェクトのリスクを把握したもの

である。 

 

 ヒアリング等から認められる京都市の認識 (ｲ)

 京都市は，入札時提示資料として，京都市が平成２６年に委託した

「現行システム分析」（以下「平成２６年度システム分析」という。）

の成果物サンプルとしての「現行システム分析資料」を提示していた

（仕様書５５頁）。 

 さらに，仕様書において，システムの規模の概数としてプログラム

数，プログラムステップ数，ＪＣＬ本数，パッチ帳票数，ＶＳＡＭフ

ァイル数等が明示されており（仕様書８及び９頁），これは，受託事

業者が専門家として必要な作業量を想定するためのものである。また，

受託事業者が最初に実施すべき資産棚卸の結果，これら数字が変動す

る可能性があることも明記されているが（仕様書８頁），これは，現

行システムの資料が必ずしも完全ではない可能性を前提に，契約後直

ちに，受託事業者が，現行システムの棚卸として調査・分析を行うこ

とが想定されているからである。 
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 仮に現行システムの関連資料に不完全な部分が存在したとしても，

それはシステム開発業者であれば当然に想定すべきものであり，受託

事業者は，専門家として，前記のとおり契約後直ちになすべき現行シ

ステムの調査・分析により，不明点については追跡探求の要否も含め

確認・検討して解消し，そのうえで，期限内の本番稼働に向けたプロ

ジェクト・マネジメントを行うことこそが求められているのである。 

 

 プロジェクト管理業務の実施 エ

 仕様書の記載 (ｱ)

a 全体テスト計画（仕様書２０頁） 

 設計工程以降に実施する「単体テスト，結合テスト，総合テスト，システム

テスト」について，目的，開始／終了条件，環境，全体スケジュール，体制，

テストデータ，テスト方式，管理方針等を取りまとめること。 

 

b テストに係る補足事項（仕様書２２頁） 

ア 各テストについては，テスト仕様を作成し，テスト入力データの選択・抽

出，結果確認用データの選択・抽出を行うこと。 

イ 外部接続のテストについては，上記の作業のほか，必要とされる外部接続

先の調整等も実施すること。 

ウ 各工程のテストについては自動化，方式の効率化を意識し，実施するこ

と。 

エ テスト進捗については情報の自動収集，及び品質管理情報も収集を行い，

進捗会議で報告を実施すること。 

 

 ヒアリング等から認められる受託事業者の認識 (ｲ)

 受託事業者は，仕様書に書かれたプロジェクト管理作業は実施して

きた。受託事業者は，担当業務に関して，「前工程の成果物」の欠如，

これに代替し得る保守管理資料の欠缺の事実を認識し，スケジュール

に沿って進行できない技術的な弊害を発見して以降，直ちに京都市に

対し，その解決が必須であること，及びその解決の方策を報告し，プ

ロジェクト完遂に向けて，遅延原因の解決，今後のプロジェクト推進

の見直しについての協議の実施を再三申し入れてきた。 

 具体的な管理には，ＷＢＳ（Ｗｏｒｋ Ｂｒｅａｋｄｏｗｎ Ｓｔ

ｒｕｃｔｕｒｅ）を用いており，ＷＢＳの最下層（ワークパッケージ）

の完了数を進捗の指標としていた。受託事業者が，管理し報告に用い

ていたＷＢＳは，同社が主体となって実施する作業のみ定義している。

京都市や工程管理支援事業者，技術支援事業者が主体となる作業の管

理は，受託事業者は実施しておらず，京都市側でどのように管理して

いたかも進捗会議では報告されていなかった。 
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 追加作業に関しては，受託事業者の作業範囲として想定していた作

業に関する手戻りや外部ＡＣＯＳ環境準備のように受託事業者が主体

となって進めるべき作業は，ＷＢＳに追加して管理していた（例えば，

プロジェクト状況報告書＿２０１６０３１０．ｄｏｃの『不足資産の

受領後に実施する差分取込み作業として不足資産受領後の追加設計

（ＷＢＳ Ｎｏ．４－３－１－１１）を追加。』との記載）。 

 他方で，マスキング作業や，ファイルレイアウト（コピー句）調査

など，本来京都市側作業だが受託事業者の支援を求められた作業は，

週次の進捗会議時に週次進捗会議の添付資料として，実際の作業内容，

成果物の状況を報告していたものの，ＷＢＳによる管理には含めてい

ない。 

 

 ヒアリング等から認められる京都市の認識 (ｳ)

 受託事業者は，課題解決に対する理解，状況把握，解決に向けての

努力レベルにおいて結果を伴っておらず，かつ問題を先送りする傾向

があった。平成２８年８月１２日付「京都市様プロジェクト課題への

対応」等からも明らかであるとおり，京都市からの指摘により，一定

程度の改善が見られたものの，根本的な解決には到らなかった。 

 その結果，工期短縮を行うために①パイロットテストの仮承認，②

比較検証テストをデータコンディションに合った本来のパラメータを

用いず，データ移行時のパラメータを用いて実行し，処理結果で問題

があれば個別対応するというテスト方法の提案（ただし結論としては

採用されなかった。）など，京都市から妥協案を提示することを余儀

なくされる状況が続いた。 

 また，受託事業者には，プロジェクト当初から計画どおり進めると

いう姿勢が見られなかった。そのため，京都市は稼働遅延を防止する

ため，以下のような積極的な協力を行ってきた。 

① 各テストで使用するテスト仕様書は，仕様書２２頁「（７）テス

トに係る補足事項」に記載のとおり，受託事業者で作成・提案

するものである。当初は受託事業者から提案があり，それに対

してレビューを繰返し行ってきたものの，改善が見られなかっ

た。これ以上は全体の工程に影響を与える状況であったため，

京都市からテスト仕様書案を提示し，それをベースに受託事業

者側で作成することで工期遅延を回避してきた。 

② 各テストの開始条件は，仕様書２０頁「カ 全体テスト計画」

で受託事業者が取りまとめることが規定されている。受託事業

者側は課題の現状把握を主体的に行わず，実効性のない計画が

提示され，両者で認識齟齬が起こることが明らかであったため，

京都市から開始条件案を提示し，それをベースに受託事業者側

で進捗状況を把握・報告してもらう形とした。 
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③ テスト結果の納品物一覧について，受託事業者から提示された

ものではチェック内容の確認や責任ある作業品質の担保等を把

握できるものではなかった。そのため，京都市から一覧リスト

の詳細化を提案した。以後は，それを基に，納品物の管理を行

うようにした。 

④ 単体テスト・結合テストにおけるテストデータの作成や実行結

果抽出等についての作業は受託事業者にて行う作業であるもの

の，受託事業者がテスト環境構築に時間を要したため，稼働遅

延を防ぐため，プレパイロットテスト及びパイロットテストに

おいては，京都市でテストデータ作成，テスト実行，テスト結

果及び文字コード変換するためのコピー句提供まで行うという

形で全面的に協力した。また，その際には文字コード変換作業

も京都市で行ったが，受託事業者提供の文字コード変換ツール

において，受託事業者での設定ミスや確認漏れにより複数の不

具合が発生したため，そのデバッグ作業にも協力した。 

⑤ 不明なファイルレイアウト（コピー句）の調査に関しては，受

託事業者側での調査が行き詰まった段階で，その作業ブロック

の残数（約１７００件のうち約３００件）を引き取り京都市側

で調査し，調査結果の提供と合わせて調査方法に関するアドバ

イスも行うという形で協力した。 

 ＷＢＳによるプロジェクト管理については，開発初期の半年間，十

分には機能しておらず，「ＷＢＳの最下層（ワークパッケージ）の完

了数を進捗の指標」としながらも，遅延（リカバリ可能）と報告を続

けている。 

 さらに，マスキング作業や，ファイルレイアウト（コピー句）調査

など，本来京都市側作業だが受託事業者の支援を求められたと受託事

業者が主張する作業についてＷＢＳで管理をしていなかったとすれば，

これは，契約上のプロジェクト管理業務（プロジェクトを成功裏に完

了させることを目指して行われる活動を構成する各活動の計画作成及

び進捗管理）を放棄したことになる。 

 受託事業者がスコープ外と主張している追加作業については，京都

市にこれを知らせ，早期にその認識を共有するべきであったが，週次

進捗会議の添付資料には，受託事業者がこれを追加作業として認識し

ていた旨の記載はなく，その記載内容に照らしても，そのような認識

を読み取ることは困難である（例えば，平成２８年９月１日から平成

２８年１０月１３日までの７通のプロジェクト報告書においては，受

託事業者がスコープ外と認識しているマスキング作業の進捗状況が，

受託事業者においてスコープ内と認識している「文字コード変換」と

同じ表を使って報告されている。）。 

 実際，平成２８年９月２９日付「京都市様システム刷新プロジェク

トの現状に関する弊社見解とお願いについて」が提出されるまで，京

都市は，受託事業者からスコープ外との説明を受けたことはない。 
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 プロジェクトの人的管理体制 オ

 ヒアリング等から認められる受託事業者の認識 (ｱ)

 受託事業者は，現行システムを運用・保守している京都市側が，京

都市の現行システム（ＡＣＯＳ汎用機）について現状（業務仕様や運

用・保守実績）に基づき判断できる人材を配置するものと認識してい

た。受託事業者が，京都市の現行システムを熟知しているはずもなく，

それを補完するための技術支援や現行システム保守に関する情報は京

都市が提供する必要がある。 

 しかしながら，京都市の体制上，該当する人材が本プロジェクトに

専任で配置されることはなく，また，受託事業者が資料提供を要請し

たものの，京都市から資料がないとの回答を得たのは，平成２８年９

月であった。 

 また，仕様書には，地方公共団体の業務の理解が必須という記載は

なく，そもそも，京都市との間で長年業務に携わってきた業者が，オ

ンライン開発事業者，工程管理支援事業者及び技術支援事業者として

参画していることを前提に受託事業者は入札しているのであるから，

地方公共団体の業務の内容を受託事業者が認識する必要は特になく，

京都市の特殊性は当該業者より説明を受けるべき事項である。 

 もっとも，受託事業者は，地方公共団体のデータ移行，運用設計，

帳票設計等の経験者をプロジェクト開始時から配置している。また，

途中より地方公共団体の福祉系のアプリ開発経験者を２名参画させて

いる。 

 加えて，受託事業者は，平成２８年８月１２日付「京都市様プロジ

ェクト課題への対応」において，工程管理支援事業者の役割について

も，統括としての役割，ステークホルダー調整の強化，そして，大局

的な視点での全体調整を求めている。 

 具体的には，工程管理支援事業者は，京都市が主担当とならざるを

得ない問題は放置し，受託事業者の作業のみに焦点を当てた管理を行

っており，本プロジェクトを如何にしてスケジュールどおり完了する

かという大局的な視点がなかった。そのため，結果的にマイグレーシ

ョン開発を進行させるためにどのような技術的な前提が必要であるか

を検討することができず，また，受託事業者が作業に必要とする技術

的な環境を整えること（運用保守事業者への協力調整等含む）ができ

ていなかった。 

 受託事業者としては，本プロジェクトにおいて，自らが管理できな

い部門も含めた全体のスケジュール管理をなすべき者がいなかったと

いう認識である。 

 

 ヒアリング等から認められる京都市の認識 (ｲ)

 本プロジェクト遂行に当たり，長年にわたり現行システムを保守・

運用していた担当係長を専属で配置した。また，その支援のため，運

用保守事業者を含む，システムの専門知識を有する職員が必要に応じ

て協力する体制を確保し，対応してきた。 
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 テスト計画書や納品物等のレビューについても，受託事業者から求

められた事項について，大半は１週間以内に返答しており，対面によ

る打合せにおいても，方向性，質問等に対する方針や対処法の提示・

指示・回答もその場で行ってきたことから，習熟した人材を確保して

きた効果と考えている 

 

 平成２６年度システム分析及び「前工程の成果物」 (2)

 仕様書の記載 ア

 仕様書には，それぞれ以下の記載がある。 

 開発方針（仕様書２頁） (ｱ)

(ｱ) 受託者は，現行システムのプログラム，設計書等のほか，昨年度の成果物

を基に設計開発等を行う。 

(ｲ) 開発の手法は，本市が指定するものに則ること。 

 

 調達方針（仕様書２頁） (ｲ)

 本件は，オープン化の事業のうち，現行システムのプログラムと平成２６年

度に実施していた以下の委託業務の成果物を基に，本件が対象とする業務シス

テム（以下「本システム」という。）のバッチ処理プログラムを新環境に移行す

るとともに，運用や保守の作業設計や実施準備に加えて，バッチ処理プログラ

ム以外のプログラムも含めた全プログラムが現行システムで利用している全デ

ータについての移行プログラムの設計・開発，移行仕様の変更管理，テスト移

行データの提供などによるオープン化事業に関わる他事業者の作業支援，移行

リハーサルと本番移行の実施等を行うものである。 

 

 対象規模（仕様書８頁） (ｳ)

 対象となるシステムの規模の概数を以下に示す。 

 なお，当該数値は，「６ 開発作業 ⑵ 資産棚卸し」の作業の結果，変動

する可能性がある。 
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 開発作業（仕様書１８頁） (ｴ)

 開発作業は，開発工程（開発準備・全体計画，設計工程，開発実施工程，総

合テスト工程，全体システムテスト工程及び移行工程）に応じて，次のとおり

実施する。各開発工程の成果物については，「１５ 成果物」を参照のこと。 

 

 資産棚卸し（仕様書１８頁） (ｵ)

 マイグレーションや保守性に係わる負荷を軽減することを目的として，資産

に対する棚卸しを行い，以下を明確にすること。 

ア 不要資産，重複資産を分析し，移行対象を明確にすること。 

イ プログラム内のデッドコードを洗い出し，削除可能なものを明確にする

こと。 

 

 移行方式設計作業（仕様書２６頁） (ｶ)

 移行方式設計では，前工程の成果物及び「７ 運用保守作業の設計作業」の

成果物に基づいて，現行システムの実データの確認・調査を実施し，システ

ム・データ・システム運用・業務の観点での移行方式を検討して，その結果を

移行計画へ反映する。受託者は，本市の状況を踏まえて，移行方式を検討し，

移行計画を確定できるように，以下に示す作業を実施すること。 

 なお，現行システムからのデータ移行のためのデータの抽出は，現行事業者

が行う予定であるので，移行設計に当たっては，現行事業者と綿密に協議をす

ること。 

⑴ 作業内容 

ア 移行要件の確定 

 現行システムについて，ファイルレイアウト及びデータレイアウト，

外字利用の有無，不備データの多寡等の調査を実施したうえで，設計作

業の各種設計内容に合わせた詳細化・最新化を行い，移行要件を移行要

件定義書に取りまとめ，確定すること。 
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 提示予定資料一覧（仕様書５５頁） (ｷ)

ア 入札時提示資料 

 （入札参加資格確認申請書を提出した者に配布する資料一式を示す。） 

(ｱ) プロジェクトドキュメント（方針書・計画書等） 

 
(ｲ) 前工程（平成２６年度）成果物サンプル等 

 
イ 契約時提示資料 

 （契約時提示する資料一式を示す。） 

(ｱ) 業務マニュアル等 

(ｲ) 現行システム設計資料 

(ｳ) 前工程（平成２６年度）成果物 

 

 入札時点における「前工程の成果物」に関する当事者の理解 イ

 ヒアリング等から認められる受託事業者の認識 (ｱ)

 受託事業者は，①マイグレーション開発における現行システムの調

査・分析は，②平成２６年度システム分析とはその調査内容が異なり，

本件基本情報を調査対象としていない。そのため，①の作業を実施す

る際に必要となる本件基本情報については，京都市が②の具体的な成

果物たる「前工程の成果物」として，受託事業者に対して提供するべ

きであると認識している。 

 すなわち，本件基本情報は，マイグレーション開発以外の開発手法

を取る場合であっても，データ移行作業を伴うのであれば，必須の前

提情報である。それは，本件基本情報が以下の性質を有するからであ

る。 

① 現行システムを保守・運用し，稼働を維持するうえで必要不可

欠な情報 

② ドキュメントはなくとも，現行システム担当者の属人的なノウ

ハウとして継承されているはずの情報 

③ システムのオープン化によりベンダーロックインを排除するの

であれば，京都市として把握しておくべき情報 
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 そのため，マイグレーション開発において現行システムの調査・分

析を行う際には，本件基本情報等の調査が行われていることが前提と

なるところ，必要な基本情報の範囲や用途を示すのは開発ベンダーの

役割であるものの，その内容の提示は稼働中の現行システムとの整合

を確認できる現行システム担当が担うべき役割である。 

 何故ならば，このような，移行資産（プログラムソース，ＪＣＬ起

動パラメータ等）の棚卸，調査・分析は，受託事業者が特許を有する

ツール，手法に基づいて行う作業であるものの，これらを用いても本

件基本情報の中身を確定することは不可能だからである。 

 実際，仕様書には「前工程の成果物に基づき…」との記載があるが，

受託事業者は，京都市からの提供が予定されている「前工程の成果物」

として，本件基本情報が当然に納品されていることを前提として，マ

イグレーション作業を計画，推進していた。 

 

 ヒアリング等から認められる京都市の認識 (ｲ)

 「前工程の成果物」には，本件基本情報は含まれていない。 

京都市のオープン化事業は，高速開発ツールを利用したスクラッチ開

発によりシステムを刷新することを計画し，その初めの作業として，

平成２６年度システム分析を実施した。 

 もっとも，同分析作業は，現行システムを分析し，新システムに必

要な要件を文書化する作業を実施するものにとどまり，現行システム

のファイルレイアウト（コピー句）等を明らかにするための棚卸的な

作業を行うものではなかった。 

 具体的には，平成２６年度システム分析の成果物としては，①「デ

ータ項目一覧」と②「データモデル分析」の２つがある。 

 このうち，①「データ項目一覧」については，平成２６年度システ

ム分析の調達仕様書は，バッチ処理定義書の成果物サンプルにおける

データ項目として「バッチ処理で利用されるデータ項目の一覧を作成

する」こととしている。つまり，平成２６年度システム分析は，あく

までも利用するデータ項目を「概念」として抽出するものであり，そ

の項目について型や長さ等の詳細を定義することまでは求めていない。 

 また，②「データモデル分析」についても，平成２６年度システム

分析の成果物サンプルの説明においては，「基本的に現行の汎用機の

システムのファイルレイアウトを元にして概念データモデルを作成す

る。」とはしているが，「作成に際しては，汎用機での実装上の都合

で付加されている項目や，固定レコード長フォーマットであることか

ら起因するデータ構造などを排除し，純粋にデータ項目間の関係性を

表現する形に改める。」としている。ここでは，「データ項目間の関

係性を表現する」とあるように，受託事業者が求めるファイルレイア

ウト（コピー句）の調査までを行うものではない。 
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 このように，調達仕様書上の平成２６年度システム分析の成果物に

ついては，大型汎用機でのＣＯＢＯＬ処理が前提となる「固定長ファ

イル形式」の利用を想定していない，新システム向けの要件定義書的

な資料であるため，本件基本情報を掲載するものではない。 

 

 「前工程の成果物」に関する入札時の情報開示についての当事者の評ウ

価 

 ヒアリング等から認められる受託事業者の認識 (ｱ)

 入札公示の際に，京都市からは，ドキュメントサンプルの添付があ

るのみで，前工程及び「前工程の成果物」の内容について業者への説

明がなかった。 

 仮に「前工程の成果物」がマイグレーション開発に活用できない可

能性があったのであれば，入札前に開示すべきであった。 

 

 ヒアリング等から認められる京都市の認識 (ｲ)

 仕様書５５頁「１９ 参考情報」の表「現行システム分析」の項目

には「要件定義書，帳票要件定義書，帳票レイアウト」のみが書かれ

ており，入札時にも，成果物サンプル等として「現行システム分析」

の成果物のうち要件定義書，帳票要件定義書及び帳票レイアウトのサ

ンプルを提示している。そのため，入札業者は，このサンプルを基に

「前工程の成果物」の記述レベルを十分理解し，応札したものと考え

る。加えて仕様書に関する疑問点は全て事前に確認するための質問が

可能であるので，疑問点があれば解消しておくべきであった。 

 

 「前工程の成果物」の提供に関する当事者の評価 エ

 ヒアリング等から認められる受託事業者の認識 (ｱ)

 平成２９年１月１１日に至るまで京都市から受託事業者に対して

「前工程の成果物」の提供はなかった。 

 

 ヒアリング等から認められる京都市の認識 (ｲ)

 平成２９年１月１１日までに，「前工程の成果物」すなわち，平成

２６年度システム分析の成果物のうち「データ項目一覧」の提供をで

きなかったことは間違いない。契約後，受託事業者から求められてい

た現行システムのプログラム等の提供に逐次対応している中で，その

時点で提示すべきであった前工程の成果物について，提示できていな

かった。 

 受託事業者から提供を受けていない旨の意思表示が示されなかった

ことも理由としてあるものの，仮にその時期に求められていれば，直

ちに提供したものであり，引き渡しを拒む理由も，意図もなかった。 
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 京都市から提供された「前工程の成果物」の内容に対する当事者の評オ

価 

 ヒアリング等から認められる受託事業者の認識 (ｱ)

 平成２９年１月１１日，受託事業者は，京都市の担当者から，「前

工程の成果物」を受領したが，これらのドキュメントは業務ごとに作

成された「要件定義レベル」のドキュメントでしかなかった。具体的

には，オンライン業務に関するファイルは，全て現行システムの調査

が完了しており，ファイルレイアウト（コピー句）が存在するものの，

一括処理システムに関しては，明らかに未完成の状態であり，平成２

６年度システム分析が適切に実施されたとは考えられず不備がある。 

 すなわち，京都市から提供された「前工程の成果物」は，網羅性が

なく，最新の状態と一致しているかどうかも明らかでないため，現行

システム運用保守事業者からの情報提供により補完が必要なものであ

った。 

 

 ヒアリング等から認められる京都市の認識 (ｲ)

 「前工程の成果物」は，各処理の概要を把握することができ，テス

ト仕様書の作成，運用設計等に有用なものとして提示しているもので

ある。「前工程の成果物」は，仕様書に従って作成されており，不備

があるとは考えていない。また，受託事業者が必要とする調査・分析

は本件調達の作業範囲であることから，京都市がこれを補完すべきと

いう考えにはない。 

 なお，平成２６年度システム分析の成果物については，オンライン

処理と一括処理では異なっており，例えばオンライン処理においては，

窓口業務に必要な，多種多様な画面内容やそこに至るまでの処理の流

れを詳細に列挙する必要があるのに対して，一括処理においては，何

十万件に及ぶマスターデータの処理であっても，数ページの処理フロ

ー図と，そこで処理を行う各プログラムの処理概要を記述するのみで

あり，両者の記述内容には，そのボリューム及びバリエーションにつ

いて，自ずと差が出るものである。 

 

 「ファイルレイアウト」 (3)

 関連資料の記載 ア

 関連資料の記載から明らかとなる事実経緯は以下のとおりである。 

年月日 具体的対応の内容 
平成２８年 ３月 ３日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，マ

スキング作業の方法について，コピー句（ファイルレイアウト

情報）をもとにマスキング箇所を選択すると説明した。 

平成２８年 ４月 ７日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，移

行対象データについて，一括処理システムはＪＣＬ及びプログ

ラムからコピー句名を取得すると説明た。 

平成２８年 ５月１９日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，比

較検証テストで使用するデータについて，コピー句作成は受託

事業者で行う予定であると報告した。 
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年月日 具体的対応の内容 
平成２８年 ８月１２日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，デ

ータ抽出後の文字コード変換・マスキングを行う際にコピー句

が不明なファイルがあることを課題として報告した。 

平成２８年 ８月２５日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，コ

ピー句が不明なファイルがあるという課題は，データ作成の中

で解決を図ることとし，比較検証テストは順次着手していくと

報告した。 

平成２８年 ９月 ８日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，マ

スキング作業において発生しているエラーについて，コピー句

の桁数と実際の値の桁数が異なることが原因であると報告し

た。 

平成２８年 ９月１５日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，

「文字コード変換，マスキング作業の課題と対応策」を提出

し，比較検証テストのためのテストデータ作成について，文字

コード変換，マスキング作業の遅れが発生しており，比較検証

テストの実施スケジュールに影響が出ていると報告した。 

 工程管理支援事業者は，京都市と受託事業者に対して，不明

コピー句問題と移行対象ファイルの確定の両方を検討しなけれ

ばならないと指摘した。 

平成２８年 ９月２３日  定例進捗会議において，工程管理支援事業者は，京都市と受

託事業者に対して，不明コピー句問題に関する認識合わせが必

要であると指摘し，平成２８年９月２６日に実施するよう調整

した。 

平成２８年 ９月２９日  定例進捗会議において受託事業者は，京都市に対して，「京

都市様システム刷新プロジェクトの現状に関する弊社見解とお

願いについて」を提出し，不明コピー句の調査等を京都市が主

導で行うよう依頼した。 

平成２８年 ９月３０日  受託事業者は，京都市に対して，不明コピー句３２６件の調

査を依頼した。 

平成２８年１０月 ４日  京都市は，受託事業者に対して，不明コピー句３２６件の調

査結果を提供し，あわせて調査方法を説明した。 

平成２８年１０月 ６日  定例進捗会議において，京都市は，受託事業者に対して，不

明コピー句の調査方法を改めて説明した。 

平成２８年１０月２０日  受託事業者は，京都市に対して，書面を提出し，受託事業者

がレイアウトの調査を実施する場合，作業工数が読めないこと

から京都市に作業を依頼したいこと並びに移行対象データのレ

イアウト提供及び想定データ件数の提示を求めた。 

平成２８年１０月２７日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，不

明コピー句１２件が調査中と報告した。 

 工程管理支援業者は，受託事業者に対して，受託事業者内で

移行ファイル一覧の情報管理が不十分なことを指摘し，作業チ

ーム間で情報共有するよう伝えた。 
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 「ファイルレイアウト」の意味内容 イ

 ヒアリング等から認められる受託事業者の認識 (ｱ)

 受託事業者は，現行システムにおいて，オンラインシステムではな

く，一括処理システムのみに使用しているファイルレイアウト（コピ

ー句）情報を必要としていた。比較検証テストで，全処理ＩＤについ

て一括処理を実行し結果比較を実施するにあたり，レイアウト情報が

必要なデータ（ファイル）は５，６００ファイル程度である。 

 なお，この点，移行資産の１０％程度をテストすればおおまかなパ

ターンをカバーできるとの専門家の見解は，比較検証テスト後，発注

者（本プロジェクトでは京都市）による受入テストや並行稼働テスト

で業務面，運用面での網羅的なテストが実施されることを前提として

いると思われるが，受託事業者はかかる見解はあくまでも理論上のも

のにすぎず，非常にリスクが高いと考えている。現に，移行資産の１

０％をテストしただけで本番リリースを決断する発注者は，過去，１

社も存在していない。 

 本プロジェクトでは，京都市による受け入れテストは予定されてい

たものの，その内容は未決定であり，本番稼働に向けてクリアすべき

品質基準や，品質確認の手段についても，京都市からは，今もって示

されていない。このような状況において，受託事業者としては，比較

検証テストの段階で全処理ＩＤを対象とした全量のマッチングテスト

を実施し，京都市による網羅的な検証がなくとも品質を担保できるよ

う取組を進めてきたものであり，そのため，５，６００程度のファイ

ルの調査が必要となる。 

 

 ヒアリング等から認められる京都市の認識 (ｲ)

 受託事業者は，比較検証テストを品質確保手段として認識している

以上，品質保証の観点から必要なテストを実施するのは当然である。 

 この点，品質確認手段を検討する前提となる，変換の品質をどのよ

うに担保するかについて，京都市から再三説明を求めてきたにもかか

わらず，マイグレーション開発における品質確保の考え方について，

平成２８年１２月まで受託事業者から，客観的なデータに基づく説明

が得られなかったため，比較検証テストが単体テストに替わる品質を

確保するテストになるとの認識合わせを行えなかったのが現状である。 

 

 専門家へのヒアリング等の結果 (ｳ)

 専門家へのヒアリングによれば，大規模システムにおいては，比較

検証テストでは，全数のファイルの調査を行うことは難しく，また，

専門家２社のうち１社は，本プロジェクトの規模に照らせば，全体の

１０％程度のファイルについて，比較検証テストを行うことが一般的

であるとの認識を示した。 
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 「ファイルレイアウト」の調査・提供義務 ウ

 仕様書の記載 (ｱ)

a  移行方式設計作業（仕様書２６頁） 

 移行方式設計では，前工程の成果物及び「運用保守作業の設計作業」の成果

物に基づいて，現行システムの実データの確認・調査を実施し，システム・デ

ータ・システム運用・業務の観点での移行方式を検討して，その結果を移行計

画へ反映する。受託者は，京都市の状況を踏まえて，移行方式を検討し，移行

計画を確定できるように，以下に示す作業を実施すること。 

 なお，現行システムからのデータ移行のためのデータ抽出は，現行事業者が

行う予定であるので，移行設計に当たっては，現行事業者と綿密に協議をする

こと。 

ア 移行要件の確定 

 現行システムについて，ファイルレイアウト及びデータレイアウト，外

字利用の有無，不備データの多寡等の調査を実施したうえで，設計作業の

各種設計内容に合わせた詳細化・最新化を行い，移行要件を移行要件定義

書に取りまとめ，確定すること。 

 

 ヒアリング等から認められる受託事業者の認識 (ｲ)

 受託事業者は，ファイルレイアウト（コピー句）の提供義務は京都

市にあると認識している。 

 仕様書２６頁には「移行方式設計では，前工程の成果物及び『７ 

運用保守作業の設計作業』の成果物に基づいて，現行システムの実デ

ータの確認・調査を実施し」との記述がある。文脈上，同頁の「現行

システムについて，ファイルレイアウト及びデータレイアウト，外字

利用の有無，不備データの多寡等の調査を実施したうえで，設計作業

の各種設計内容に合わせた詳細化・最新化を行い，移行要件を移行要

件定義書に取りまとめ，確定すること」とは，「前工程の成果物」によ

る調査義務を意味するものであり，同成果物には，ファイルレイアウ

ト（コピー句）が当然に含まれているべきであることに照らせば，京

都市がその提供義務を負うものである。 

 実際，平成２８年４月１日の外部ＡＣＯＳ環境に関する会議におい

て京都市の担当者から，『コピー句と実ファイルの関連付け資料は提

示するが，まずオンラインを提示する。バッチ分は探してみないと分

からない』との発言があったことから，受託事業者は，京都市として，

実ファイルに対応するファイルレイアウト（コピー句）を提示する意

思があると判断した。 

 また，平成２８年４月２６日に，不明ファイルレイアウト（コピー

句）７本について，京都市へ調査を依頼したところ，平成２８年５月

１３日に，京都市の担当者からメールで回答が有ったことから，やは

りこの時点では京都市の作業であることは確認されていた。 

 したがって，受託事業者の責任範囲は，「前工程の成果物」に基づく

移行方式設計の詳細化・最新化にすぎず，プログラムソース等から移

行対象となる全ての一括処理関連ファイルのレイアウト（コピー句）

を一から調査するような作業は追加作業である。 
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 ヒアリング等から認められる京都市の認識 (ｳ)

 京都市は，ファイルレイアウト（コピー句）の調査義務は，受託事

業者にあると認識している。 

 仕様書には「現行システムについて，ファイルレイアウト及びデー

タレイアウト，外字利用の有無，不備データの多寡等の調査を実施し

たうえで，設計作業の各種設計内容に合わせた詳細化・最新化を行い，

移行要件を移行要件定義書に取りまとめ，確定すること」（仕様書２６

頁）との記載がある。「現行システム分析」は，データ項目間の関係性

を表現するまでを行うものであり，ファイルレイアウト（コピー句）

等の調査は，本件委託作業の中で，受託事業者が行うべき作業である。 

 そのような認識は京都市のみならず，受託事業者のデータ移行チー

ム側も開発当初から持っており，開発当初から，受託事業者がファイ

ルレイアウト（コピー句）を調査・作成し，京都市側は不明点発生時

に解決方法の相談やアドバイスを行うという役割分担であった。 

 具体的には，開発当初に渡した現行システムの資料やＣＯＢＯＬプ

ログラムソースから，受託事業者がファイルレイアウト（コピー句）

を整理し，これが不明なファイルについては，京都市側が当該ＪＣＬ

を見てファイルレイアウト（コピー句）の調査方法を伝えるとの形で

開発を進めていた。 

 実際，開発の進捗が遅れ気味であった平成２８年６月においても，

受託事業者はツールを使って調査を進める旨を，平成２８年６月１６

日及び６月２３日付「品質向上への取り組みについて」において表明

しており，人手での調査にも取り組んでいた。ファイルレイアウト

（コピー句）の不明分に関する調査依頼もほとんどなく，京都市は，

受託事業者より，定例進捗会議においても課題解決に取り組んでいる

旨の報告を受けていた。また，かかる受託事業者の認識は，平成２８

年９月１５日付「文字コード変換，マスキング作業の課題と対応策」

からも明らかである。 

 受託事業者からファイルレイアウト（コピー句）の調査がスコープ

外という主張があったのは，平成２８年９月２９日付受託事業者文書

「京都市様システム刷新プロジェクトの現状に関する弊社見解とお願

いについて」からで，それまでは委託仕様書どおり受託事業者側の作

業であることは現場担当者間の共通認識であり，会議等の場で京都市

はあくまで支援する立場であることを伝えていたが，受託事業者側か

ら反論等はなかった 

 このように，受託事業者は，本プロジェクト開始後から，少なくと

も平成２８年９月時点までは，ファイルレイアウト（コピー句）の調

査については，自社が行うべき作業という認識のもと，自力で完結さ

せるつもりであった。 
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 ヒアリング等から認められる工程管理支援事業者の認識 (ｴ)

 工程管理支援事業者は，仕様書上，受託事業者が，不明ファイルレ

イアウト（コピー句）の調査に関する責務を負うと認識している。も

っとも，他方において，工程管理支援事業者は，一般論としては，こ

のような調査が，受託事業者のみの作業だけで解決するものではない

と考えている。 

 本プロジェクトでは，作業計画や技術情報については，受託事業者

がより積極的に情報提案すべきであったものの，他方で，京都市が対

応可能な現行保守の役割を明確にするべきであった。このため，京都

市側の方針決定が遅れてしまった。 

 工程管理支援事業者は，ファイルレイアウト（コピー句）の問題に

ついては，両当事者が協力して対策を行う必要があったと考えており，

そのため，特に，現行保守業者の支援がないと難しい，あるいは，混

乱し得る事項については，プロジェクト課題表に起票し，京都市へ報

告・共有していた。 

 

 ヒアリング等から認められる技術支援事業者の認識 (ｵ)

 技術支援事業者は，本プロジェクトが，京都市と受託事業者との契

約により進められることから，契約書（仕様書）の規定により，ファ

イルレイアウト（コピー句）の調査義務を負うものが誰であるか判断

されるとの認識を示している。 

 

 現実の提供の有無 エ

 ヒアリング等から認められる受託事業者の認識 (ｱ)

 京都市から，受託事業者に対しては，本プロジェクトのスタート後，

五月雨式に，現行システム関連の資料が提示されたが，これらには，

比較検証テストに必要なファイルレイアウト（コピー句）情報は含ま

れていなかった。また，受託事業者が求めた，テスト用パラメータ仕

様も含まれていなかった。 

 そのため，受託事業者は，京都市に対し，平成２８年９月２９日付

「京都市様システム刷新プロジェクトの現状に関する弊社見解とお願

いについて」を提示し，「不明なファイルレイアウトまたは，Ｃｏｐｙ

句（３００強）の提供」を京都市主導で行ってもらいたい旨依頼した。 

 しかし，京都市からは，具体的なファイルレイアウト（コピー句）

の提示はなく，処理フロー（紙）に手書きした資料を調査用に渡され

たのみであった。 

 

 ヒアリング等から認められる京都市の認識 (ｲ)

 ファイルレイアウト（コピー句）情報は，２月提供資料から当然に

把握できるものであり，開発当初には，受託事業者からの依頼がある

度に，それらを分析するとファイルレイアウト（コピー句）が判明す

る旨を説明しており，受託事業者もそれを基に調査を進めていた。 
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 平成２８年９月２９日の時点のファイルレイアウト（コピー句）に

関する受託事業者からの問合せは，一時的な中間ファイルについての

ものを含んでおり，それに対して，京都市職員は「一覧表的な形でコ

ピー句をまとめている既存資料はない」と説明したにすぎない。ファ

イルレイアウト（コピー句）情報はないと京都市職員から伝えられた

という受託事業者へのヒアリング等の結果は誤っている。 

 同日の打合せで，作業手順の確立やコピー句調査ツールの機能向上

のため，京都市で現時点の不明分を引き取り，調査結果とノウハウも

含め受託事業者にアドバイスするという協力を行うこととし，翌日

（平成２８年９月３０日）に不明分の一覧（３２６件）を受領した。 

 受託事業者から受領した不明分一覧については，京都市職員（１名）

が調査を行い，２営業日後の平成２８年１０月４日に，全件調査完了

を伝え，紙ベースの資料も含め同月６日に提供した。また，平成２８

年１０月１３日には対面の説明をして，その場で再調査依頼された５

件についても翌１４日に回答している。 

 京都市の調査結果は以下のとおりである。 

① ファイル名称から一目でオンラインファイルだとわかるもの：

４０件（１２％） 

② フローやプログラム指示書等に記載されているもの：２７件

（８％） 

③ プログラムソースやＪＣＬ等の分析で容易に判明したもの：１

０８件（３３％） 

④ どの処理でも使用（アサイン）されていないファイル：８９件

（２７％） 

⑤ 不定形ファイルのためそもそもコピー句がないもの：６２件

（１９％） 

 このうち，①，②及び③は簡単に調査できるものであり，④は比較

検証テストで使用されはずがないものであり，かつ，⑤は新システム

での実装方法を検討し，④とあわせて移行対象にするかどうかを判断

すればよいものであった。また，受託事業者から正確性の確認を求め

られたファイルレイアウト（コピー句）にも，調査が不十分なものが

散見された。そのため，京都市職員から受託事業者に対し，次の指摘

を行った。 

① 無駄な作業に繋がるので，調査対象ファイルを絞ること。 

② 不明とされているものについて，一見して既存の一覧表にある

ものが含まれており作業品質が疑わしいこと。 

③ ２月提供資料に，ほぼ全ての情報が存在すること（大半はジョ

ブフローに記載されており，また，ＪＣＬやプログラムソース

等から容易に判明すること） 

④ 京都市に確認を求める前に，機械的な点検を行うなど何らかの

工夫が必要であること。 
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 開発遅延に対する影響 オ

 ヒアリング等から認められる受託事業者の認識 (ｱ)

 平成２８年９月２９日の報告書にある「コピー句作成：１４４３／

１７１４」とある「１７１４」という数字は，移行リハーサルを実施

するために必要なファイル数であり，データ移行や比較検証テストで

必要となる全てのファイル数ではなく，平成２８年９月時点で，ファ

イルレイアウト（コピー句）の問題が解消しつつあったとの認識は誤

りである。 

 京都市の現行システムではファイルレイアウト（コピー句）が一元

管理されておらず，同じファイルを使用していてもプログラムごとに

ファイルレイアウト（コピー句）を展開している。各ファイルレイア

ウト（コピー句）にはそのプログラムで使用する項目だけが定義され

ていたことから，当該ファイルを使用している全てのプログラムにつ

いてファイルレイアウト（コピー句）を調査しければならず，しかも，

これを実行してもファイルレイアウトの項目が網羅できないケースも

あった。そのため，受託事業者は，ファイルレイアウト（コピー句）

の再調査を実施し，データ移行，マスキング等の一連のテストデータ

準備作業を繰り返し実行することとなり，ファイルレイアウト（コピ

ー句）が不明であることで費やした工数は膨大なものとなった。 

 このような状況にもかかわらず，京都市からは，受託事業者が調査

したファイルレイアウト（コピー句）について，「ファイルレイアウ

トとして確認を求められても，正しいかどうかは判断できない」と回

答されたことから，受託事業者は，本プロジェクトのカットオーバー

の延期を申し入れると共に，運用保守事業者からのファイルレイアウ

ト（コピー句）情報の提供を求めた。 

 このように，ファイルレイアウト（コピー句）情報について京都市

から情報提供がなかったことが，スケジュール遅延の最大の要因であ

る。 

 なお，平成２９年１月の京都市との役割分担により，それ以降，京

都市からファイルレイアウト（コピー句）情報が提供されるようにな

り，ファイルレイアウト（コピー句）の問題は解消した。 

 

 ヒアリング等から認められる京都市の認識 (ｲ)

 京都市では，現行システムにおいて，重要なマスタファイルについ

てはファイルレイアウト（コピー句）を一元的に管理しており，その

他のファイルについても容易に調査が可能なドキュメント類が揃って

おり，これらは２月提供資料で既に提供済みであることから，遅延の

原因足りえない。なお，「ファイルレイアウトとして確認を求められ

ても，正しいかどうかは判断できない」との京都市側の担当者の発言

の前提としては，受託事業者の調査内容が不十分であり，その質問内

容が各業務担当者に確認を求めるレベルになかったためである。 
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 また，比較検証テストの関連では，受託事業者が，文字コード変換

ツールの不具合，マスキング作業，外部ＡＣＯＳ環境設定等複数の遅

延要因が重なる中で，ファイルレイアウト（コピー句）の調査にも苦

戦していた状況であったのは事実であるものの，平成２８年１０月６

日付プロジェクト状況報告書には「コピー句の問題より，コード変換，

マスキング作業に遅延があり，データ移行，比較検証テストが遅れが

出ている。リスケ等の対応が必要である。」と書かれており，ファイ

ルレイアウト（コピー句）が作業の遅延原因でないことが示されてい

る。 

 加えて，平成２８年１０月１３日，京都市が，受託事業者の作業の

遅れが拡大してきたため，「比較検証テストは文字化けした状況で実

施しても問題ない」と判断したことから，この時点で比較検証テスト

におけるファイルレイアウト（コピー句）不明問題は解消している。

比較検証テストは平成２９年５月現時点においてもまだ完了していな

いことからも，遅延の原因及びその後の遅延拡大の原因は別にあるも

のと考えられる。 

 

 「ＪＣＬ起動パラメータ」 (4)

 関連資料の記載 ア

 関連資料の記載から明らかとなる事実経緯は以下のとおりである。 

年月日 具体的対応の内容 
平成２８年 ３月２２日  受託事業者は，京都市に，オペレータ指示書兼報告書に記載

されている「パラメータ表」の展開を依頼した。 

平成２８年 ３月３１日  定例進捗会議において，京都市は，受託事業者に対して，JCL

が何のツールに変換されるかについて，現新比較テスト時期よ

りも先に合意すべきではないかと指摘した。 

 受託事業者は，移行概要設計書にて報告したいと回答した。 

平成２８年 ４月 ５日  京都市は，受託事業者の「パラメータ表」提供依頼に対し

て，京都市は既に提供している資料の中に一部格納されてお

り，残りについては後日改めて提供するが，急ぐものがあれ

ば，取り急ぎ提供すると回答した。 

平成２８年 ４月１３日  受託事業者は，京都市に対して，受領資料に含まれていたパ

ラメータを調査した結果から現行運用でのパラメータの利用方

法について推測し，認識に相違がないかと確認した。 

また，受託事業者の認識に相違がなければ，運用設計担当にお

いては，パラメータを全て把握する必要はないと報告した。 

平成２８年 ４月１９日  京都市は，受託事業者に対して，受託事業者の現行運用に関

する認識について，相違ないと回答した。 

また，京都市が４月５日提供した「電算処理運用手順書」を参

照し，なお運用のイメージが付かない場合は説明すると伝え

た。 

平成２８年 ４月１９日  受託事業者は，京都市に対して，運用についてイメージがで

きたと回答した。 

平成２８年 ５月 ６日  京都市は，受託事業者に対して，ホスト実行時のＪＣＬ起動

パラメータ値を提供した。 
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年月日 具体的対応の内容 
平成２８年 ５月１２日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，次

週よりパラメータ値を反映したテストを実施し，結果の比較を

実施予定と報告した。 

平成２８年 ７月１４日  定例進捗会議において，京都市は，受託事業者に対して，テ

スト実施計画に関して，データ抽出が複数日になる場合，抽出

日によってＪＣＬ起動パラメータが異なることを指摘し，工程

管理支援業者も，その場合には，テスト実行の際に問題が生

じ，作業量も増えるため現実的ではないと指摘した。これを受

け，受託事業者は，データ抽出は１日で実施すると伝えた。 

平成２８年 ７月２１日  定例進捗会議において，京都市は，受託事業者に対して，京

都市側作業の早期確定を依頼した。受託事業者は，スケジュー

ルを考慮してＪＣＬ起動パラメータの提供依頼を行うと回答し

た。 

平成２８年 ７月２８日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，Ｊ

ＣＬ起動パラメータの提供について説明のうえ依頼した。 

平成２８年 ８月 ４日  定例進捗会議において，京都市と受託事業者は，ＪＣＬ起動

パラメータの提供について，７月末時点，８月データ抽出時点

でのＪＣＬライブラリを京都市が提供することで合意した。 

平成２８年 ８月２５日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，Ｊ

ＣＬ起動パラメータの調査部分の作業中であり，後日京都市に

確認を依頼すると報告した。 

平成２８年 ９月 １日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，Ｊ

ＣＬ起動パラメータの調査部分の作業中であると報告した。 

平成２８年 ９月 ８日  定例進捗会議において，京都市は，受託事業者に対して，Ｊ

ＣＬ起動パラメータについて，月次処理のパラメータ情報（日

次処理のパラメータ情報は提示済）は業務担当者へ直接ヒアリ

ングするよう依頼した。 

平成２８年 ９月１５日  定例進捗会議において，京都市は，受託事業者に対して，Ｊ

ＣＬ起動パラメータの設定について，日次分だけでも早急に対

応するよう伝えた。 

平成２８年 ９月２３日  定例進捗会議において，京都市と受託事業者は，日次及び週

次分のＪＣＬ起動パラメータについて打合せを実施することを

合意した。 

平成２８年 ９月２９日  定例進捗会議において受託事業者は，京都市に対して，「京

都市様システム刷新プロジェクトの現状に関する弊社見解とお

願いについて」を提出し，ＪＣＬパラメータの整理及び決定の

うえでの提供を依頼した。 

平成２８年１０月 ６日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，日

次及び週次分のＪＣＬ起動パラメータについて，打合せ結果を

反映したものを再提示のうえ，月次以降の起動パラメータは課

題が多数あり，進め方について現在調整中であると報告した。 

平成２８年１０月 ６日  工程管理支援業者は，受託事業者に対して，ＪＣＬ起動パラ

メータの課題については，京都市から受領すれば終わるのでは

なく，運用設計の際に，継続的な開発・運用作業を行うために

認識をあわせながら進める必要があると指摘した。 
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年月日 具体的対応の内容 
平成２８年１０月１３日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，月

次以降のＪＣＬ起動パラメータについて課題が多数あり，進め

方を調整していると再度報告した。 

 また，京都市が７月に提供したＪＣＬ起動パラメータで比較

検証テストを実施し，現行システム，新システム共に出力結果

が０件とならなかった処理は問題なしとする。０件となった箇

所は所管課に問合せを行うが，その間，テストは止めずに他の

範囲のテストを実施すると説明し，京都市もこれに合意した。 

平成２８年１１月 ４日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，比

較検証テストの準備に関して，入手した日次及び週次の起動パ

ラメータを，外部ＡＣＯＳテストＪＯＢ実行手順書（日次・週

次分）へ反映するための確認や修正作業に想定以上に時間が掛

かり遅延していると定例進捗会議で報告した。 

 

 「ＪＣＬ起動パラメータ」の具体的意味 イ

 受託事業者からのヒアリングによれば，京都市からの提供が遅れた

「ＪＣＬ起動パラメータ」の具体的意味については，以下のとおり，①

現行システム上のＪＣＬ起動パラメータであることを前提とする回答が

ある一方で，②現行システムで用いられているパラメータのことではな

く，あくまでもその「考え方や意味合い」であるとの回答もあるところ

である。 

 そのため，まず，以下の(ｱ)(ｲ)記載のとおり，受託事業者の認識に基

づいて用語の意味を整理し，その後，それぞれについて，ヒアリングの

結果から判明した関係当事者の認識を説明する。 

 現行システムパラメータとしてのＪＣＬ起動パラメータ (ｱ)

 比較検証テストで必要な現行システムのジョブを実行し，出力結果

を得るためには，現行システム上のＪＣＬ起動パラメータ（以下「現

行システムパラメータ」という。）が確定・提供されることが必須で

ある。 

 通常のシステムでは運用負荷への配慮，信頼性の向上のため，ＪＣ

Ｌ起動パラメータは，日付，稼働日等の簡易なパラメータとなってい

る。 

 しかし，京都市の場合は，業務知識を前提として実行都度の修正が

必要であり，それらの修正方法について統一的な手順書があるわけで

はなく，手順作成者ごとにフォーマットが異なるという状態であった。 

 

 テスト用パラメータ仕様としてのＪＣＬ起動パラメータ (ｲ)

 比較検証テストの遅延原因として問題となっている「ＪＣＬ起動パ

ラメータ」とは，比較検証テスト用データ作成を目的として一括処理

を実行するためのＪＣＬ起動パラメータの仕様（パラメータそのもの

ではなく，その考え方や意味合いを示したもの）以下「テスト用パラ

メータ仕様」という。）であり，実際に現行システムで用いられてい

るＪＣＬ起動パラメータ（現行システムパラメータ）のことではない。 
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 受託事業者は，仕様書で記載されている「単体テスト／結合テスト」

は，マイグレーションの開発プロセスにおいては，比較検証テストに

より実行すべきものであると考えていた。そのため，京都市に対して，

現行システムで用いているデータの提供を求めたものの，拒絶された。 

 そのため，受託事業者は，データ移行リハーサル（平成２８年８月）

で用いたデータを入力データとして用意したうえで，①自らが準備し

た外部ＡＣＯＳ環境における当該入力データの一括処理結果と，②比

較検証テスト環境における当該入力データの一括処理結果とを比較し，

これらが一致するか否かを確認することで比較検証テストを進めるこ

ととした。 

 

 「ＪＣＬ起動パラメータ」の提供義務 ウ

 ヒアリング等から認められる受託事業者の認識 (ｱ)

 受託事業者からの回答では，下記の「ＪＣＬ起動パラメータ」が現

行システムパラメータを意味するのか，それとも，テスト用パラメー

タ仕様を意味するのか，あるいはこれら両者を意味するのかは必ずし

も定かではないが，概ね以下のとおりと理解される。 

 ＪＣＬ起動パラメータの提供・確定については仕様書上，受託事業

者の義務とは明記はされていない。運用保守事業者，京都市側で保有

すべき情報であることからも，受託事業者が本プロジェクトの作業範

囲として改めて提供する類の情報ではない。 

 マイグレーション開発におけるこの種の課題は現行システム保守・

運用担当の協力が必須である。そして，受託事業者と運用保守事業者

との契約行為もなく，したがって，運用保守事業者への協力要請に強

制力がない状況においては，京都市の統括管理者，リーダー及び工程

管理支援事業者等が調整力を発揮するべきであった。このような調整

が適切に行われていれば，問題を回避できたはずである。 

 

 ヒアリング等から認められる京都市の認識 (ｲ)

 本プロジェクトでは，日次，週次，月次，年次等各処理に応じた

様々なＪＣＬ起動パラメータのパターンが存在することは当然想定さ

れることである。受託事業者に業務知識がない以上業務担当者等への

ヒアリングを一切せずに適切なテストを行うことは困難であり，必要

かつ相当な範囲で業務担当者へのヒアリングは当然想定しなければな

らない。 

 実際，ＪＣＬ起動パラメータの大部分は業務ごとに管理していると

ころ，京都市職員は少なくとも担当業務分については，その内容を把

握していた。また，京都市は，契約時に提示した業務フローや処理手

順書等に記載された内容に不明点があれば，いつでも質問を受け付け

回答する体制を整え，業務担当者が直接ヒアリングに応じるなどして，

必要な情報を提供し，本来業務を犠牲にして最大限協力してきた。 
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 現行システムの「ＪＣＬ起動パラメータ」の提供 エ

 ヒアリング等から認められる受託事業者の認識 (ｱ)

 平成２８年３月２２日，受託事業者は，京都市に対して，ｒｅｄｍ

ｉｎｅ（＃１３００）及びメールにて「パラメータ表」の展開を依頼

した。 

 これに対して，平成２８年４月５日，京都市は，受託事業者に対し

て，メールにより，２月１８日に渡したＣＤの中にパラメータ表があ

る，しかし，半数以上の業務は添付されていないため，後日送付する

旨回答した。 

 平成２８年７月２８日，受託事業者は，京都市に対して，『比較検証

テスト用ＪＣＬ起動パラメータご提供のお願いについて』の依頼書を

提出し，６月と８月のＪＣＬを比較し，パラメータの差分を抽出し，

パラメータを確定させることについて合意を得た。また，これで確定

できない場合の対応として，①ＪＣＬ起動パラメータの設定有無の判

断がつかない処理ＩＤ，②絞りきれない処理ＩＤのそれぞれについて，

設定の有無と設定パラメータの提供を要望した。 

 その後，受託事業者は，京都市に対して，再三にわたりパラメータ

一覧の提供を要請したものの，京都市からは，現場へのヒアリングを

実施し，そこからの情報入手で設定パラメータを特定するようにとの

回答があった。 

 テスト初期段階に必要であったパラメータについては，１６処理Ｉ

Ｄ分にすぎず量的に少なかったため，受託事業者は，京都市に対する

ヒアリングを実施することができた。しかしながら，作業が進むにつ

れて，月次，年次，随時処理のＪＣＬ起動パラメータ値の確定が必要

になり，必要なパラメータの量が多くなった。そのため，京都市担当

者は業務多忙を理由にヒアリングによる情報提供を避けるようになっ

た。 

 

 ヒアリング等から認められる京都市の認識 (ｲ)

 ２月提供資料にはＪＣＬ起動パラメータを含む必要情報は含まれて

いる。 

 現に，受託事業者も，以下のとおり，開発の早い段階から２月提供

資料を基にＪＣＬ起動パラメータの調査を行っていた。 

 平成２８年３月２２日：受託事業者担当者からＪＣＬパラメータ

表の提供依頼 

 平成２８年４月５日：京都市担当者から当該パラメータ表は提供

資料内に含まれているが，渡せていない業務（半数以上）で，急

ぐものを連絡してくれればすぐに提供する旨連絡 

 平成２８年４月１３日：資料を見た受託事業者担当者から京都市

運用について確認 

 平成２８年４月１９日：京都市担当者から確認された内容で問題

ない旨回答 
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 平成２８年４月１９日：受託事業者担当者から資料を再確認する

と連絡 

 平成２８年６月１日：受託事業者担当者から不明点はないと連絡 

 また，受託事業者のＰＭＯ（プロジェクトマネージャー補佐）は，

京都市職員に対して，平成２８年９月２９日の定例進捗会議後の打合

せで，「２月にもらっている資料にあると聞いたので探してみたが，

こういう（分かりにくい）資料しかなかった」と，ある業務システム

のパラメータ管理表を提示しており，遅くとも当該時点においては，

これら情報が２月時点に受託事業者に提供されていたことを受託事業

者も認知している。 

 加えて，現行システムの運用保守に関して受託事業者が必要として

いたと思われる情報は，京都市の担当職員で対応可能なものがほとん

どである。そのため，京都市は，受託事業者から，質問等があれば対

応できる体制を確保し，また，実際に質問等があれば対応しているの

であり，打合せを拒否していたとの事実はない。 

 

 テスト用パラメータ仕様の提供 オ

 ヒアリング等から認められる受託事業者の認識 (ｱ)

 京都市からはテスト用パラメータ仕様が提示されることはなく，テ

スト方針を京都市に対して相談した段階では，このような，パラメー

タの意味の提供をできないとの回答はなかった。 

 開発スタート後に五月雨式に現行システム関連の資料が開示された

ものの，そこには，受託事業者が求めていたテスト用パラメータ仕様

は含まれていなかった。 

 

 ヒアリング等から認められる京都市の認識 (ｲ)

 受託事業者が求めているテスト用パラメータ仕様については，その

意味内容が必ずしも明らかではなく，そのため，京都市が提供した関

連資料の中に，受託事業者が求めていた水準で関連情報が含まれてい

たかは定かではない。 

 受託事業者が問題としているＪＣＬ起動パラメータ不明の課題は，

例えば，「変更前マスターと異動ファイルで更新し，変更後マスター

を作る処理のテストをしたいが，テストデータとして変更後ファイル

と異動ファイルを用意してしまった。どうにか，然るべき件数の結果

を出すにはどんなパラメータで実行するのが良いか」という，比較検

証テストの意義を失わせるような状況で，業務担当も正解が出せない

無茶な相談であったからである。そのため，パラメータに関する資料

を当たっても正解は得られないような問題であった。 

 

 開発遅延に対する影響 カ

 ヒアリング等から認められる受託事業者の認識 (ｱ)

 ＪＣＬ起動パラメータの提供・確定遅れが遅延原因となった。 
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 京都市からパラメータの提供を受けることができなかったことから，

受託事業者は，①当面把握できた範囲でのパラメータ設定を用い，か

つ，把握できないパラメータは受領資産のままの状態でのテストを実

施する（０件データとなってもテスト終了とみなす。）②総合テスト以

降のテストで必要な各処理ＩＤのＪＣＬ起動パラメータの提示を受け，

その時点で最終確認のテストを行うという対応方針で進めることにし

た。 

 しかしながら，これらの作業は，受託事業者のスコープ外の作業で

あり，受託事業者の作業工数の増加，スケジュール遅延，損害の拡大

の真の原因となった。 

 なお，平成２９年１月以降，比較検証テストを実施するうえで京都

市と協議を進め，比較検証テストでは全処理ＩＤ分のテストデータを

現行システムで用いたデータから取得する方針に切り替えたことから，

受託事業者が仕様に基づきパラメータを作成する作業は不要となり，

この問題は解消されている。 

 

 ヒアリング等から認められる京都市の認識 (ｲ)

 受託事業者は，比較検証として適切なテスト計画を立てることがで

きず，その結果，京都市に対して，移行リハーサル用データを用いて

比較検証テストを実施するとの提案があり，ひいては，これによって

得られたあり得ない組み合わせのデータに対するパラメータの設定を

求められた。 

 このような比較検証のために意味がないヒアリングに対しても，京

都市業務担当者は丁寧に応対したが，これにより徒らに時間を要する

こととなった。 

 このような経緯に照らせば，遅延の原因は，ＪＣＬ起動パラメータ

の意味の提供を行わなかったことにあるのではなく，むしろ，テスト

データの選定・準備をするデータ移行チームと，テストを実行するマ

イグレーションチームの連携ができていないという意味における，受

託事業者のプロジェクト・マネジメント能力の不足にある。 

 

 「マスキング作業」 (5)

 関連資料の記載 ア

 関連資料の記載から明らかになる事実経緯は以下のとおりである。 

年月日 具体的対応の内容 
平成２８年 ２月 ４日  定例進捗会議において，京都市は，受託事業者に対して，本

番データのマスキング方法について質問し，受託事業者は，基

本的に個人データをマスキングする想定であると回答した。 

平成２８年 ２月１２日  定例進捗会議において，京都市は，統合開発環境でのテスト

で必要なデータについては,マスキングを行って提供すると伝え

た。 
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年月日 具体的対応の内容 
平成２８年 ３月 ３日  定例進捗会議において，受託事業者から，マスキング作業に

ついての説明があった。 

 また，京都市と受託事業者は，本番ACOSの個人情報を含むデ

ータをマスキングし，当該データを使って借用ACOS等でテスト

を行うとの認識を共有した。 

平成２８年 ５月１９日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，比

較検証テストで使用するデータのマスキング作業は，受託事業

者の作業として検討していないと伝え，京都市は，マスキング

対象の入力ファイルが１，０００ファイル程度であれば作業可

能であるが，それ以上となると作業要員を検討しなければなら

ないと回答した。 受託事業者は，入力ファイルの全数を確認

し提示すると返答した。 

 また，京都市は，受託事業者に対して，京都市が検証環境に

データを格納し，受託事業者がマスキング作業を行うことはで

きないかと確認し，受託事業者は，検討する必要があると回答

した。 

平成２８年 ６月 ２日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，比

較検証テストデータについて，検証環境を利用してマスキング

を実施し，京都市と受託事業者のどちらがマスキング作業を行

うのかについては，全体課題管理表で管理を行うと報告した。 

 工程管理支援事業者は，従前に京都市担当者から，マスキン

グ結果を確認しなければならないため，京都市側でマスキング

作業を行わなければならないのではないかという話があったこ

とを指摘し，受託事業者は，マスキングを行わなければならな

いファイルの量，スケジュールを考慮して作業者を決める必要

があると返答した。 

平成２８年 ６月１６日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，マ

スキング対象ファイルが１，０００ファイルを超える場合は受

託事業者側で作業者を検討しなければならないため，対象ファ

イル全数の見積もりを行っていると報告した。 

平成２８年 ６月２３日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，マ

スキング対象ファイル数について，比較検証テストのインプッ

トファイル（総数９９４ファイル）を精査することにより，９

９４ファイルからは少なくなると見積っていると報告し，マス

キング対象ファイルが１，０００ファイル程度であれば京都市

側でマスキング作業を行うということで合意しているとの認識

の下，対応の検討を依頼した。 

 京都市は，ファイルの抽出条件が提示された後に判断したい

と回答した。 

平成２８年 ６月３０日  定例進捗会議において，京都市と受託事業者は，マスキング

作業は，京都市職員立会いの下で実施することを合意した。 

平成２８年 ７月１４日  定例進捗会議において，京都市と受託事業者は，一回目のデ

ータ抽出の際にはＦＴＰ転送を使用せず，京都市消防庁舎のＰ

Ｃにデータを移し，京都市消防庁舎のＰＣで文字コード変換，

マスキングを実施することで合意した。 

 受託事業者は，京都市に対して，マスキング作業の不具合対

応のため，少なくとも２台のＰＣを利用できるよう調整を依頼

した。 
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年月日 具体的対応の内容 
平成２８年 ９月１５日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，

「文字コード変換，マスキング作業の課題と対応策」を提出

し，比較検証テストのためのテストデータ作成について，文字

コード変換，マスキング作業の遅れが発生しており，比較検証

テストの実施スケジュールに影響が出ていると報告した。 

平成２８年 ９月２９日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，

「京都市様システム刷新プロジェクトの現状に関する弊社見解

とお願いについて」を提出し，マスキング作業はスコープ外と

主張した。 

平成２８年１０月１３日  定例進捗会議において，京都市と受託事業者は，コピー句の

ＦＩＬＬＥＲ句はＸタイプとしてマスキングを実施すること

で，持ち出しても良いことで合意した。 

平成２８年１０月２０日  受託事業者は，京都市に対して，書面を提出し，マスキング

作業がスコープ外であることを説明した。 

 

 マスキング作業の実施義務 イ

 仕様書の記載 (ｱ)

a 開発場所（仕様書５頁） 

 受託者の申し出を受け，京都市がセキュリティや個人情報保護の観点で問題

ないと判断し，作業実施を許可した場所にて開発すること。開発環境は受託者

が用意すること。 

 

b  業務確認テスト（仕様書２１頁） 

 新システムの全てのバッチ処理について，業務確認テストを実施し確認を行

うこと。総合テスト工程では現行システムと新システムの処理結果を比較する

ことにより確認を行うが，現行システムでのテストデータ（入出力情報，デー

タベース更新結果等）の取得は京都市が行う。 

 なお，テスト環境構築が完了する前に，本テストを始める必要があると受託

者が判断した場合は，テスト環境構築が完了するまでの間，受託者自らが用意

する施設内に総合テストで必要な環境を構築し，総合テストを実施する。 

 

c 各環境で扱えるデータ（環境方針書４頁） 

 本番データについては，本番環境及び検証環境でのみ利用を認める。本番デ

ータを扱う場合には，本市が指定する作業場所・作業手順を遵守すること。 

 統合開発環境で本番データを扱うことを禁じる。ただし，個人情報をマスク

したデータは利用できる。マスキングデータの作成については，本市と協議す

ること。 

 



第４部／第４ 遅延原因の検討 

(5)「マスキング作業」 

- 62 - 

 ヒアリング等から認められる受託事業者の認識 (ｲ)

 単体テスト用データの内，現行システムとのマッチング（入出力結

果の比較）が必要なテストデータについては，本番環境からデータを

取得する必要がある。また，総合テスト以降で用いるテストデータに

ついては，本番環境からのデータ取得を京都市が実施する旨，仕様書

（仕様書２１頁）に記載がある。 

 「バッチ開発入札参加事業者からの質問に対する回答（平成２７年

１２月１７日作成）」の「Ｎｏ．２８」，「Ｎｏ．３０」に関して，

京都市からは役割や本番ＡＣＯＳ環境での作業可否についての回答は

なく，作業量が不明なためベンダー側で工数を想定して欲しいとの回

答だけあった。本質問回答では，本番環境で開発ベンダーが作業可能

か判断できず，テストデータの取得の前提となるマスキング作業につ

いてまで，受託事業者の役割及び責任範囲として認識してなかった。 

 また，マスキング作業は，最終のテストデータを使用するための秘

密情報，個人情報等の関係から必要となる前提作業にすぎず，したが

って，京都市の役割分担である。このことは，以下のやり取りからわ

かる。 

 平成２８年２月１２日の定例進捗会議にて「統合開発環境での比

較検証テストに必要なデータの京都市がマスク処理を行って提供

する」 

 平成２８年６月２日の定例進捗会議にて「マスキングは作業結果

を確認しなくてはならないため，京都市側で行わなければならな

い」 

 平成２８年６月１６日の定例進捗会議にて「マスキング対象ファ

イル数が１，０００までであれば京都市側で作業を行うが，１，

０００を超えた場合作業者を検討する必要がある」 

 これら発言にもかかわらず，その後作業要員が不足しているとの理

由から受託事業者に作業指示があった。受託事業者としては京都市役

割の支援作業として位置付け，スコープ外の追加作業として対応した。 

 

 ヒアリング等から認められる京都市の認識 (ｳ)

 単体テスト用のデータが成果物として仕様書に明記され（仕様書４

３頁），「バッチ開発入札参加事業者からの質問に対する回答（平成

２７年１２月１７日作成）」の「Ｎｏ．２８」「Ｎｏ．３０」におい

ても，単体テスト・結合テストのテストデータの準備は受託事業者が

行う前提で見積もる必要がある旨回答している。よって，単体テス

ト・結合テストのデータ作成に関連する作業（マスキング作業）は当

然受託事業者作業である。 
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 また，環境方針書では，個人情報を取扱うことのできる環境（検証

環境，本番環境）以外の環境での本番データの取扱いを禁じるととも

に，個人情報をマスキングした場合は利用できることとしている。そ

のため，京都市が許可していない環境（事業者の開発環境等）でマス

キングをせずに本番データを利用することは認められていないことを，

受託事業者は当然理解していた。今回のテストデータ作成において，

本番データをマスキングして自社環境で使用するということは受託事

業者からの提案でもあるため，マスキング作業も受託事業者が行うべ

き作業である。 

 このような役割分担については，受託事業者が，京都市に対して，

平成２８年３月３日の進捗定例会におけるマスキングツール説明時に，

自らマスキングを行うことを明言しているため，当初から両者で認識

が一致していた。 

 

 遅延への影響 ウ

 ヒアリング等から認められる受託事業者の認識 (ｱ)

 当初，受託事業者は，比較検証テストに際して現行ＡＣＯＳ環境を

用いる予定であったものの，これを使用できないことから，受託事業

者において，外部ＡＣＯＳ環境を借用して現行処理を実施することと

なった。 

 この点，京都市職員の見解では，マスキング後に確認を行う必要が

あることから，京都市においてマスキングを行う必要があるものの，

同市の人的リソースへの大きな圧迫を避けるべく，１０００件を超え

るデータについては，受託事業者がマスキング作業に協力することと

なった。 

 このように，マスキング作業は，本来京都市の役割であり，受託事

業者の業務のスコープ外であったものの，その後，全てマスキング作

業をするような状況が続いており，かつ，京都市が受託事業者側でマ

スキングしたデータの検証に時間を要し，また，マスキング対象項目

の追加がなされた。 

 これらにより，本プロジェクト全体の進行が遅延した。 

 

 ヒアリング等から認められる京都市の認識 (ｲ)

 平成２８年３月１０日起票でパイロット開始前個別検討課題管理表

のＮｏ．４（マスキングツールの使用可否を確認する。）に課題化さ

れた後も，受託事業者が問題を先送りし，その解決に時間を要してき

たため，結果的に工期に影響を与えたものである。 
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 また，比較検証テストの進捗状況について，プロジェクト状況報告

書では「遅延（リカバリ可能）」，「遅延（現在は後続への影響な

し）」及び「オンスケジュール」と報告が続いており，平成２８年９

月８日の報告書において初めて「遅延」と記載されたが，これは，テ

ストデータのマスキング作業の遅れを原因とする報告であった。その

ため，やはり，マスキング作業の実施が結果的に工期に影響を与えて

いると考えている。 

 

 「移行対象ファイルの確定」 (6)

 関連資料の記載 ア

 関連資料の記載から明らかになる事実経緯は以下のとおりである。 

年月日 具体的対応の内容 
平成２８年 ７月１４日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，移

行対象ファイル一覧の確定について，ファイルの抽出順番を考

慮しているため，時間を要していると報告した。 

平成２８年 ８月１２日  定例進捗会議において，京都市と受託事業者は，遅れていた

移行対象ファイル一覧が確定したことから，抽出作業を平成２

８年８月１３日及び１４日に実施することで合意した。 

平成２８年 ９月 ８日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，移

行リハーサル②を視野にデータ移行に関するシナリオ，チェッ

クポイントの検討を開始したと報告した。 

平成２８年 ９月２９日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，

「京都市様システム刷新プロジェクトの現状に関する弊社見解

とお願いについて」を提出し，オンラインへの移行対象ファイ

ルの提供について，マスキング作業の不具合発生のため遅延し

ていると報告した。 

平成２８年１１月１７日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，移

行ファイルの母数に処理中の中間ファイルも含まれているた

め，抽出条件を見直していると報告した。 

平成２８年１１月２４日  定例進捗会議において，受託事業者は，移行対象ファイル精

査を継続して行っており，移行リハーサル②で提示した移行対

象ファイル４，０２０という数が本番移行対象ファイル数とし

て妥当かどうか，今後京都市・受託事業者で共に検討していく

と報告した。 

平成２８年１２月１５日  定例進捗会議において，受託事業者は，京都市に対して，移

行対象ファイルの確定に関し，逆変換を行いコピー句誤りがな

いか確認していると報告した。 

 

 移行対象ファイルの確定義務 イ

 仕様書の記載 (ｱ)

a 移行対象データ（仕様書１５頁） 

 移行前（現行システム上）の必要なデータは，本システムに移行すること。 
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b 資産棚卸し（仕様書１８頁） 

 マイグレーションや保守性に係わる負荷を軽減することを目的として，資産に

対する棚卸しを行い，以下を明確にすること。 

ア 不要資産，重複資産を分析し，移行対象を明確にすること。 

イ プログラム内のデッドコードを洗い出し，削除可能なものを明確にする

こと。 

 

c 移行方式設計作業（仕様書２６頁） 

 移行方式設計では，前工程の成果物及び「７ 運用保守作業の設計作業」の成

果物に基づいて，現行システムの実データの確認・調査を実施し，システム・デ

ータ・システム運用・業務の観点での移行方式を検討して，その結果を移行計画

へ反映する。受託者は，本市の状況を踏まえて，移行方式を検討し，移行計画を

確定できるように，以下に示す作業を実施すること。 

 なお，現行システムからのデータ移行のためのデータの抽出は，現行事業者が

行う予定であるので，移行設計に当たっては，現行事業者と綿密に協議をするこ

と。 

⑴ 作業内容 

ア 移行要件の確定 

 現行システムについて，ファイルレイアウト及びデータレイアウト，

外字利用の有無，不備データの多寡等の調査を実施したうえで，設計作

業の各種設計内容に合わせた詳細化・最新化を行い，移行要件を移行要

件定義書に取りまとめ，確定すること。 

イ （省略） 

ウ データ移行方式の検討と明確化 

 次期システムのデータを作成するに当たり，データの移行方式を検討

して，対象の移行元データを明確にし，データ移行に必要となる作業を

漏れなく抽出して役割分担を明確にすること。 

 具体的には，次期システムで扱うデータを新規作成するのか，現行シ

ステムに元データが存在している場合，どのような形式（ＤＢ，紙，テ

キスト等）で，どの部分が移行対象となるか，存在していない場合，ど

のような形式（紙，Ｅｘｃｅｌ等）で，どの部分が対象となるのかを調

査・検討し，移行元データの対象と所在を明確にすること。 

 また，データの移行を手作業で実施するのか，移行ツール（自動）で

実施するのかを明確にすること。 

 なお，本システムでは，ＳＱＬＳｅｒｖｅｒ２０１４ Ｅｎｔｅｒｐｒ

ｉｓｅ Ｅｄｉｔｉｏｎを利用こととしている。受託者においては，当該

製品の機能であるインテグレーションサービスを移行ツールとして利用

できるかについて検証し，可能であれば利用するための設計を行うこ

と。ただし，市販の移行ツール（ＥＴＬツール等）で行う方が効率的で

ある場合は，本市と協議のうえ，これを採用することも可とする。 
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 ヒアリング等から認められる受託事業者の認識 (ｲ)

 仕様書では受託事業者の作業範囲として，「移行前（現行システム

上）の必要なデータは，本システムに移行すること」（仕様書１５

頁），「対象の移行元データを明確に」すること（仕様書２６頁）と

記載されており，受託事業者は，京都市の最終的な承認により対象と

なった現行システム上の必要なデータを新システムに移行することを

拒絶しているわけではない。 

 ここで問題となっているのは，京都市が「移行対象ファイルの最終

的な確認及び承認」を先送りしたため，開発遅延の原因となったこと

である。受託事業者が調査した結果について，最終的にどのファイ

ル・データが移行対象となるかは，京都市の最終的な確認及び承認に

より決定すべき事項であり，仕様書に明記されていなくとも，発注者

及びプロジェクトオーナーである京都市の当然の責務である。 

 

 ヒアリング等から認められる京都市の認識 (ｳ)

 移行対象の明確化は受託事業者がなすべき義務である。このことは，

仕様書において，資産棚卸（仕様書１８頁）のほか，移行方式設計

（仕様書２６頁）の項では，「次期システムで扱うデータを新規作成

するのか，現行システムに元データが存在している場合，どのような

形式（ＤＢ，紙，テキスト等）で，どの部分が移行対象となるか，存

在していない場合，どのような形式（紙，マイクロソフトエクセルフ

ァイル形式等）で，どの部分が移行対象となるかを調査・検討し，移

行元データの対象と所在を明確にすること」と具体的に明記されてい

る。 

 

 確定義務の履行 ウ

 ヒアリング等から認められる受託事業者の認識 (ｱ)

 京都市が「移行対象ファイルの最終的な確認及び承認」を先送りし

たため，開発遅延の原因となった。 

 受託事業者は，京都市に対して，平成２８年７月２１日の定例進捗

会議において，アプリケーションで使用するファイル・データの観点

から移行対象ファイルを特定したうえで，最終的な移行対象範囲とし

て問題がないか確認を求めた。 

 しかし，京都市担当者は受託事業者がプログラム及びＪＣＬとの関

連付けから調査した結果について，「移行対象ファイルが多すぎるの

で，現行システム担当者にチェックを依頼できない」として，何度も

再調査を求めてきた。 

 現場担当者間のやり取りでは解決しなかったため，受託事業者は，

京都市に対して，平成２８年９月２９日，「京都市様システム刷新プ

ロジェクトの現状に関する受託事業者見解とお願いについて」におい

て，週次定例進捗会議会の中で移行対象ファイルの調査状況と京都市

担当の協力を依頼した。 
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 しかしながら京都市担当は，平成２８年１２月頃まで，その後のデ

ータ移行に関する打合せにおいても，移行対象ファイルの調査を要求

してきた。 

 その結果，受託事業者は移行対象ファイルの調査作業を延々と実施

することとなり，データ移行作業のスケジュールを見直さざるを得な

くなった。 

 

 ヒアリング等から認められる京都市の認識 (ｲ)

 京都市は，移行対象データの確定において意思決定が必要な場面で

は，遅滞なくこれを行っている。したがって，京都市の対応が本プロ

ジェクトの遅延原因となることはない。 

 

 検討委員会の判断 ４

 本プロジェクトの遅延原因 (1)

 検討委員会は，本プロジェクトの根本的な遅延原因は，プレパイロット

テスト及びパイロットテストの遅延にあると判断する。京都市及び受託事

業者の間には，当事者間の本プロジェクト全体についての品質管理・担保

に関する考え方の相違があり，受託事業者の初期作業品質の低さに起因す

るテスト計画書の修正・レビューの繰り返しや，受託事業者の契約上の義

務に対する意識の不十分さに基づく説明不足がこれらテストの遅延原因と

なった。 

 また，比較検証テストの着手段階においても，外部ＡＣＯＳ環境下にお

けるテストデータ準備のために，受託事業者は，コード変換及びマスキン

グ作業並びにファイルレイアウト（コピー句）情報の調査を行ったものの，

これら作業に対する十分な人的リソースを確保することができなかったこ

とから，更なる作業遅延が生じた。そして，京都市と受託事業者との間の

コミュニケーション不足に起因する役割分担の認識の相違が，具体的な遅

延回避策の検討を遅らせる結果となった。このような比較検証テストの遅

延も，プレパイロットテスト及びパイロットテストにおいて生じた遅延を

さらに拡大させる原因となったと考える。 

 なお，比較検証テストの実施に際して，受託事業者は，本件基本情報を

十分に把握できておらず，京都市による情報提供が十分であったかを巡る

やり取りが比較検証テストの遅延を拡大させたという側面は否定できない。

もっとも，受託事業者は，２月提供資料等から容易にその欠落を把握する

ことができる立場にあり，また，当初予定どおりにパイロットテストを実

施することができていれば，比較検証テストが開始予定であった平成２８

年５月時点でそのリスクに気が付いたはずであり，受託事業者と京都市の

合意に基づく対策によって工期の遅延を回避できた可能性がある。かかる

観点からは，仮に，京都市の初期段階における本件基本情報の提供が十分

でなかったとしても，そのことと本プロジェクトの遅延との間に因果関係

を認めることはできない。 
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 これら両テストに共通する，プロジェクト全体の遅延原因としては，受

託事業者の契約上の義務についての認識の甘さ，プロジェクト・マネジメ

ント義務を負う開発受託事業者として，プロジェクトを進捗させるために

契約上なすべき各種説明や調整といったコミュニケーションの不十分さ，

早期に課題を洗い出し，解決しようとする姿勢の欠如があったと考えられ

る。以下説明する。 

 

 プレパイロットテスト及びパイロットテストの遅延原因 (2)

 検討委員会の分析 ア

 検討委員会は，プレパイロットテスト及びパイロットテストの遅延が

本プロジェクトの根本的な遅延原因であると判断する。 

 プレパイロット及びパイロットテストは，比較検証テストの前工程と

して位置付けられるところ，受託事業者は，この工程に長時間を要した

ために，当初平成２８年５月で計画されていた比較検証テストへの正式

着手が平成２８年１１月まで遅延していることが認められる。 

 プレパイロットテスト及びパイロットテストの遅延については，平成

２８年４月１２日頃の文字コード変換ツールの不具合，平成２８年３月

頃からの外部ＡＣＯＳ環境のセットアップに関する議論等の影響もある

ものの，その主たる遅延原因は，京都市と受託事業者との間の，本プロ

ジェクト全体についての品質管理・担保に関する認識の相違にある。す

なわち，京都市と受託事業者との間の合意が形成されない状況において，

受託事業者から作業品質の低い成果物が提出され続けたことを背景に，

京都市の受託事業者の作業品質に対する不信感が嵩じ，計画書の修正・

レビューの繰り返しにつながったものと認められる。 

 そして，その後の受託事業者による説明不足等に起因する当事者間の

不十分なコミュニケーションが，単体テストの要否において先鋭化した

が，受託事業者は，単体テストによらずに品質確保を図ることが可能で

あることを平成２８年１２月に至るまで十分に説明せず，その結果，単

体テストを実施しないことについて京都市の同意を得られなかったこと

から，プレパイロットテスト及びパイロットテストの実施をさらに遅延

させることとなった。以下説明する。 

 

 品質に関する当事者の認識の相違 イ

 第４部・第４・１で述べた調査結果に照らせば，京都市と受託事業者

との間には，本プロジェクトの作業品質及び成果物の品質管理・担保に

ついての認識に契約当初から齟齬があった。 

 京都市は，その自治体としての性質上当然のことながら，新システム

の運用については，その処理における誤りは絶対に許されないと考えて

おり，本プロジェクトの作業品質及び成果物の品質管理・担保を最重要

視していた。そのため，本プロジェクトの初期段階において，受託事業

者が各種テスト計画を策定する際にも，それらが適切かつ滞りなく行わ

れるべく，厳格なレビューを行っていた。 
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 他方，受託事業者も，マイグレーション開発のプロフェッショナルと

して，各種テストを適切かつ滞りなく実施すべく，それらテストの実施

計画を策定することは重要であると認識していたと思われるものの，平

成２８年６月１３日付「品質向上への取り組みについて」及び平成２８

年６月２１日付「品質向上への取り組みについて」それぞれの「３．計

画書等」において，「（１）事前の意識合わせ実施 目次，概要レベルで

京都市様との意識合わせを行い，内容，記載レベル等に齟齬がない様に

致します。」との記載があるとおり，その作業品質の水準に関する認識は，

京都市のそれと大きく乖離していたことが伺える。 

 

 認識の相違及び受託事業者の作業品質に基づく各種テストの計画書策ウ

定の遅延 

 本プロジェクトの初期段階においては，京都市は受託事業者に個々の

成果物に対する品質が不十分である旨の指摘を度々行っているものの，

受託事業者はこれに対して，京都市が要求していた水準を満たした作業

ができておらず，その初期作業の品質は低かった。 

 その具体例としては，パイロットテスト計画書の承認要件であるプレ

パイロットテストの結果報告における不備がある。関係資料によれば，

受託事業者は，京都市に対して，パイロットテスト計画書を提出し，平

成２８年５月１９日に，その承認を受けていた。しかしながら，受託事

業者が，京都市に対して，平成２８年６月１４日に提出したプレパイロ

ットテストの結果報告に，未納品のプログラムがある，あるいはテスト

したものと異なるプログラムが納品されている等のシステム開発業者か

らすれば，基礎的ともいえるレベルの不備が指摘されており，これらを

含む指摘事項に対応した結果，平成２８年７月１４日には，受託事業者

からプレパイロットテストの再実施が提案される等，その承認作業に手

戻りが生じた。このようなプレパイロットテストの結果報告の承認の遅

れにより，パイロットテスト計画書は，平成２８年８月１８日に至り，

ようやくその内容が承認されたことが認められる。 

 これに限らず，各種資料から読み取ることができる経緯に照らし，品

質問題に起因してしばしば遅延が生じていることは明らかであるし，受

託事業者自身も，平成２８年８月１２日付「京都市様プロジェクト課題

への対応」において，京都市の指摘に対し，「成果物あるいは資料として

の中身，体裁に不備が多い。（中身のレベル，タイトル，作成日等の欠落

等）」，「指摘事項への対応に終始してしまっている。（理解しやすい記述，

付随の課題との関連性記述など）」と認めているところである。 

 このような作業品質の低い成果物の提出が相次いだことが，京都市の

受託事業者の作業品質に対する不信感を生じさせ，プレパイロットテス

ト及びパイロットテストの計画書の度重なる修正とレビューを招き，ひ

いては，平成２８年５月３１日の段階でも，パイロットテスト計画書が

承認されていないとの状況を生じさせ，本プロジェクト全体の作業が遅

延することとなった。 
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 そして,各テスト計画書の策定作業に受託事業者が人員を割くことなっ

た結果，当初の想定以上に，その作業工数を圧迫していたことについて,

当事者の認識は一致するところである。その一方で，受託事業者は，品

質問題が遅延に直結している旨の確認事項は記録にもなく，また，現在，

テストデータによる検証不足を除き，受託事業者の作業に関して遅延に

直結する品質問題があるとの指摘もない旨の認識を示しているものの，

上記の関係各証拠に照らせば，受託事業者の上記主張には首肯しがたい｡ 

 

 コミュニケーション不足の遅延への影響 エ

 コミュニケーション不足 (ｱ)

 本プロジェクトにおける円滑な開発の進捗のためには，開発受託事

業者である受託事業者が主導することによって，本プロジェクト開始

当初から，品質に関する認識の相違を積極的に解決することが必要で

あり，かつ，十分なコミュニケーションが実施されていれば，解決が

可能であった性質のものと考えられる。 

 しかし，本件においては，十分なコミュニケーションが確保されな

かったことから，作業品質に関する認識の相違が解消されず，むしろ，

京都市の受託事業者に対する作業品質の不信感は日に日に増し，その

成果物に対するレビューがより厳格なものとなる一方，受託事業者は，

かかる京都市の品質に対する要求が，京都市のウォーターフォール型

開発形式への固執にあると誤解するようになり，両者の相互理解が阻

害される状況となったものと考えられる。 

 

 単体テストの要否に関する認識の相違 (ｲ)

 このような両者の品質管理に関する認識の齟齬は，特に，単体テス

トの要否という形で先鋭化した。 

 すなわち，京都市は，受託事業者の品質に対する不信感を背景に，

プロジェクトの品質担保のためには，プログラムごとに全ロジックを

網羅するテストパターンを用意し，想定された結果が得られるか否か

を確認するホワイトボックス的な手法を取ることが必要であると考え，

仕様書どおり単体テストを要求した。 

 他方，受託事業者は本番データを使用して試験を行い，現行システ

ムと，新システムとの間で結果が一致していれば足りるとのブラック

ボックス的な手法により開発を進めるべきとの認識を有していた。 

 このような品質管理・担保に関する認識の相違は，平成２８年４月

と７月に協議の対象となったものの，受託事業者から具体的な品質担

保のあり方について十分な説明がなされた形跡はなく，平成２８年１

２月の説明を経て，ようやく京都市の理解を得るに至ったことが伺わ

れる。 

 このように，単体テストの要否について，長期にわたって認識の相

違を解消しなかったことは，当事者間の信頼関係を損ない，また，本

プロジェクトの遂行の遅延に少なからず影響したものと考えられる。 
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 受託事業者に期待されていた役割 (ｳ)

 専門家へのヒアリングによれば，マイグレーション開発では，その

性能を比較検証テストで評価することが一般的であり，品質管理・担

保の手法として，ウォーターフォール型の開発に見られるような単体

テストを実施する必要は必ずしもないとのことである。 

 そのため，マイグレーション開発において，単体テストは必須のプ

ロセスではないとの受託事業者の認識自体が不当なわけではない。 

また，このような観点からは，仕様書上の「単体テスト」との記載は，

「コンバージョン方法によって効率性を考慮したものとするとともに」

との記載があることを考慮したとしても，ウォーターフォール型開発

の品質管理手法を念頭に置いたものであったと考えられる。 

 受託事業者は，かかる認識に基づき，京都市に対し，「本番データ

（正常系データ）を使用し，その結果が現システムと新システムで一

致すること」をもって足りる旨説明し，各種テストの開始条件の厳格

なレビュー実施の見直しを求めたものと認められる。 

 しかし，仕様書上，単体テストが受注者の義務として明記され，仕

様書を精査するとともに，質問等を行う機会を与えられたうえで本件

における受託契約が締結されている以上，契約上，単体テストを実施

することが受託事業者の義務であったことは否定できない。 

 また，マイグレーション開発に精通した開発者としては，仕様書に

記載された単体テストの考え方が，マイグレーション開発に係る専門

的な知識の不足から生じている可能性があって，開発業務を遂行する

うえで課題となり得ることは，契約以前より容易に想定できたと考え

られる。 

 特に，ウォーターフォール型のスクラッチ開発においては，上流工

程における品質の問題が下流に進むにしたがって深刻な問題となり，

手戻りなどによるコスト増加や遅延の原因となることが多いことはシ

ステム開発における常識であるところ，京都市がそのような常識に基

づいて仕様書を作成している可能性があることに鑑みれば，なるべく

早い段階で十分な説明を尽くさなければ単体テストを放棄することに

同意しないであろうことは，システム開発業者であれば容易に想像で

きたはずである。 

 現に，本件において，受託事業者は，京都市がマイグレーション開

発に対する専門的な知識の不足に起因して単体テストが必要であると

誤解していると考えていた。 

 このような前提のもとでは，受託事業者としては，契約上の義務と

されている単体テストを回避しようとするのであれば，京都市に対し，

契約後速やかに，マイグレーション開発とその品質担保の考え方を十

分に説明したうえで，京都市が求めていたレベルの単体テストを必ず

しも実施する必要がなく，比較検証テストあるいはその他の手段によ

り品質の担保が可能であることを事前に納得させ，合意を形成してお

くべきであったといえる。 
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 他方，京都市としては，単体テストの目的は自治体に求められる高

度の品質担保にあると考えていたものの，受託事業者から詳細な説明

がなされた後に最終的に合意に至っているとおり，単体テストが品質

管理の手段として絶対であるとまでは考えていなかったことが伺われ

るから，受託事業者が上記説明を適切な時期と方法で行えば，早期に

合意が得られた可能性が高い。 

 それにもかかわらず，受託事業者は，平成２８年４月及び７月の協

議を経ても京都市との間における認識の齟齬が解消していない状況に

おいて，平成２８年１１月１０日に京都市に申し出て，同年１２月８

日に説明を実施するまで，マイグレーション開発の手法について十分

な認識の擦り合わせを行おうとしたとは認められず，この点で，開発

受託者に求められる委託者とのコミュニケーションについて，深刻な

欠如があったといえる。 

 

 小括 オ

 以上のとおり，検討委員会は，プレパイロットテスト及びパイロット

テストの遅延が本プロジェクトの根本的な遅延原因であると判断する。 

 プレパイロット及びパイロットテストは，比較検証テストの前工程と

して位置付けられるところ，受託事業者は，この工程に長時間を要した

ために，当初平成２８年５月で計画されていた比較検証テストへの正式

着手が平成２８年１１月まで遅延していることが認められる。 

 プレパイロットテスト及びパイロットテストの遅延については，平成

２８年４月１２日頃の文字コード変換ツールの不具合，平成２８年３月

頃からの外部ＡＣＯＳ環境のセットアップに関する議論等の影響もある

ものの，その主たる遅延原因は，京都市と受託事業者との間の，本プロ

ジェクト全体についての品質管理・担保に関する認識の相違にある。す

なわち，京都市と受託事業者との間の合意が形成されない状況において，

受託事業者から作業品質の低い成果物が提出され続けたことを背景に，

京都市の受託事業者の作業品質に対する不信感が嵩じ，計画書の修正・

レビューの繰り返しにつながったものと認められる。 

 そして，その後の受託事業者による説明不足等に起因する当事者間の

不十分なコミュニケーションが，単体テストの要否において先鋭化した

が，受託事業者は，単体テストによらずに品質確保を図ることが可能で

あることを平成２８年１２月に至るまで十分に説明せず，その結果，単

体テストを実施しないことについて京都市の同意を得られなかったこと

から，プレパイロットテスト及びパイロットテストの実施をさらに遅延

させることとなった。 

 

 比較検証テストの遅延原因 (3)

 検討委員会の分析 ア

 上述のように，検討委員会は，比較検証テストの遅延は，本プロジェ

クトの遅延の根本原因とまではいえないが，遅延の拡大原因となったと

考える。 



第４部／第４ 遅延原因の検討 

(3)比較検証テストの遅延原因 

- 73 - 

 すなわち，仕様書では，比較検証テストには，平成２８年５月１日か

らこれに着手し，約４箇月の期間を要することが想定されていたところ，

受託事業者が正式に着手したのが平成２８年１１月４日であったことに

照らせば，仮に比較検証テストが全くトラブルなく遂行されていたとし

ても，その完了は，平成２９年３月頃となり，かつ，それ以降もオンラ

イン処理との連携テスト等後続するテスト等に１箇月以上の期間を要す

ると見込まれることからすると，やはり，本プロジェクトの遅延を避け

ることができなかったであろうことは明白である。 

 そして，プレパイロットテスト及びパイロットテストのみならず，比

較検証テストそれ自体についても，その作業が遅延していたことが認め

られる。すなわち，受託事業者は，平成２８年８月には，比較検証テス

トへの着手を平成２８年９月と予定していたところ，正式に着手できた

のは平成２８年１１月４日であり，おおよそ２箇月のスケジュール遅延

が認められる。 

 かかる比較検証テストの着手の遅延原因としては，その責任の所在は

別論として，受託事業者が，外部ＡＣＯＳ環境に用いるテストデータの

コード変換・マスキング作業をスケジュールどおりに実施するに足る十

分な人的リソースを配置することができなかったことに加えて，ファイ

ルレイアウト（コピー句）情報の調査を同時期に実行したことにより，

さらに人的リソースが枯渇したことにあると考えられる。 

 これら作業の実施によるスケジュールの遅延については，当事者間に

おいて早期に十分なコミュニケーションが行われていれば是正できた可

能性があるものの，比較検証テスト着手準備の段階においても，京都市

及び受託事業者との間のコミュニケーション不足に起因する役割分担の

認識の相違は依然として存在していたことから，現実には，解決される

には到らなかった。 

 なお，比較検証テストの実施に際して，受託事業者は，京都市からの

提供情報のみからでは，本件基本情報を十分に把握できておらず，また，

その所在に関する京都市との認識違いもあいまって，その提供を巡る京

都市とのやり取りが，その後の比較検証テスト実施の遅延を拡大させた

という側面は否定できない。 

 もっとも，本件基本情報については，仮に，京都市からの提供資料に，

本件基本情報が網羅されていなかったとしても，受託事業者が容易にそ

の欠落を把握することができ，かつ，その把握に努めるべきであったと

認められる。特に，プレパイロットテスト及びパイロットテストを当初

スケジュールどおり実施できていれば，本件基本情報の所在に関する認

識を，比較検証テストが開始予定であった平成２８年５月時点までには

合致させることができ，適切な対応によって遅延を回避できた可能性が

ある。 

 そのため，受託事業者が本件基本情報を完全に把握できなかったこと

は，遅延との因果関係という観点からは，既に生じた遅延の拡大要因と

位置付けられる。以下説明する。 
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 外部ＡＣＯＳ環境でのテスト準備の遅延への影響 イ

 外部ＡＣＯＳ環境を用いたテスト (ｱ)

 第４部・第４・２で述べたとおり，比較検証テストは，現行システ

ムにおける一括処理の実行結果と，新システムにおける一括処理の実

行結果を比較検証することで，マイグレーション開発の成果物の品質

を検査するためのテストである。 

 そのため，最終的には，京都市が現在使用中の本番ＡＣＯＳ環境を

用いてテストを実施する必要があるものの，パイロットテスト及び比

較検証テストの段階では，受託事業者が用意した外部ＡＣＯＳ環境を

用いて，必要な各種テストを行うことについて，京都市及び受託事業

者は合意していた。そして，関連資料によれば，その具体的な工程と

しては，以下の手順を想定していたことが認められる。 

① 本番ＡＣＯＳから本番データを抽出する。 

② ①で抽出した本番データを京都市環境の外に出せるようにする

ため，コード変換及びマスキング処理を本番データに対して行

う。 

③ ②の処理を行った本番データを用いて，テスト用データを外部

ＡＣＯＳ環境及びマイグレーション後の環境のそれぞれで作成

する。 

④ ③のテスト用データを用いて，外部ＡＣＯＳ環境及びマイグレ

ーション後の環境のそれぞれで一括処理を実行する。 

⑤ ④で得られた処理結果を比較し，相違がないことを確認する。 

 

 本番データの抽出 (ｲ)

 上記のうち①本番データの抽出については，受託事業者の提案を受

けて，京都市と受託事業者との間において，受託事業者が特定したあ

る時点，具体的には，平成２８年８月１２日時点における本番データ

の抽出が合意されたことが認められる。 

 もっとも，ヒアリング結果によれば，工程管理支援事業者からはあ

る特定時点のみにおける本番データの抽出については，実効性のある

比較検証テストの実施との観点からは疑問が呈されていたところであ

り，また，結果として，かかる特定時点の本番データを使用した外部

ＡＣＯＳ環境におけるテストの実施が，環境設定が適切にできなかっ

たことにより，断念されたことに照らせば，そもそも，かかる特定時

点の本番データを前提とした比較検証テストの実行それ自体が，必ず

しも適切ではなかった可能性もあるところである。 
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 コード変換及びマスキング作業並びにファイルレイアウト（コピー(ｳ)

句）情報の調査による受託事業者の人的リソースの圧迫 

 ある特定時点の本番データを使用することの適否はさておき，いず

れにせよ，上記②コード変換及びマスキング作業，さらにはファイル

レイアウト（コピー句）の調査作業により，受託事業者の人的リソー

スが圧迫された結果，平成２８年１１月まで，比較検証テストへの着

手が遅延したことには，当事者間に特段の争いはなく，また，関連資

料の記載からも明らかである。 

 すなわち，比較検証テストの準備段階である平成２８年８月１２日

時点において，受託事業者は，京都市に対して，本番データ抽出後の

コード変換及びマスキングを行う際にコピー句が不明なファイルがあ

ることを課題として報告している。 

 そして，平成２８年９月１５日付「文字コード変換，マスキング作

業の課題と対応策」において，受託事業者は，京都市に対して，①フ

ァイルレイアウト（コピー句）の調査に時間がかかっており，また，

②マスキングの準備・確認作業を手順どおりに行うと，京都市，受託

事業者共に多大な作業量が必要となる旨説明している。そのため，当

該時点においては，受託事業者の作業リソースが，ファイルレイアウ

ト（コピー句）情報の調査と，マスキング作業の両方に割かれていた

ことがわかる。 

 もっとも，受託事業者が求めていたファイルレイアウト（コピー句）

情報については，平成２８年９月３０日に受託事業者が，京都市に対

して，提供依頼をした２営業日後の平成２８年１０月４日にはその大

部分が提供されており，短期間での調査が可能であったことや，同月

１３日には京都市との合意によりその調査が不要となったことに照ら

せば，当該調査の実施により受託事業者の人的リソースが圧迫された

ことは事実であるものの，その影響は限定的であったと評価すること

ができる。 

 むしろ，検討委員会としては，コード変換及びマスキング作業の実

施に困難を極めたことが，比較検証テストへの着手の実質的な遅延原

因であったものと考える。このことは，平成２８年１０月６日及び同

月１３日のプロジェクト状況報告書における「コピー句の問題より，

コード変換，マスキング作業に遅延がある」旨の受託事業者の認識と

も合致するところである。 

 このように，比較検証テストへの着手が平成２８年９月からさらに

２箇月遅延した原因は，受託事業者が，外部ＡＣＯＳ環境に用いるテ

ストデータのコード変換及びマスキング作業をスケジュールどおりに

実施するに足る十分な人的リソースを配置することができなかったこ

とに加えて，ファイルレイアウト（コピー句）情報の調査を同時期に

実行したことにより，さらに人的リソースが枯渇したことにあると考

えられる。 
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 一括処理の実施 (ｴ)

 ヒアリングにおいて，受託事業者は，京都市が，同社の外部ＡＣＯ

Ｓ環境において④一括処理を行うために必要なテスト用パラメータ仕

様を提供しなかったことが，比較検証テスト実施の遅延の原因であっ

たとの認識を示しているものの，具体的にどのようなデータが提供さ

れなかったことが遅延につながったのかが明らかにされず，その提供

の有無が本プロジェクトの遅延に影響したとは認めがたい。 

 

 役割分担に対する認識の相違と相互理解のプロセスの欠落 ウ

 本プロジェクトにおける役割分担一般に関する理解の相違 (ｱ)

 京都市が作成した調達仕様の作業範囲は広いのに対し，受託事業者

は，自らの義務の範囲をマイグレーション作業のみであり，ファイル

レイアウト（コピー句）の調査等の前提作業を含まないものと限定的

に捉えている。このような認識の食い違いが，前述のヒアリング結果

からも明らかであるように，個別の役割分担に関する当事者の認識の

ずれにつながったものと思われる。 

 このような場合，プロジェクト・マネジメント義務を負う受託事業

者としては，自ら負担すべき契約上の義務を，仕様書の記載から客観

的に画定するとともに，なお作業範囲の意識に相違が残るのであれば，

京都市との間で，開札後速やかに，意識の擦り合わせを行うべきであ

った。 

 しかし，本件では，そのような擦り合わせはなされないまま，契約

が締結されているため，法律上は，仕様書に記載されたとおりの契約

が締結されたものと認められる。 

 

 比較検証テストにおける具体的役割分担に関する認識の相違 (ｲ)

 このように，本件では，受託事業者が負う契約上の義務は仕様書の

記載によって画定されるべきであるところ，京都市と受託事業者との

間には，比較検証テストにおける具体的な役割分担について，認識の

相違が認められる。 

 具体的には，①ファイルレイアウト（コピー句）の調査，②ＪＣＬ

起動パラメータ提供及び③テストデータ準備のためのマスキング作業

のそれぞれについて，少なくともヒアリング段階においては，京都市

は，受託事業者が行うべき業務であると回答しているのに対し，受託

事業者は，これを京都市が行うべき業務であった旨回答している。 

 これに対して，実際の開発過程においては，京都市は，パイロット

テストまでは上記の各業務に積極的に協力をしていたものの，比較検

証テストでは，受託事業者にこれを実施することを求めていた。他方，

受託事業者は，資料上認められる限り，平成２８年９月２９日には，

③マスキング作業が，スコープ外であるとの主張をし始め，また，①

ファイルレイアウト（コピー句）の調査及び②ＪＣＬ起動パラメータ

提供についてもスコープ外であることを示唆する等，京都市がこれを

実施するとの前提に立っており，やはり，その認識は一致していない。 
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 この点，③マスキング作業については，平成２８年１０月４日付

「比較検証テスト計画書（１．１版）」において，「マスキング実行」

が受託事業者の役割分担とされていることに照らせば，受託事業者と

しても，少なくとも現場レベルでは，マスキング作業を自己の作業ス

コープと捉えていた可能性がある。しかしながら，平成２８年１０月

２０日には受託事業者が改めて，上記①ないし③の各作業がスコープ

外であると主張し始めたことに照らせば，同日時点で，受託事業者と

京都市との間の見解の対立が顕在化したものと認められる。 

 このように，作業スコープに対する見解の対立が生じる一方，平成

２８年１０月２７日に至っても，ファイルの排他制御という，パイロ

ットテストで判明した極めて基本的な問題について対応がなされてい

なかったことが発覚するなど，品質担保の面において京都市の不信感

を募らせる事態も継続しており，この時点において，両者の信頼関係

は相当程度破綻していたことが伺える。そのため，それ以降に，当事

者間において十分な対話の機会を設け，コード変換やマスキング作業

等において生じた比較検証テストへの遅延原因に対する是正措置をと

ることは困難であったと考えられる。 

 

 認識の相違による遅延の回避可能性 (ｳ)

 そこで，作業スコープについて見解の対立が生じるに至った経緯を

見るに，遅くとも，平成２８年７月１４日の時点では，京都市と受託

事業者の双方が，①ファイルレイアウト（コピー句）の調査及び③マ

スキング作業のいずれについても，受託事業者のスコープ内の作業で

あると認識していたことが認められる。 

 すなわち，上述のとおり，受託事業者は，自らが管理していたＷＢ

Ｓについて，受託事業者が主体となって実施する作業のみを記載して

いると説明するところ，平成２８年７月１４日時点のＷＢＳである

「ＷＢＳ＿ＢＡＤ＿２０１６０７１４」の項目「ＷＢＳＮｏ．１５－

５」を展開すると「コピー句の準備」及び「マスキング」との記載が

ある。 

 平成２８年７月７日時点のＷＢＳである「ＷＢＳ＿ＢＡＤ＿２０１

６０７０７」には「ＷＢＳＮｏ．１５－５」が存在しないことから，

それ以降に追加されたことが推認され，受託事業者が，同日以降平成

２８年７月１４日までの間に，ファイルレイアウト（コピー句）の調

査及びマスキング作業が，そのスコープ内業務であったとの認識を有

するに至ったことが認められる。 

 このことは，平成２８年８月２５日付の議事録において，「課題 

Ｎｏ．８２ 不明 ＣＯＰＹ句への対応について… 残り不明 ＣＯ

ＰＹ 句についてデータを確認し ＣＯＰＹ句を作成していくことで

対応方針が確定したため，本件をクローズとする。（ＳＹＳ）」，

「課題 Ｎｏ．８４ マスキング作業担当について…・マスキング作

業受託事業者が実施する。 そのため本課題をクローズする。（ＳＹ

Ｓ）」との記載があることからも裏付けられる。 
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 以上のとおり，遅くとも平成２８年７月１４日時点で，①ファイル

レイアウト（コピー句）の調査及び③マスキング作業に関する比較検

証テストにおける役割分担については，受託事業者と京都市との間に

おいて認識の一致があったものと考えられるから，平成２８年９月ま

でに当事者間に十分なコミュニケーションが行われ，作業内容の見直

し等の協議ができれば，比較検証テストの着手の遅延を未然に防ぐこ

とができた可能性は否定できない。 

 また，仮に①ファイルレイアウト（コピー句）の調査あるいは③マ

スキング作業について，両者の間に認識の相違があったとしても（い

ずれにせよ②ＪＣＬ起動パラメータ提供については，認識の相違があ

った可能性を否定できない。），プロジェクト・マネジメント義務を

負う受託事業者としては，仕様書によって広範な義務を負担している

ことを前提として，契約の内容を精査のうえ，その内容を前提に意識

の擦り合わせを行い，遅延回避のための具体的方策を示して解決に努

めるべきであったところ，このような相互理解に向けたプロセスの欠

落が，当事者間の認識の齟齬を招き，具体的な遅延の回避策の実施が

できない状況を結果として招いたものと考えられる。 

 

 本件基本情報の提供を巡る問題 エ

 問題の所在及び遅延への影響 (ｱ)

 京都市は，受託事業者に対して，平成２８年２月１８日に２月提供

資料を提出している。また，京都市は，受託事業者に対して，契約直

後に「前工程の成果物」すなわち，平成２６年度システム分析の成果

物の一部を開示しているものの，「データ項目一覧」については，平

成２９年１月１１日まで提供できていなかった。  

 少なくとも受託事業者の認識によれば，比較検証テストの実施に際

しては，上記京都市から提供を受けた各資料からは，本件基本情報を

十分に把握できていなかったことが認められ，その提供を巡る京都市

とのやり取りが，比較検証テストへの着手のみならずその実施自体の

遅延を拡大させたという側面は否定できない。 

 もっとも，以下説明するとおり，かかる事情は，遅延との因果関係

という観点からは，既に生じた遅延の拡大要因と位置付けられるもの

の，本プロジェクトの根本的な遅延原因と解することはできない。 

 

 受託事業者による確認 (ｲ)

 本件基本情報は，①ファイルレイアウト（コピー句）及び②ＪＣＬ

起動パラメータ等の基本情報を意味する。 

 そして，②ＪＣＬ起動パラメータについて，受託事業者は，これを

②－１テスト用パラメータ仕様あるいは②－２現行システムパラメー

タと捉えているところ，②－１については，具体的にどのようなデー

タが提供されなかったことが遅延につながったのかは明らかにされて

おらず，その提供の有無が本プロジェクトの遅延に影響したとは認め

がたいことは既に述べたとおりである。 
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 他方，①ファイルレイアウト（コピー句）及び②－２現行システム

パラメータの各情報は，本プロジェクトにおいて，比較検証テストを

行うために必要な情報であったことが認められる。 

 この点，京都市は，受託事業者に対して，平成２８年２月１８日に，

２月提供資料を提出しているところ，受託事業者は，２月提供資料の

みでは，①ファイルレイアウト（コピー句）及び②－２現行システム

パラメータの各情報を把握するためには不十分であると認識している

のに対し，京都市は，２月提供資料が必ずしも網羅的ではないものの，

調査の端緒となり得る情報については十分に記載されていることから，

この資料に基づいて受託事業者において自ら調査することが可能であ

り，かつ，調査が困難であれば，京都市に対してヒアリングをすれば

解決可能であったと認識していたものと認められる。 

 本件基本情報については，受託事業者，そして京都市も，遅くとも

平成２８年９月の時点では比較検証テストに必須であったと認識して

いたことが認められるものの，他方において，プロジェクト開始当初，

特に平成２８年２月時点において，京都市がその重要性を十分に認識

していなかった可能性は否定できず，検討委員会としては，上記資料

が網羅性の観点から十分であったとの確証までは得られていない。 

 しかし，仮に上記資料が不十分であったとしても，それが提供され

たのは平成２８年２月１８日であったことに鑑みれば，受託事業者に

は，そこに必要な情報が網羅されているかを検証する十分な時間があ

った。 

 また，２月提供資料の提供を受けた後，遅滞なく，その内容を検証

し京都市への照会を行えば，平成２６年度システム分析の結果がマイ

グレーション開発において必要となる資料を網羅するものではなかっ

たことや，京都市からの提供資料の中には，少なくとも同社が必要と

していた水準では，本件基本情報が含まれていなかったことを容易に

知り得たと考える。 

 そうであれば，プロジェクト・マネジメント義務を負う受託事業者

としては，平成２６年度システム分析の結果に依存しようとするので

はなく，適時に，ファイルレイアウト（コピー句）及び現行システム

パラメータ等の情報が比較検証テストにおいて必須であることを京都

市に対して伝達し，その対処を求めるべきであったといえる。 

 このような適切な対応がなされた場合，関係資料に照らせば，①フ

ァイルレイアウト（コピー句）については，約３００件を２営業日程

度で調査が可能であり（この点，２０人月を要したとの受託事業者の

認識を基礎付けるのに十分な根拠は見当たらない。），また，②－２

現行システムパラメータについても，現行システムの日々の運用に必

要な情報であることから，適切な要求があれば，京都市においてこれ

を速やかに提供可能であったことが認められる。 

 そのため，２月提供資料において，本件基本情報が網羅されていな

かったとしても，その事実が比較検証テスト，ひいては本プロジェク

ト全体の根本的な遅延原因となったと評価することはできない。 
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 平成２６年度システム分析及び「前工程の成果物」について (ｳ)

 マイグレーション開発においては，現行システムの機能要件の分析

は必ずしも必要な情報ではなく，むしろ，マイグレーション開発業者

において，独自に，コンバージョンを行ううえで必要となる情報を取

得するための分析を行うことが必要と考えられる。 

 この点，本件において実施された平成２６年度システム分析は，機

能要件の分析を対象とし，例えば，その調達仕様書によれば，「現行

システム分析」は，あくまでも利用するデータ項目を「概念」として

抽出するものであり，その項目について型や長さ等の詳細を定義する

ことまでは求めていないこと，成果物サンプルの説明においては，

「基本的に現行の汎用機のシステムのファイルレイアウトを元にして

概念データモデルを作成する。」とはしているものの，「作成に際し

ては，汎用機での実装上の都合で付加されている項目や，固定レコー

ド長フォーマットであることから起因するデータ構造などを排除し，

純粋にデータ項目間の関係性を表現する形に改める。」と記載されて

いることに照らせば，受託事業者が，その結果について十分な提供を

受けていなかったとしても，かかる事実が，パイロットテスト又は比

較検証テストの着手の主要な遅延原因となったとは考えにくい。 

 また，受託事業者が平成２６年度システム分析の結果の不足を問題

とし始めたことを資料上確認できるのは，平成２８年１２月頃のこと

であるが，受託事業者は，それ以前から，随時，ファイルレイアウト

（コピー句）及びＪＣＬ起動パラメータ等の情報の提供を求めていた。 

 加えて，平成２６年度システム分析の未提出を問題とし始めた後の

平成２８年１２月８日付受託事業者作成文書によれば，同社は，本プ

ロジェクト開始直後に，京都市より，平成２６年度システム分析の成

果物を受領しており，また，ヒアリングによれば，受託事業者は，京

都市から，開発スタート後，遅くとも，平成２８年２月頃から，現行

システム関連の資料が提供されていたとの認識を有していたことが認

められる。 

 つまり，京都市から提供されていたこれらの情報が，客観的に平成

２６年度システム分析の結果をそのまま提出したものであったか，あ

るいは，「前工程の成果物」に該当するものであったか否かはさてお

き，受託事業者において，適時に京都市からの提供資料の不足情報の

洗い出しを行い，自らが開発に必要とする情報を具体的に特定したう

えで，適宜追加の情報提供を求めることが可能な状況にあったといえ

る。 

 仮に，この段階において不足情報を洗い出した結果，受託事業者に

おいて，平成２６年度システム分析の結果が比較検証テストに必要な

資料であると考えたのであれば，早期にその提出を求めれば足りるこ

とであり，また，京都市としては，受託事業者から明示的に求められ

れば，その提供は極めて容易であったといえる。 
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 以上からすると，京都市は早期に平成２６年度システム分析の結果

を提供しておらず，そのため，形式上は，契約上の義務の早期履行を

怠っていたことは否めないものの，実質的に開発に必要な情報の提供

はなされており，また，平成２８年１２月に至るまでこの点が問題と

されたこともなかったから，平成２６年度システム分析の結果が提出

されなかった事実と本プロジェクトの遅延との間に因果関係はないと

考えられる。 

 

 移行対象ファイルの確定 オ

 受託事業者は，京都市が「移行対象ファイルの最終的な確認及び承認」

を先送りしたため，開発遅延の原因となった旨の認識を示しているもの

の，関連資料からは，かかる認識を基礎付ける事実を確認することがで

きず，したがって，本プロジェクトの遅延との因果関係はないと考えら

れる。 

 

 小括 カ

 以上のように，検討委員会は，比較検証テストの遅延は，本プロジェ

クトの遅延の根本原因とまではいえないが，遅延の拡大原因となったと

考える。 

 すなわち，仕様書では，比較検証テストには，平成２８年５月１日か

らこれに着手し，約４箇月の期間を要することが想定されていたところ，

受託事業者が正式に着手したのが平成２８年１１月４日であったことに

照らせば，仮に比較検証テストが全くトラブルなく遂行されていたとし

ても，その完了は，平成２９年３月頃となり，かつ，それ以降もオンラ

イン処理との連携テスト等後続するテストに１箇月以上の期間を要する

と見込まれることからすると，やはり，本プロジェクトの遅延を避ける

ことができなかったであろうことは明白である。 

 そして，プレパイロットテスト及びパイロットテストのみならず，比

較検証テストそれ自体についても，その作業が遅延していたことが認め

られる。すなわち，受託事業者は，平成２８年８月には，比較検証テス

トへの着手を平成２８年９月と予定していたところ，正式に着手できた

のは平成２８年１１月４日であり，おおよそ２箇月のスケジュール遅延

が認められる。 

 かかる比較検証テストの着手の遅延原因としては，その責任の所在は

別論として，受託事業者が，外部ＡＣＯＳ環境に用いるテストデータの

コード変換・マスキング作業をスケジュールどおりに実施するに足る十

分な人的リソースを配置することができなかったことに加えて，ファイ

ルレイアウト（コピー句）情報の調査を同時期に実行したことにより，

さらに人的リソースが枯渇したことにあると考えられる。 
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 これら作業の実施によるスケジュールの遅延については，当事者間に

おいて早期に十分なコミュニケーションが行われていれば是正できた可

能性があるものの，比較検証テスト着手準備の段階においても，京都市

と受託事業者との間のコミュニケーション不足に起因する役割分担の認

識の相違は依然と存在していたことから，現実には，解決されるには至

らなかった。 

 なお，比較検証テストの実施に際して，受託事業者は，京都市からの

提供情報のみからでは，本件基本情報を十分に把握できておらず，また，

その所在に関する京都市との認識違いもあいまって，その提供を巡る京

都市とのやり取りが，その後の比較検証テスト実施の遅延を拡大させた

という側面は否定できない。 

 もっとも，本件基本情報については，仮に，京都市からの提供資料に，

本件基本情報が網羅されていなかったとしても，受託事業者が容易にそ

の欠落を把握することができ，かつ，その把握に努めるべきであったと

認められる。特に，プレパイロットテスト及びパイロットテストを当初

スケジュールどおり実施できていれば，本件基本情報の所在に関する認

識を，比較検証テストが開始予定であった平成２８年５月時点までには

合致させることができ，適切な対応によって遅延を回避できた可能性が

ある。 

 そのため，受託事業者が本件基本情報を完全に把握できなかったこと

は，遅延との因果関係という観点からは，既に生じた遅延の拡大要因と

位置付けられる。 

 

 上記各遅延原因に共通する背景要因 (4)

 検討委員会の分析 ア

 上述のとおり，本プロジェクトは，プレパイロットテスト及びパイロ

ットテスト並びに比較検証テストのいずれの段階においても遅延してい

るところ，両テストに共通する，プロジェクト全体の遅延原因としては，

受託事業者の契約上の義務についての認識の甘さ，プロジェクト・マネ

ジメント義務を負う開発受託事業者として，プロジェクトを進捗させる

ために契約上なすべき各種説明や調整といったコミュニケーションの不

十分さ，早期に課題を洗い出し，解決しようとする姿勢の欠如がある。

以下説明する。 

 

 プロジェクト管理に関する問題点 イ

 プロジェクト・マネジメントに対する意識 (ｱ)

 本プロジェクトにおいては，仕様書内に納期が記載され，その仕様

書に基づき「調達業務の遂行を計画して実施する」（仕様書１７頁）

プロジェクト管理作業が明記されている。また，「受託者と本市間で

密にプロジェクトの状況を共有しながら遂行する」（仕様書１７頁）

との記載もある。 
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 このような規定がある場合，受託事業者には納期に遅延することな

く仕様書に記載された作業項目を遂行するため，委託者と意思疎通を

密にしながらプロジェクト・マネジメントを行う義務があるといえる。 

 他方，受託事業者は，作業範囲をマイグレーション作業のみであり，

ファイルレイアウト（コピー句）の調査等の前提作業を含まないもの

と限定的に捉え，また，「納期に間に合わせることがプロジェクトマ

ネージャの義務と書かかれていない。プロジェクト・マネジメント義

務を納期に間に合わせる全責任であるかのような捉え方は誤りであり，

受託事業者が，結果責任を負うものではない」旨述べている。 

 しかし，多くの開発が並行して行われる大型のプロジェクトにおい

て，個々の開発の納期遅延は全体の開発に影響し，重大なコスト増加

などの事態につながる可能性があるから，納期遵守の重要性は，開発

業者にとって常識に属することである。 

 また，仕様書の「受託者は，期限内に本書に定める要求を満たすシ

ステムを完成し，納品する責任を負うこと」（仕様書６頁）との記載

や，「１６ プロジェクト管理要件」「イ 受託者側の体制（役割と

条件）」中に「なお，全体的な要員の人数は指定しないが，納期に遅

れが生じないように十分な体制を構築し，作業にあたること。」（仕

様書４７頁）との記載からも，納期遵守が受託者のプロジェクト管理

上の責務とされていることに疑義はない。 

 さらに，入札時質問（Ｎｏ．５）には，質問として「遅延の発生す

る時期は平成３０年３月末でしょうか。その他の事務経費には主にど

のような費目が含まれるのでしょうか。」との質問に対して，「福祉

系のシステムについては，稼働時期は平成２９年１月を予定している

ので，それまでに必要なバッチ処理については，その稼働までに移行

できていなければ遅延が生じたとみなします。事務経費等については，

遅延したことによって本市が追加で対応しなければならなくなった作

業に係る費用等を考えています。」との回答があり，京都市が納期の

遵守を重要視しており，その不履行に際しては，受託者による費用負

担を求めていることがわかる。 

 これらの仕様書の記載や入札時における質問回答により，受託事業

者は，本プロジェクトにおける，履行期遵守の重要性について十分に

理解していたものと考えられ，また，理解をしてしかるべき状況にあ

ったといえる。 

 それにもかかわらず，本件プロジェクトの過程において，遅延原因

となったと考えられる課題について，早期に適切な協議がなされたと

は言い難い。 

 確かに，プロジェクト・マネジメント義務それ自体は善管注意義務

であって，結果責任を課すものではないが，契約上受託事業者に対し

て期待されていたプロジェクト・マネジメントに対する役割と，受託

事業者の意識との間には，深刻なかい離があったと考えられる。 
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 リスク分析の視点の欠落 (ｲ)

 受託事業者には，プロジェクト・マネジメント義務を負うマイグレ

ーション開発の専門業者として，自らが主体となって，開発上発生し

得るリスクの分析を行い，作業工期の見積及び必要な人員の配置等を

行うことが求められていた。 

 しかしながら，関連資料を見ても，受託事業者がかかる役割を十分

に果たしてきたとは評価し難い。 

 このようなリスク分析の視点の欠落を示す一例としては，現行シス

テム分析の要否がある。受託事業者は，検討委員会からの質問事項に

対して，「受託事業者の受注業務が現行システムの分析ではない以上，

大半が不明といった状況を前提としておりません。」，あるいは「プ

ロジェクト開始当初及び計画時点では，マイグレーションに必要な現

行システムの情報について改めて調査が必要であることが予見できな

かったため，当該情報が必要となる時点（パイロットテスト，比較検

証テスト）まで確認していませんでした。」と回答しており，自らが

現行システム分析を実施する必要が生じ得ることについて，リスクと

して考慮していなかったとの認識を示している。 

 しかしながら，専門家へのヒアリングによれば，マイグレーション

開発を前提とするプロジェクトでは，事業者ごとに分析の観点が異な

る等との事情により，現行システム分析の実施者と開発業者が異なる

場合には開発に必要な完全な情報の提供を受けることが難しいため，

マイグレーション開発業者が独自に分析結果の確認を行うべきである

ことが認められる。 

 特に，京都市の現行システムは，本プロジェクト開始に先立ち約３

０年にわたり段階的に機能追加や改修を繰り返しながら運用されてき

たシステムであるところ，このようなレガシーシステムにおいてファ

イルレイアウト（コピー句）情報などが必ずしも適切に管理されてい

ない可能性があることは，システム開発に携わる者にとっては，当然

に想起されてしかるべきであるから，受託事業者としては，その分析

を行うことが必要となり得るリスクを想定しておくべきであった。 

 このような，開発を進めるうえでの各種リスク分析の視点の欠落が，

それらリスクを想定した，十分な作業工期の見積及び必要な人員の配

置等を妨げたものと考えられる。 

 具体的には，受託事業者において，関係資料の精査を行い，また，

必要に応じて，京都市に対してヒアリングを行うことで，自ら現行シ

ステム分析を行い，本開発における作業工期の見積及び必要な人員の

配置等を行うことが，本プロジェクトをスケジュールどおりに進める

ために必要であったと考えられる。 
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 この点，受託事業者は，検討委員会からの質問事項に対して，

「『不明なファイルレイアウト』は，全体の中で一部の欠落がある場

合の作業内容であり，受託事業者の受注業務が現行システムの分析で

はない以上，大半が不明といった状況を前提としておりません。」，

あるいは「プロジェクト開始当初及び計画時点では，マイグレーショ

ンに必要な現行システムの情報についてあらためて調査が必要である

ことが予見できなかったため，当該情報が必要となる時点（パイロッ

トテスト，比較検証テスト）まで確認していませんでした。」と回答

しており，関係資料に照らしても，作業工数及びスケジュールの精査

を行った事実は認められない。 

 また，同様に，受託事業者は，オンライン系開発の結合・総合試験

に対するスケジュール上のリスクを十分に把握していなかったことが

認められる。 

 このような，作業工数及びスケジュールの精査作業の欠落，すなわ

ち，開発を進めるうえでのリスク分析の視点の欠落が，受託事業者に

よる課題の認識を妨げ，本開発の遅延の一因となったものと考えられ

る。 

 

 開発関連事業者の協力 ウ

 工程管理支援事業者・技術支援事業者の協力 (ｱ)

 京都市は，本プロジェクト遂行に当たり，長年にわたり現行システ

ムを保守・運用していた担当係長を専属で配置しており，また，その

支援のため，現行システムの保守運用業者を含む，システムの専門知

識を有する職員が必要に応じて協力する体制を確保し，対応してきた

と説明する。関係資料からも，テスト計画書や納品物等のレビューに

ついても，大半は１週間以内に返答しており，対面による打合せにお

いても，方向性，質問等に対する方針や対処法の提示・指示・回答も

その場で行っていることが伺われる。 

 他方において，受託事業者は，一般企業のレガシーシステムを対象

としたマイグレーション開発には経験があり，かつ，自治体でのクラ

ウド開発実証事業の開発経験もあるものの，自らがプロジェクト管理

を行う立場での自治体の業務の経験は必ずしも十分ではなかったこと

が伺われる。 

 そのため，京都市との間のコミュニケーションに問題が生じていた

ことや，これがスコープ外であったか否かは別論として，受託事業者

は，想定外の業務への対応をするために，十分な工数を確保すること

ができず，必ずしも適切にプロジェクト・マネジメントを行うことが

できない状況にあったといえる。 

 このような場合には，当事者間の協議のみに依存して本プロジェク

トを進めることは必ずしも十分ではなく，中立的な第三者（本件では，

技術支援事業者や工程管理支援事業者）の積極的な介入がより望まし

かったといえる。 
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 しかし，本プロジェクトにおいては，技術支援事業者及び工程管理

支援事業者のいずれも，必ずしも十分な監督権限を有しておらず，そ

のため，これら業者による状況改善は事実上困難であったことが認め

られる。現に，工程管理支援事業者については，全体の工程管理を行

っていたものの，その決定権限に関しては，他ベンダーと並列に位置

付けられ，いわゆるプライムベンダー（オープン化事業を一括請負し，

参入ベンダーを指揮監督する。）に相当する権限を有していなかった。

そのため，本プロジェクトの初期段階において，京都市及び受託事業

者に対して，遅延に対する危機感を共有していたものの，具体的な監

督権限に基づく抜本的な対策を打つことができなかったものと考えら

れる。（もっとも，オンラインシステム開発事業者との契約関係の解

消等開発体制の全面的変更を伴うプライムベンダーの導入は，現時点

で想定されるものではない。） 

 

 保守運用業者の協力 (ｲ)

 受託事業者は，本件基本情報の不足が，本プロジェクトの遅延原因

であることを前提としたうえで，これら情報については，受託事業者

が運用保守事業者と連絡を取ることができていれば得ることが可能で

あったと主張する。また，それが故に，平成２９年１月の作業再開に

際して，運用保守事業者からのファイルレイアウト（コピー句）の提

供が必要であるとし，京都市が，現行システムの保守運用業者である

運用保守事業者との間の調整作業を含む受託事業者による作業実施に

必要な技術的環境を整える必要があるとの認識を示している。 

 他方，受託事業者は，運用保守事業者に対するヒアリング等につい

ては費用がかかることを理由に，これまで実施できていないと述べて

いる。 

 しかしながら，本件基本情報については，２月提供資料において情

報が提供されており，したがって，その解明に運用保守事業者の更な

る協力が必要であったとの事情は認められない。 

 また，仕様書には「受託者は，本市の状況を踏まえて，移行方式を

検討し，移行計画を確定できるように，以下に示す作業を実施するこ

と。なお，現行システムからのデータ移行のためのデータの抽出は，

現行事業者が行う予定であるので，移行設計に当たっては，現行事業

者と綿密に協議をすること」（仕様書２６頁）と明記されており，現

行システム業者と連絡を取り，ヒアリングを実施することは，むしろ，

受託事業者の義務に属することとされている。 

 このような事情に照らせば，受託事業者において現行システム業者

からの情報の取得が必要であると考えたのであれば，それは受託事業

者自身の費用負担により，受託事業者自身が主導的に行うべきことで

あった。 
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 したがって，運用保守事業者より，現実の協力を得ることができた

か否かについては，そもそもそれが遅延の原因となったかという点で

疑義があり，また，仮に必要であった場合においても，協力を得られ

ていなかった原因は，受託事業者の契約上の義務に対する認識の不十

分さにあると考えられる。 

 

 小括 エ

 以上のとおり，本プロジェクトは，プレパイロットテスト及びパイロ

ットテスト並びに比較検証テストのいずれの段階においても遅延してい

るところ，両テストに共通する，プロジェクト全体の遅延原因としては，

受託事業者の契約上の義務についての認識の甘さ，プロジェクト・マネ

ジメント義務を負う開発受託事業者として，プロジェクトを進捗させる

ために契約上なすべき各種説明や調整といったコミュニケーションの不

十分さ，早期に課題を洗い出し，解決しようとする姿勢の欠如がある。 

 

 遅延原因の総括 ５

 検討委員会は，本プロジェクトの根本的な遅延原因は，プレパイロットテ

スト及びパイロットテストの遅延にあると判断する。京都市及び受託事業者

の間には，当事者間の本プロジェクト全体についての品質管理・担保に関す

る考え方の相違があり，受託事業者の初期作業品質の低さに起因するテスト

計画書の修正・レビューの繰り返しや，受託事業者の契約上の義務に対する

意識の不十分さに基づく説明不足がこれらテストの遅延原因となった。 

 また，比較検証テストの着手段階においても，外部ＡＣＯＳ環境下におけ

るテストデータ準備のために，受託事業者は，コード変換及びマスキング作

業並びにファイルレイアウト（コピー句）情報の調査を行ったものの，これ

ら作業に対する十分な人的リソースを確保することができなかったことから，

更なる作業遅延が生じた。そして，京都市と受託事業者との間のコミュニケ

ーション不足に起因する役割分担の認識の相違が，具体的な遅延回避策の検

討を遅らせる結果となった。このような比較検証テストの遅延も，プレパイ

ロットテスト及びパイロットテストにおいて生じた遅延をさらに拡大させる

原因となったと考える。 

 なお，比較検証テストの実施に際して，受託事業者は，本件基本情報を十

分に把握できておらず，京都市による情報提供が十分であったかを巡るやり

取りが比較検証テストの遅延を拡大させたという側面は否定できない。もっ

とも，受託事業者は，２月提供資料等から容易にその欠落を把握することが

できる立場にあり，また，当初予定どおりにパイロットテストを実施するこ

とができていれば，比較検証テストが開始予定であった平成２８年５月時点

でそのリスクに気が付いたはずであり，受託事業者と京都市の合意に基づく

対策によって工期の遅延を回避できた可能性がある。かかる観点からは，仮

に，京都市の初期段階における本件基本情報の提供が十分でなかったとして

も，そのことと本プロジェクトの遅延との間に因果関係を認めることはでき

ない。 
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 これら両テストに共通する，プロジェクト全体の遅延原因としては，受託

事業者の契約上の義務についての認識の甘さ，プロジェクト・マネジメント

義務を負う開発受託事業者として，プロジェクトを進捗させるために契約上

なすべき各種説明や調整といったコミュニケーションの不十分さ，早期に課

題を洗い出し，解決しようとする姿勢の欠如があったと考えられる。 

 

 

 今後の最良の方策 第５部

 京都市の計画の妥当性 第１

 京都市が進めるオープン化事業は，オープン化を実施しようとしたことは，

大型汎用コンピュータの柔軟性の欠如や運用経費の高さに照らし，意義ある取

組と認められ，マイグレーション開発の選択を含む具体的な計画についても，

妥当性を有するものである。 

 

 契約の手法 第２

 本件契約における事業者選定は，開発内容が仕様書によって具体的に特定さ

れていたことから，低価格方式による一般競争入札によって行われたところ，

このような調達方針が直接的に本件プロジェクトの遅延の原因となったとはい

えず，妥当性を欠くものではない。 

 他方，上述のとおり，本件の遅延の原因が，受託事業者の契約に対する認識

の甘さや，プロジェクト・マネジメントの不十分さにあったことに鑑みると，

これらの問題を可及的に減少させるための調達上の手当は考慮に値するものと

考えられる。 

 すなわち，仕様書によって最終成果物を特定できたとしても，実際の開発の

成否においては，プロジェクト・マネジメントの能力など，定型的に定義する

ことの難しい要素が影響する場合がある。 

 この点，本プロジェクトにおけるマイグレーション開発のように，ユーザで

ある京都市において経験のない手法を採用する場合には，品質や納期確保のた

め，密なコミュニケーション能力が特に重要な意味を持つと考えられ，また，

自治体を委託者とする開発業務には，民間企業を委託者とする場合とは異なる

対応が必要となることも多く，この点からもプロジェクト・マネジメントの能

力は重視されるべきである。 

 このような場合，調達に際し，単なるマイグレーション開発の経験だけでは

なく，プロジェクト・マネジメントや保守運用段階への視点を含めたシステム

インテグレータ的業務の受託実績や，自治体との取引経験などを加味した選定

を行うことも考慮に値すると考えられる。 

 また，プロジェクト・マネジメントを担う受託事業者を選定する場合には，

マイグレーション開発における京都市の経験不足を補うため，開発事業者の上

位に位置付け，適切な開発手順の選択や進捗管理を確保することも，本件のよ

うな事態を回避するための方策となり得るものと考えられる。 
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 採り得る選択肢 第３

 検討委員会で検討された選択肢 １

 本プロジェクトによる開発が予定されていた一括処理システムについては，

福祉系及び税・住基のいずれについても，高速開発ツールを利用したスクラ

ッチ開発が行われているオンラインシステム（以下，現行のオンラインシス

テムを「現行オンラインシステム」と，また，新規開発されるオンラインシ

ステムを「新規オンラインシステム」と，それぞれいう。）との結合が予定さ

れていた。そのため，今後，オープン化事業を進めるか否かを検討するに際

しては，オンラインシステムとの結合も想定のうえで，選択肢を検討する必

要がある。 

 検討委員会では，個々の選択肢の現実性をいったん捨象し，論理的にあり

得る選択肢を以下のとおり列挙したうえで，その是非を検討した。 

 選択肢１：オンラインシステム及び一括処理システムのいずれについて

     も，現状の開発スキーム及び体制による開発を中断し，高速

     開発ツールを利用したスクラッチ開発を行う。 

 選択肢２：オンラインシステムについては，現状の開発スキーム（高速

     開発ツールを利用したスクラッチ開発）及び体制を維持する。

     一括処理システムについても，現状の開発スキーム（マイグ

     レーション開発）を維持し，受託事業者による開発を継続す

     る。 

 選択肢３：オンラインシステムについては，現状の開発スキーム（高速

     開発ツールを利用したスクラッチ開発）及び体制を維持する。

     一括処理システムについては，現状の開発スキーム（マイグ

     レーション開発）を維持するものの，新規業者，あるいは，

     新規業者及び受託事業者による開発を行う。 

 選択肢４：オンラインシステムについては，現状の開発スキーム（高速

     開発ツールを利用したスクラッチ開発）及び体制を維持する。

     一括処理システムについては，現状の開発スキーム及び体制

     による開発を中断し，現行一括処理システムを新規オンライ

     ンシステムと結合する。安定稼動確認後に，一括処理システ

     ムをマイグレーション又はスクラッチ方式により再開発する。 

 選択肢５：オンラインシステムについては，現状の開発スキーム（高速

     開発ツールを利用したスクラッチ開発）及び体制を維持する。

     一括処理システムについては，現状の開発スキーム及び体制

     による開発を中断し，現行一括処理システムを新規オンライ

     ンシステムと結合する。一括処理システムの再開発は行わな

     い。 

 選択肢６：オンラインシステム及び一括処理システムのいずれについて

     も開発を中断し，現行オンラインシステム及び現行一括処理

     システムを継続運用する。 
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 各選択肢の検討 ２

 検討の視座 (1)

 第５部・第１で述べたオープン化の必要性及び有用性に照らせば，本プ

ロジェクトで優先されるべきは，当初のオープン化事業構想に沿う形で，

品質を維持しつつも，開発を早期かつ低コストに終了し，新システムを早

期・確実に運用することである。 

 また，具体的な検討を行うに際しては，ＱＣＤの観点，すなわち，①品

質，②コスト（ランニングコスト，開発コスト），③開発期間（予想稼動時

期）及び適切な管理体制の構築の可否等を含めて総合的かつ現実的な要素

を考慮することが必要となる。 

 

 選択肢１，２，５及び６について (2)

 上記各選択肢のうち，まず，以下に説明するとおり，選択肢１，２，５

及び６を採用することは不適当である。 

 選択肢１及び６ ア

 開発コスト及び開発期間の観点からは，開発が進んでいるオンライン

システムの開発成果を可能な限り利用することが望ましいといえる。か

かる観点からは，選択肢１及び６を採用することはできない。 

 

 選択肢５ イ

 一括処理システムについては，本プロジェクトの遅延状況に照らせば，

現行一括処理システムと新規オンラインシステムを結合することで早期

の安定化を図ることも検討に値するものの，他方で，一括処理システム

のオープン化を完全に断念するとなれば，第２部・第１で述べた課題を

解消することができない。そのため，選択肢５も選択することはできな

い。 

 

 選択肢２ ウ

 一括処理システムの開発をマイグレーション方式で継続するとしても，

第４部・第４で述べた遅延原因に照らせば，受託事業者のプロジェクト

管理能力には疑義が残るところであり，また，本プロジェクトに係る契

約上の義務に関する認識の相違に鑑みれば，現状の維持，すなわち，受

託事業者のみによる開発を継続することは必ずしも適切と評価すること

はできない。そのため，選択肢２を選択することはできない。 

 

 一括処理システム（福祉＆税・住基）開発の現行スキームの維持及び新規３

業者の起用（選択肢３） 

 新規開発業者を起用する場合，その作業品質は未知数である。そのため，

第５部・第２で述べた契約の手法では，品質担保に主眼を置くことが重要で

ある。 
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 費用については，現状の一括処理システム開発のスキーム（マイグレーシ

ョン開発）により開発を続け，オープン化を完了した場合のランニングコス

トは年額約８億円と推定される。これは，オープン化を中断し，現行一括処

理システムを継続使用した場合のランニングコスト年額約１２億円と比較し

て，毎年約４億円のコストの削減につながる。他方で，開発コストとしては，

約１６億円＋事業統括者費用が見込まれる。 

 開発期間としては，業者選定に要する期間として約３箇月，開発期間に２

年３箇月の期間をそれぞれ要することが想定される。 

 なお，検討委員会としては，プロジェクト管理者として新規業者を選任し

つつ，受託事業者にマイグレーション開発を継続させる選択も排除するもの

ではない。 

 その場合には，本報告書で主として取り上げたプロジェクト管理者として

の能力以外に，マイグレーション開発自体における受託事業者の作業品質を

別途評価すべきであるほか，信頼関係の再構築の可否などについて慎重に検

討すべきものと考えられる。 

 その場合の費用について，新規一括処理システムの下，想定されるランニ

ングコストは年額約８億円であるものの，最終的な開発費用の算出を現時点

で行うことは困難である。もっとも，受託事業者は現在，京都市に対して，

契約額１１億円に加えて，追加費用１６億円の総額約２７億円の支払を求め

ている。受託事業者の請求額の算出根拠及びその支払義務の存否については，

今後更なる検討が必要であるものの，仮にその全額について正当性が認めら

れた場合には，最大２７億円の支払が必要となる可能性がある。加えて，新

規開発業者に対する業務委託料の支払も必要となる。また，開発期間につい

ても，現段階では不明と評価せざるを得ない。 

 

 現行一括処理システム（福祉＆税・住基）を新規オンラインシステムに結４

合し，その後，新規に一括処理システムの開発を行う（選択肢４） 

 選択肢４は，現行一括処理システムと新規オンラインシステムを結合し，

ひとまず，新システムを稼動させることに特徴がある。これにより，オンラ

インシステム及び一括処理システムの双方について，現行システムの保守と

新システムの開発を同時並行で行わざるを得ない現状を是正することができ

る上に，段階的なシステムリリースが可能となるため，システムを安定させ

やすいとの利点がある。 

 また，費用については，新規オンラインシステムとの結合するための約１

０億円（約８億円の開発費及び約２億円のハード機器相当額）に加えて，安

定後の一括処理システムの再開発費が必要となる。また，ランニングコスト

としては，年額約１１億円に加えて，ハード機器保守費用，ミドルウェアの

ライセンス料等が考えられる。 

 仮の稼動までの期間は，２年１箇月が見込まれる。 

 もっとも，これは，オープン化事業全体から見ると，暫定的対応に位置付

けられることから，新システムが安定稼動するに至った段階で，再度一括処

理システムの開発を進める必要がある。 
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 この対応を取る場合，新規一括処理システムの品質については，新規開発

業者によるため，未知数である。 

 

 開発に当たっての考慮事項 ５

 今後の具体的な開発計画は，第５部・第３・２・(1)で述べた品質，コスト，

納期の問題を勘案して決定すべきであるが，あわせて第３部・第４・１で述

べた開発順序（福祉系に次いで税・住基の順），制度改正等の現実的事象など

を考慮することが必要である。 

 

 

 

  まとめ 第６部

 本件プロジェクトの遅延の原因は，プレパイロットテスト・パイロットテスト

の遅延にあり，比較検証テストの遅延がさらにそれを拡大させた。また，その背

景には，マイグレーション開発及びその品質管理に対する京都市と受託事業者の

認識のずれと，それを埋め合わせるためのコミュニケーションに深刻な不足があ

ったと考えられる。 

 今後の方策としては，現在の体制のまま開発を継続しても，所期の目的を達成

できる可能性は低く，新たな体制を構築することは必須であると考えられる。 

 具体的には，新規事業者のもとで現在の開発スキームを継続するか，または，

いったん現行の一括処理システムを新規のオンラインシステムに接続し，その運

用を行いつつ，改めて一括処理システムについてオープン化を進めるという選択

肢が現実的であると思われる。 

 

 

以 上 
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別表１：検討委員会開催の経過 

年月日 内容 

平成２９年 ２月２６日 第１回検討委員会 

 議題１ 大型汎用コンピュータオープン化事業の概要について 

 議題２ 事業の主な実施経過及び今後の検討の進め方について 

平成２９年 ３月２４日 第２回検討委員会  

 議題１ 一括処理システムの開発手法であるマイグレーション

の専門家等からの説明について 

 議題２ 一括処理システムの開札・契約後のプロジェクト管理

の精査について 

 議題３ 関係当事者に対し委員会として質問する事項の協議に

ついて 

平成２９年 ４月 ３日 第３回検討委員会 

 議題１ 一括処理システムの開発手法であるマイグレーション

の専門家等からの説明聴取について 

 議題２ 関係当事者に対し委員会として質問する事項等の協議

について 

 議題３ 「今後の最良の方策」の検討について 

平成２９年 ４月１７日 第４回検討委員会 

 議題１ 「遅延原因」の検討について 

 議題２ 「今後の最良の方策」の検討について 

平成２９年 ５月 １日 第５回検討委員会 

 議題１ 「遅延原因」の検討について 

 議題２ 「今後の最良の方策」の検討について 

平成２９年 ５月２９日 第６回検討委員会 

 議題１ 「遅延原因」及び「最良の方策」について 

平成２９年 ６月２８日 第７回検討委員会 

 議題１ 「調査報告書」について 

 

※ なお，審議の内容が京都市情報公開条例第７条に規定する非公開情報に

及ぶことから，第１回及び第２回の一部を除いて，審議は非公開で実施し

た。 
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年月日 内容 

平成２６年 ３月 ○ 「大型汎用コンピュータオープン化事業実施計画」を策定 

平成２６年度   ○ 「現行システム分析」の実施 

平成２７年 ８月 ○ 一括処理システムの開発手法をマイグレーション方式に変更 

平成２８年 １月 ○ 一括処理システム設計・開発業務に係る入札を実施。３社による入

札の結果，受託事業者が決定 

平成２８年 ２月 ○ 毎週定期的に，京都市，受託事業者，工程管理支援事業者等で進捗

定例会議を開催（以後継続） 

○ 受託事業者が設計作業に着手 

平成２８年 ８月 ○ このままでは一括処理システムの稼働が遅れる旨の京都市及び受託

事業者双方の認識を背景として，受託事業者が予定どおりの稼働に向

けた課題解決への対応策を提案 

○ 国民健康保険オンラインシステム及び介護保険オンラインシステム

開発における開発手法をマイグレーション方式に変更 

平成２８年１０月 ○ 受託事業者から福祉系一括処理システムの開発が，稼働予定の平成

２９年１月に間に合わない旨の申出 

平成２８年１１月 ○「大型汎用コンピュータのオープン化事業に係る庁内検討チーム」を

設置 

○「大型汎用コンピュータオープン化事業における福祉系システム稼働

時期の延期について」を京都市会経済総務委員会に報告 

平成２９年 １月 ○ 京都市が受託事業者に対し，「現行システム分析」成果物を提供 

○ 「大型汎用コンピュータオープン化事業の一部である一括処理シス

テム開発の遅延に伴う第三者による検討委員会の設置について」を発

表し，京都市会経済総務委員会に報告 

平成２９年 ２月 ○ 「京都市大型汎用コンピュータオープン化事業検討委員会」を設置 



 

 

 


